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総合科学入門講座 

http://web.ias.tokushima-u.ac.jp/shin-kokusai/scienceandhumanity/top.html 

 

2017 年 5 月 26 日 

 

授業に対する学生のコメントと教員による応答 

 

★ 今日の課題 

1） 自分が最も関心を抱いている社会的な課題もしくは地域課題と、その理由・根拠を説明

してください。 

2） そうした課題を究明・解決するためには，どのような 研究分野あるいはどういった研

究アプローチが有効だと考えられますか。その理由・根拠も説明してく ださい。 

3） 授業に対する意見・質問があれば、書いてください。 

 

★ おおむね内容ごとに下記の 9 つに分類していますが、いささか無理なグループに押し込

んだものもあります。あしからず。 

1）地方の衰退 2）少子高齢化 3）格差と貧困 4）移民・難民 

5）若者の投票率低下 6）いじめ・虐待・自殺 7）防災 8）その他 

9）課題に回答していない 

 

 

ₒ ─ ₓ 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は若者の都市部への流出です。なぜなら、若者

の都市部への流出が地方の労働力不足・経済の鈍化を招き、若者が減ったことによって出

生率がさらに低下し過疎化をより促進しているからです。また、子育てのしにくい都市部

へ 若 者 が 集 中 す る こ と で 国 全 体 の 少 子 高 齢 化 が さ ら に 加 速 す る と い う 指 摘

( http://www.nhk.or.jp/fukayomi/maru/2014/140524.html )もされています。もちろん人口

流出を抑えることですべてが解決するわけではありませんが、比較的子育てのしやすい地

方に若者を呼び込むことは地方の活性化だけでなく少子高齢化への一つの対策にもなると

言えます。 

では人口流出、特に若者が都市部へ流出する原因とは何でしょうか。総務省が自治体に

向 け て 行 っ た ア ン ケ ー ト 調 査

(http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h27/html/nc231120.html) で は

89.1%の自治体が「良質な雇用機会の不足」を原因に挙げています。地域の企業は人手不足

http://web.ias.tokushima-u.ac.jp/shin-kokusai/scienceandhumanity/top.html
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に悩んでいるが、若者は地元で就職しようとせず都市部で就職活動を行い、都市部を優先

して就職先に選んでいるのが現状です。また、そのようにして都市部で就職しても大卒で

30%近くの人が就職後 3 年以内で離職してしまうなど、若者が自分に合った職を見つけら

れていないことが分かっています。 

この問題を解決するために、私は社会学からのアプローチができると考えます。若者が

なぜ大企業・都市部への就職を志向するのかを調査し、地方の企業へ目を向けてもらうた

めにはどのような改革が必要なのか考え、地元企業や自治体へ提言を行うことで若者の地

元・ないしは地域での就職を推進し、選択肢を都市部の大企業に絞らないよう就職活動の

システム・時期を変えていくために社会の仕組み・人間同士の関係の在り方を探る社会学

の観点が有効なのではないかと考えます。 

 

 

私が最も関心を抱いている地域問題は、地方の過疎化の問題である。これは地方の人が、

都市部へと流れていき、地方に人がいなくなるという問題である。ここにおける問題点は

地方に人がいなくなることで地方の衰退につながったり、反対に都市部に人が集中するこ

とで需要も高まり、としぶ都市部だけ物価が上昇したりするということである。都市部に

は誰もが知っているようなものや建物、施設があり、そのようなものに惹かれる人もいれ

ば、都市の物価は高いので都市で働きたいという人もいる。地方に昔から住んでいる人は

そこに住み続けるが、若い人は都市部の魅力にひかれ、 都市の方へ流れていく傾向がある。

よって、地方には高齢者の率が高くなってしまうことも問題である。地方が衰退すれば、

労働力の低下や、その町に活発がなくなったり、発展がなくなるというような状況に陥る。

人が減ってしまうということは、病院などの重要な機関が減ったり、サービスの低下をも

たらし、隣町に行かなければサービスを受けられないというようなことになる可能性が高

まるということである。これは、人がいなくなる、地方の質が悪くなる、人がいなくなる

という負の循環をもたらすことになる。これを解決、改善するためには、まず、どのよう

に人が減っているのかを見ることが必要である。都市で起こったことと、地方で人が減る

ことを照らし合わせながら見ることで、関係性を見出すことが問題解決の一歩となるので

はないか。地方に重要な機関を置いたりして、地方の重要性を高め、人が地方に流れてい

くきっかけを作り、観光地などを利用し、地方の魅力を伝えていくことが必要である。最

後に地方のサービスを向上させるためにはお金が必要であり、税金をうまく収集するため

のシステムを作る経済的な研究と、そして、どのようなサービスを提供すればよいのか考

える政治的な面を最重要とし、人が住みやすい街づくりを目指し、地方に人を増やすこと

が過疎化の解決になる。 

 

 

私が最も関心を抱いている地域課題は、地域住民の都市への移動による過疎化です。子
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どもから社会人へと成長するにつれて自分の生きる世界が広がると同時に、交通機関や施

設が発達した便利な地へ若者をはじめとした住民が出て行ってしまうことが、過疎化問題

の大きな理由の 1 つです。都市部に人が集中すると、都市の収入も増えるためさらに公共

交通機関や施設、お店が発達します。しかし地方は人がいないため収入は少なく、発展を

望むことは難しいです。地方に住んでいても便利さや多様さ・安さを求めて大都市へ行き、

お金を支払うとそれらはすべて都市に入ってしまいます。その結果、さらに都市は発展し

人口は増え続け、地方は魅力も存在しない過疎地になるという負の連鎖が起こるでしょう。

私がこの地域課題に関心を持った理由は、まさに自分が住んでいる地域がその問題に直面

していると感じるからです。徳島県は全国的に見ても人口が少なく、過疎地どころか限界

集落と呼ばれる地域もあります。私の住んでいる地域もその 1 つと呼ばれています。私が

生まれて育った 18 年間を見ても、小学校が 3 校ほど廃校となり、最後に残った 1 校も 3 年

以内には廃校になります。唯一の中学校も既に廃校になっています。これだけでも、いか

に子どもが少なく、今後更に減るかということが分かります。少子高齢化の進む社会であ

る現在、加えて都市の人口過密・地方の過疎化が進みすぎると、消滅集落と呼ばれる人の

住んでいない地域がさらに多く出現することは避けようのない問題だと思います。 

この課題を究明・解決するためにどうすれば良いかと考えるにあたって、最初に思いつ

いたのは徳島県神山町の地域活性化です。神山町も、限界集落と呼ばれる地域です。しか

し、アーティストと住民の共同制作によるアートプロジェクト・移住民の逆指名・豊かな

自然の中で仕事が可能である良さ等の地方創生によって「奇跡」と呼ばれる人口増加を実

現しました。勿論、こうして地域が少しでも活性化したのは神山町という地域であったか

らであり、徳島県の他の過疎地で同じように活動の真似をしても地域活性化には繋がらな

いと思います。地域には、その地ならではの良さがあるはずです。私が住む地域にも、あ

まり知られてはいませんが自然・生き物・食べ物・伝統の分野で多くの魅力があります。

よって私は、それぞれの地域の特徴や特産品、伝統を活かした主体的で持続的な社会を創

生する地方創生が、有効なのではないだろうかと思います。 

 

 

私が最も関心を抱いている地域課題は、過疎化である。理由は、今自分が住んでいる徳

島が直面している身近で大きな問題だからである。若者はどんどん都会へと出て行ってし

まい、人口が減って公共交通機関の本数が減らされたり、利用者が減って閉めてしまった

お店が増えて、商店街がシャッター街と化していたりする。駅も昔は有人だったのに今は

無人駅になってしまっているところも少なくない。確かに県の財政も際限なく使えるほど

あるわけではないので、人のいないところにお金を使っても仕方がないと切り捨ててしま

うのもわからなくはない。しかし、結果としては、シャッター街が増えてさらに閑散とし

て活気がなくなってしまったり、交通機関も不便になって積極的に使う人が少なくなった

りと、負のスパイラルに陥ってしまっている。不便なことや活気がないことも若者が出て
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行ってしまう原因の一つではないだろうか。 

このように深刻化している過疎化の問題の究明・解決のために有効なのは、社会学や経

済学、地域創生学、心理学などの研究分野からのアプローチが有効だと考えている。まず、

過疎化の解決に向けて必要なことは、活気を取り戻し、ここに残って生活したい、あるい

はあの地域で住んでみたいと思わせるような魅力的な街づくりをする必要がある。そのた

めには、活気ある街づくりをするための方法や問題点を研究する必要がある。これまで街

づくりに成功した街の例を参考にして、その街がどこに着目してプラスに変えて行ったの

かを研究し、今度はその結果を自分の街に置き換えて応用することができる。その中で、

アイデアはもちろんのこと財政の回し方や、どういったことに対して人は興味を持ち集ま

るのかということにも着目して研究するとより効果のある案が出せるはずだ。もしくは、

現在の過疎化の原因を検討して、その原因を解消することで解決を図ることもできる。新

しく開発するのも手だが、まずは今目の前にある問題を減らすのも重要である。発想と現

実性の両方から検討して、活気ある街づくりを目指したい。 

 

 

私が最も関心を抱いている地域課題は、徳島県における過疎化だ。主な原因は少子高齢

化であるが、若者たちの県外への流出なども大きな要因だ。このことに対しては、前に徳

島の現状や地域の課題そして現在行われている地域創生などについて調べたことがあった。

その時に改めて徳島のおかれている現状を知り、どうにか問題解決をし活気ある町にした

いと思い興味を持ったのがきっかけだ。現在の一番の課題は若者の流出だがその要因は、

徳島県で雇用の確保や保育所などの教育機関などの施設が充実していないことなどがあげ

られる。雇用の確保としては、神山や海部で行われているサテライトオフィスがある。積

極的に企業を誘致することにより、雇用の拡大につながるとともに徳島ならではの豊かな

自然の景観で都会に比べてストレスなく仕事をすることができる。また光ファイバー網の

整備によってネット環境が充実しているため、IT 産業の誘致が多く徳島の経済的な発展に

も寄与している。また高齢者の方でも無理なくできる仕事として、上勝町の葉っぱビジネ

スがある。葉っぱというのは高級料理などに添えられる葉っぱだ。今では成功し多くのメ

ディアに取り上げられているが成功するには努力と試行錯誤が必要不可欠だ。またその地

域の特性を生かした町おこしの方法を考えることも大切だ。そのためにはまずその地域の

ことをよく知ることが重要だ。フィールドワークを通して自分自身で徳島の魅力や課題を

再発見し、解決策を探ることでより課題解決につながる。また他県での取り組みを参考に

してその地域の良さを生かしたものに生かすことも大切だ。また県外の方に徳島の良さを

知ってもらうために広報にも力をいれつつ、実際に徳島に足を運んでもらって観光地を巡

ったり、徳島での暮らしを体験してもらうなどの方法もある。実際に徳島でもトライアル

ハウスということで、農業などの体験をしてもらいながらその地で実際に暮らしてみると

いうものがある。徳島の魅力を直にわかってもらうことで、県外からの移住者増加も望め
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るだろう。したがってまず徳島に訪れてもらうために観光や広報の分野を初めとし、それ

から実体験型のイベントや企画を増やしていくことが徳島の魅力を伝えるいい方法である。 

 

 

今回の授業では、人口問題に関わる諸課題について考えた。同じ人口問題という 1 つの

課題から様々な分野の問題が発生していた。少子高齢化は当たり前のようになっているが、

この授業前の課題をしていた時に、私は人口増加が原因となる環境問題が気になった。世

界規模のものから地域規模のものまであり、私たちが貢献できるのは地域規模の問題のも

のだと感じた。 

私が一番興味を持っている問題は、地域活性化についてのものだ。今住んでいる徳島は

全国的にみても田舎な県であり、人口減少、高齢化が問題視されている。私は徳島の西部

を活性化したいと思い、徳島大学に入学した。現在徳島では、LED を使ったイベントなど

が多く開催されている。徳島の特徴をいかしたイベント内容となっているが、あまり全国

に知られてない気がする。そう思ったのは、県内のニュースやテレビ放送では取り上げら

れているが、県外のものには取り上げられていないし、県外の友人などに聞いても知らな

い人の方が多かったからだ。せっかく、いい企画をしているのに、それが周りに反映され

ていないのは非常に残念だ。どのようにしたら、徳島が LED で有名やイベントが開催され

ているなどを多くの人に知ってもらえるのか。これらが私がこの問題に興味をもっている

理由である。 

企画を広めるためには、SNS の力が必要だ。現代人の多くはスマートフォンを使い情報

を得ている。テレビや雑誌などから情報を得ることが少なくなってきている。ここで、一

番情報が飛び交っている SNS を有効に使う事で 1 人でも多くの人に知ってもらうことがで

きるだろう。このように、この問題にはプレゼンテーション能力や情報拡散の力がいるこ

とがわかる。そのために、SNS や若い人の力や意見を取り入れることで、より効率的な情

報拡散の仕方を学ぶことができ、この問題を解決するものとなる。ただ、活性化のための

プロジェクトを立ち上げ、進めていくだけでなく、プロジェクトを広めていくことも大切

だ。 

 

 

私が最も関心を抱いている地域課題は、「徳島の衰退化」です。徳島県は、少子高齢化や

山間部の過疎化が著しく、47 都道府県魅力度ランキングワースト 3 位(2016 年度)など、お

世辞にも活気があふれている町とはいえないというのが現状です。私の実体験としまして

も、県外から下宿している同期に徳島の魅力を語る、ということが難しかったりします。「徳

島は何もないけんなあ。」が、徳島県民の決まり文句であるとも指摘されました。現地で暮

らす住人がその土地の良いところを知らないのでは、県外の方が興味を持つはずがありま

せん。このままでは徳島はもっと寂れてしまうと危機感を抱いたため、この問題について
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考えたいと思いました。 

徳島県をもっと他県に、そして世界へとアピールしていくためにはどうすればいいので

しょうか。阿波踊り、和三盆、人形浄瑠璃、すだち、剣山・・・。徳島県の名産品、伝統

文化は様々なものがあります。現代では、上勝町で IT 産業が盛んであることや、LED の開

発など、素晴らしい実績も残しています。ではなぜ、徳島県はそれほど注目度が高くない

のでしょうか。私はその原因を、徳島県のアピール下手にあると考えました。アピールが

きちんと出来ていないため、地元民が徳島の魅力に気づかない、もしくは知らない。必然

的に他県も徳島について関心を持つ術もなくなります。若い徳島県民は、自分の生まれ故

郷を卑下し、やがて自虐的に表現するようになり、他県へ移り住んでしまいます。もしく

は、就職先が地元で見つからず、泣く泣く徳島県を出てしまう。そうなれば、そのまま他

県で一生暮らしていく人も多いでしょう。老後に帰ろうと思っていても、施設や生活環境

の整っていない田舎では、なかなか老体には辛いものがあります。結果、人口減少、少子

高齢化の出来上がりです。 

では、まず何を、どうやってアピールしていけば良いのでしょうか。私の意見では、今

は「阿波藍」を推していくべきです。なぜなら、2020 年東京オリンピック・パラリンピッ

クのエンブレムに「ジャパン・ブルー」として藍色が使われ、世界的に注目されているか

らです。「徳島県の名産である、阿波藍」としてアピールしていくには、今が絶好のチャン

スなのです。しかし、ただデザイン性の高さをうたうだけではいけません。好き嫌いもあ

りますし、安くて生産性の良い化学染料に負けてしまいます。「藍」で布を染めることで、

布自体が丈夫になることや、殺菌ができること、その他にも何か利点はないか研究し、そ

れを生かして発表していかなければなりません。 

これがうまくいけば、「藍」を利用して「徳島」をアピールすることができます。まずは

徳島県の存在を広く知ってもらい、それから戦略をたてるべきなのではないでしょうか。 

 

 

私が最も関心を抱いている地域課題は、財政危機による市町村合併である。なぜなら、

市町村合併を私が経験したからだ。私が小学 1 年生の時に、阿南市は羽ノ浦町と那賀川町

と合併しました。その頃は平成の大合併と言われるくらい多くの市町村が合併した。市町

村合併に成功した、阿南市は日亜化学の工場もあり、県内でも財政は潤っている。しかし、

市町村合併にはメリットとデメリットがある。メリットは、新しい事業を行うための資金

が増える。例えば、大きなイベントを催したり、図書館や病院などの公共施設を新しく作

ったりできる。また、行政の仕事の効率が上がる。確かに各市役所で行うことを 1 つの場

所で行えるのだから効率は上がるだろう。しかし、仕事の量は増えるのだが。このように、

市町村合併することで、行政の自由度が上がるのである。デメリットは、資金が増えるが

中央を中心にお金がまわり、合併した小さい街までお金がいきにくい。それに、財政難同

士で合併しても利益が確実にあるとは限らない。例えば、北海道の夕張市は有名であり、
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合併したのはいいものの結果として財政がより悪化したのである。また、行政が身近でな

くなる恐れがあり住民の声が届きにくくなる。このように、市町村合併することは大きな

デメリットが存在する。この課題を究明・解決するためには地域の経済・財政の分野や土

地を調査するアプローチが有効である。なぜなら、地域の経済・財政について過疎化や地

域社会の土台を学ぶことで、どうして市町村合併することになったのかという原因や背景

を知ることができるからだ。そこから、財政難の理由を把握することで合併なしでも財政

を立て直すことができるかもしれない。確かに合併なしで過疎化の地域でも財政を立て直

している地域がある。例えば、徳島県の上勝町では高齢化率 50%という超高齢化のコミュ

ニティで、「葉っぱビジネス」や「ゼロ・ウエイト宣言」などの元からそこにあったものを

使用して、新しいデパートやアミューズメントパークという多額の資金を使わないで I ター

ンや U ターンし移住する人や観光客を増やした。このように、解決するためのメソッドが

得られるだろう。また、土地を調査することでは、実際にその土地に行き文化や歴史や土

地の形状を知ることで、そこからその土地の良いところを発見することができるだろう。

また実際に行くことでそこに住む人の話を聞くことができ、座学以上の経験ができるので

ある。 

 

 

私が最も関心を抱いている地域課題は地元である徳島の少子高齢化、そして人口減少で

ある。なぜかというと、私は高校時代に高校生が運営する地域活性化イベントである「徳

商デパート」の実行委員長や淡路島の地域活性化に努めてきた。その中で地元である徳島

を大阪や東京に負けない若者であふれる元気のある都市にするにはどういったことが効果

的であるか、また自分自身が中心にそうした街にしていきたいと考えたからだ。 

では、どうすればこの地域課題を解決できるのか。私ならこの問題を教育・発達とまち

づくり系統の研究分野を主に地域課題を解決していく。なぜならこの二つを合わせれば大

人たちが子供と住みたい、暮らしたいと思うような街を作ることができるからだ。。前述し

た徳商デパートでは「はじめてのおしごと」という小学生向けの職業体験イベントを企画

していた。その時にはイベントスタート前からチラシをみた親子連れらが 50 名以上の列を

作り徳商デパートを行ったフジグラン石井では私が見た中で一二を争う盛り上がりを見せ

ていた。このように子ども連れが集まれば地域は盛り上がる。そしてその子ども連れの輪

を大きくしていくことで徳島県全体に若者があつまり地域を盛り上げていくことができる。 

しかし子ども連れが住みたいと思う街といって一般的に思いつくものといえば助成金が

多く出る。養育費が少なくて済むなどといった基本的に地域には負担が大きいものである。

しかも徳商デパートのようなイベントで集まってもあくまで一過性のものであり「若者で

盛り上がる街」とは言い難い。そこで私が考えたのは今重要視されているキャリア教育を

小学校から積極的に行っていくことである。座学よりも実践的な礼儀作法やフィールドワ

ークなどを中心として教育として取り組むことで成長するにつれて必要とされる「経験」
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を若いうちに積ませるというものだ。若いうちからのキャリア教育を行い、それが実際に

役に立つものである、と世間にもっと広く認知されれば他県よりも積極的にキャリア教育

を行う徳島に子どもづれは住みたくなるはずである。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は地方衰退です。地方である地元徳島を活性化

させたいというわたしの強い想いが選んだ理由です。徳島大学に入学してから県外出身の

友達と知り合う機会が増え嬉しい反面、「徳島には何もない」「田舎すぎる」などとネタに

されとても悔しい思いをしています。地方には地方の良いところがあるんじゃ!と反論しま

すが正直阿波踊りくらいしかインパクトのあるアピールポイントが思いつかず県外生にい

つも負けます。では休日の過ごし方に悩んでいる県外生やうまく地元を褒めることができ

ないわたしのような徳島県民に必要なのは何でしょうか。ずばりそれは地域活性化です。

徳島にはいわゆるシャッター街と呼ばれる通りがいくつもあります。そこを通るたびに昔

は大丸があって...人で溢れかえっていて...という親世代の人の寂しい声をよく聞きます。そ

んな人々にも再び活気あふれた徳島を見てほしいです。では昔は賑わっていたという過去

の栄光をもつそんな商店街を今復活されるのはどうでしょう。シャッターを閉じてしまっ

たお店つまりはこれから賑わう伸び代がおおいにあるということです。利用しない手はあ

りません。最近ではオシャレなカフェや雑貨屋さんがあるという理由で県外へ出かけるの

は当たり前で SNS で写真を載せるためにわざわざ行く人も少なくありません。私もネット

で見つけたお店に行くためだけに神戸まで行った経験があります。もちろん徳島にも大阪

や東京にあってもおかしくないオシャレなお店はありますがあまり知られてはいません。

しかしそれらを固めて密集させておくことで大きなアピールポイントになり訪れる人々は

増えるに違いありません。また SNS の力は強大なので SNS 受けするようなインパクトの

あるお店があるとより強い影響力が得られるでしょう。つまり私の考える地方衰退への解

決策はシャッター街を活かした若者層を狙ったオシャレな商店街を作ることです。 

 

 

私が最も関心を抱いている地域課題は美馬市、三好市、勝浦町、上勝町、佐那河内村、

神山町、那賀町、牟岐町、美波町、海陽町、つるぎ町といったところで過疎化や少子高齢

化が大変進んでいるということだ。私がこの課題に興味がある理由は 2 つある。 

1 つ目はその町に触れる機会が多くなったことだ。私は、最近ではあるが牟岐町に行く機

会が多くあった。その際、周りを見渡せばおじいちゃんやおばあちゃんばかりで若い人が

少ないという印象を持った。牟岐町には小学校や中学校はあっても高校がなく高校に行く

には町を出なければいけない。私はそのことを聞いたとき、高校に行くときに町を出なけ

ればいけないということはそのまま牟岐町に帰ってこない可能性があるのではないか。牟

岐町に帰ってこないから過疎化や少子高齢化がより一層進むのである。国内全体で少子高
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齢化が進んでいるのは知っていたが、過疎地域ではもっと進んでいるのではないだろうか

と疑問に思った。牟岐町の出羽島には子供が 1 人しかおらず人口も少ないのである。しか

し、悪い面だけではない。子供が 1 人しかいなければ、周りの人からとても大事に育てら

れる。牟岐町に住んでいる子供たち「牟岐好き?」と聞くとみんなが「好き」と答えてくれ

る。人が少ないからこそコミュニティが大きくみんなから愛される町になるのではないか

と思う。 

2 つ目は私の友達の影響だ。私の友達が NPO 法人ひとつむぎという牟岐町で教育に関す

る事業を行なっており、話を聞くたびに私もこの課題をなんとかしたいと思うようになっ

た。牟岐町の少子高齢化がどれほど深刻なものか明らかになった時であった。 

解決策として、牟岐町は自然が豊かであるからそれを活かし、また地域同士の結びつき

を深くなることで牟岐町に残る若者が増え出生率も高くなり少子高齢化を食い止めること

ができるのである。全国でみてみると、農山漁村が中心の過疎地域を抱える地域で高齢化

率は高く、人口密度の高い大都市圏で低い傾向が見られる。沖縄県では、沖縄愛が強く地

元に残る若者が多くなり出生率が高くなっている。沖縄のように地元愛が強くなり若者が

多く残るようになれば少子高齢化を食い止めれるのではないだろうか。また、高校を牟岐

町内にも創ることでより一層残る若者が多くなるはずである。" 

 

 

私が一番関心を抱いている地域課題は、地域の伝統文化、伝統産業の後継者不足につい

てである。なぜなら、後継者不足の影響で実際に私の地元の伝統文化、伝統産業が衰退し

ていき、消滅してきているからだ。またオリンピックのエンブレムにも使われ、ジャパン

ブルーとして世界に知られる、徳島を代表する名産品の藍染も後継者不足になってきてい

て、日本の伝統産業が失われつつあるのも、私が後継者不足に興味を持った理由の一つだ。 

では、なぜ後継者不足が起こるのか、原因を上げていく。まず上げられることは、若い

世代の田舎離れや都市部への移住ということだ。このような伝統文化や伝統産業は特に地

方や山間部などに多く、そう言った地域は若い世代が都市部に流出していき、人口が減少

してきている。その影響で後継者が減少していくと考えられる。また次に上げられること

は、産業の方に言えることだが、需要の減少である。例えば、藍染を国民のほとんどが身

につけていた江戸時代などに比べて、今では日常で見かける機会はほとんどない。そのよ

うな現状では、藍染の利益が少なくなるのは当然で、衰えていくのも当然である。 

このような後継者不足の原因を改善するために必要な研究分野は、まずふるさと教育に

関しての研究である。若い世代が、地元に残り伝統文化や伝統産業をするよりも、都市部

に行こうとするのは都市部の方が魅力的だからである。逆に言えば、伝統文化や伝統産業

に魅力を感じてないとも言える。このようなことが起きる原因は、若い世代に伝統文化や

伝統産業の魅力を伝えきれていないところにある。小さい頃から、その魅力が伝わる教育

や活動の仕方をすれば、少なくとも魅力を感じずに迷いなく都市部に行こうとする、とい
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うことはなくなる。だから、どうすればうまく魅力を伝えていけるのかという、うまいふ

るさと教育の方法を考える必要がある。また、PR のやり方を研究するのも原因の改善に繋

がる。なぜなら、その PR で興味を持つ人が出てきて、I ターン者や U ターン者が増えるか

もしれないからである。PR がうまくいけば、その伝統文化や伝統産業の注目度も上がって

いき、地元の人の自信にもつながるので、PR も重要な要素の一つである。最後に、伝統産

業を生かして新たな商品開発をする研究も重要である。需要が減少しているなら何か新し

い物を生み出して、新しい需要を作っていけば、その産業が注目され後継者も増えていく

と考えられる。 

 

 

1.私が最も関心を抱いている地域課題は、若者の都会への進出問題である。その根拠は、、

若者が高校や大学を卒業し、就職するために東京や大阪などの都会へと進出することで、

地元の若い世代の人口が減り、地域を活性化することに繋がらないと考えたからだ。 

確かに、都会へとあこがれを抱き、地元を離れて都会進出することは多くの若者に当て

はまることであると思うが、それを理由に地元の人手不足や少子高齢化問題がおっこって

いるのも事実であると考えた。高齢者への介護者不足の問題にも大いに繋がっている課題

である。 

また、このように地元の若者の人口が減ることで、その土地が培ってきた伝統、文化な

ども消滅しかねない。近代的なものだけに関心を寄せ、身近にある古き良き文化などを見

失うことで、都会と地方との格差がより広がっていってしまう。 

これらの問題は、後伸ばしにすればするほど悪化すると思ったので、この課題を選択し

た。 

2.この問題を解決するためには、やはり地域活性化の分野でのアプローチが必要であると

考える。若者が就職するための要素が都会に偏っているからこそこれらの問題がおっこっ

ているのだと思うので、自分が育ってきた地元を自分たちの手で活性化させることへの興

味や関心を引き出せるような活動がそれぞれの地域で必要であると思う。 

たとえば徳島であるなら、オリンピックなどにおいても多用されている「藍」について

の宣伝をもっと行うべきであると考えている。都会における近代的な工業などに興味や関

心を抱くのと同じように、地元にしかない産業や文化によって若者の興味を引きつけるこ

とも大切だと思う。 

外国の人々が日本の文化に興味を持ってそれらに携わってくれるという例を多く聞くの

は、外国の方が客観的に日本の文化に親しみを持ち、関わっているからである。生まれた

ときからその土地にいて、その文化があることが当たり前になっているからこそ薄れてい

る興味関心を、改めて客観的に見ることによって生み出していかなければならないと考え

た。 
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◎ 

私が最も関心を抱いている地方の地域課題は商店街の衰退についてである。私の出身地

の愛媛県四国中央市には川之江駅前に商店街がある。「新・がんばる商店街 77 選」に選定

されており、月 2 回の直販や、季節ごとのイベントなどが行われている。しかし、普段は

あまり賑わっているとは言えず、どことなく寂し気な空気が漂っている。また、伊予三島

の商店街は、市庁に近いところにあり、川之江の商店街より通りの距離が長いが、完全に

シャッター街となっている。私はいつも商店街を通るときに、商店街だけではなく、自分

の住んでいる地域自体が衰退しているように感じていた。実際、商店街に活気がないと町

全体に活気がないように感じられるし、地域外から来た人によい印象を持ってもらうこと

はできないだろう。また、伊予三島の商店街に関しては、学生や社会人がシャッターの閉

まっている人気の全くない道を、薄暗い時間帯に通るのは危険であるし、あれだけの空間

が何も使われずに放置されているというのは非常に勿体ないことだ。このような思いから、

地域の人の交流の場を増やしたり、町に活気を取り戻したりするために、超地域密着型な

場である商店街を利用することができたらよいなという考えが常に頭の中にあった。 

この問題を解決するためには、地域科学の分野から商店街を地域活性化に利用する方法

を考える必要がある。まずは、実際に商店街に足を運んで、日々の来店者数、来店者の年

齢層、売られている商品、イベントの内容などの調査を行う。また、地域それぞれの特色

を活かした催しや、より効果的な集客方法を考えるために、その地域に住んでいる人のこ

とや地理、名産などを知る必要もある。それらの情報から、現状どこに問題点があるのか、

その問題を解消するためにはどうすればいいのかということを考える。最後に、提案され

た解決策を実行してみて成果を考察し、さらなる問題点の解決を目指す。このような手順

を繰り返し行うことが、商店街の活性化につながるだろう。また、伊予三島の商店街のよ

うにもはや商店街として機能していない所は、商店街以外の利用方法を考えてもいいかも

しれない。例えばその地域に足りていない施設を新たに建てるのではなく、元々ある建物

を利用することで建設費用を抑えたり、使われずに放置されている状態を改善したりする

ことができるはずだ。 

 

◎ 

私は関心のある地域課題として徳島県海部郡牟岐町の課題を挙げる。なぜ関心があるの

かというと私は牟岐町出身ではないが、NPO 法人ひとつむぎという団体に所属していて、

牟岐町で教育やまちづくり支援をしているからだ。牟岐町は、徳島市から約 70km 離れた

南部に位置する人口 4,432 人(平成 28 年 4 月 1 日現在)の人口が減少している地域である。

この牟岐町が抱える課題として、高校が町に無いことから高校進学に伴って町外に若者が

出て行って町の高齢化率が高まる問題と、子供が少ないことから中学校卒業までの 15 年間

同じ仲間で過ごすことで素直な面がある一方、固定概念に囚われたり、自主性や協調性が
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欠けたりする問題がある。そして、高校を卒業しても牟岐町で職の無さから戻ってくるこ

とも難しくなる。以上より、牟岐町から若者が出ていき、戻ってこなくなり少子高齢化が

進んで過疎化が進んで町の維持ができなくなることが危惧される。また、町を出て高校生

になった時に市内に近い高校生と比べて考える力や行動に差が出る恐れもある。私はこの

問題に個人的にもひとつむぎとしても解決したい。 

私がひとつむぎでこの問題の解決策として実際にやっていることがある。1 つは、中学生

対象の「シラタマ活動」というもので、地域の人と協力しながら 1 年を通して実施してい

る。「シラタマ活動」とは、牟岐の子どもたちが主体性や協調性といったコミュニケーショ

ン力を身に付ける為に、自分たちで地域の課題を解決するための企画を立て、実際に実現

させていくプロセスを経験させることを目的としたプロジェクトだ。企画を立てる過程の

中で、町の次世代を担っていく子どもたちの課題を解決するとともに、地域住民と共に町

の課題も解決していくことを目指している。具体的には、月に 1~2 回廃校になった旧牟岐

小学校で集まり、夏に牟岐町でイベントをするとしたら何がしたいかを中学生に質問を投

げかけ、実現する為にどういった内容でするのか、牟岐町のどこでするのか、協力してく

れる人を増やす為にどういうアプローチをかけるのかを中学生が自分で考えられるように

大学生や社会人がサポートしている。この活動を通して、子供たちの成長と地域への関心

が高まれば成功としている。 

2 つ目に高校生対象の「ローカルハイスクール」を実施している。これは、中学校卒業ま

でを共に過ごした仲間や高校で新たに出会った友人,そこに牟岐町をハブにして生まれたひ

とつむぎなどの大学生・社会人のネットワークを合わせることで高校生の新たなマナビの

場を生み出し,そしてそれを高校生と町がゆるやかにつながりを保持する場として活かして

ゆくことを目指している。 

これらの活動を経験して大学生になった時、ひとつむぎに入会して運営側になる循環が

生まれれば、地域に関心がある若者が多くなる。そしてこの若者たちが将来、先頭に立っ

て地域を変えていくことになれば上記の課題が解決されていくだろう。 

 

◎ 

【問題】 

シャッター通りとなっている商店街 

【根拠】 

2017/05/28 に徳島マルシェ見学の為に新町川ボードウォークを訪れた。やはり周辺は休

日であることに加えイベント中であることもあるのだろうが、人で賑わっていた。しかし、

飲食店を探すために東新町商店街を歩いてみると、日曜日の昼頃であるにも関わらず、通

行する人の数はまばらでシャッターの閉まっている店鋪が目立った。昔を知る父に尋ねた

ところ、数十年前は映画館や衣料品店、飲食店で賑わっていたことが分かった。私の幼い

時(2002 年頃)には、まだダイエーやダイソーなどの店舗があったと記憶している。私は、
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買い物客が減少した原因は主に郊外型ショッピングモール増加と関西圏への買い物客の流

出であると予測した。そしてその解決法を見つけ、対策法を探す必要があると感じたため。 

【解決のためのアプローチ】 

1. 法律学 

2. 統計学 

3. 地理学 

4. インタビュー 

【選んだ理由と根拠】 

1. 大規模小売店舗の規制をしていた「大規模小売店舗における小売業の事業活動の

調整に関する法律」(昭和 48 年 10 月 1 日法律第 109 号)が存在したが、今は廃止され、「大

規模小売店舗立地法」(平成 10 年 6 月 3 日法律第 91 号)が有ることがわかった。大店法が

廃止され、大店立地法が制定された理由を調べることが必要であるから。 

2. 年ごとの通行人の数を調べ、グラフに表すことで減少していることを確認出来る。

また、阪神淡路鳴門自動車道の開通前と開通後、郊外型ショッピングモール建設前と建設

後、それぞれの商店街を通行する人数を比較する事によって原因を詳しく知ることが出来

ると考えたから。 

3. 駅前という立地でありながら、通行人が減少した理由に立地的条件もあると考え

られるため。 

4. 古くから営業している店舗の人や商店街の組合に話を聞くことで、店員が現状を

どのように考えているのか、現状行っている対策について知ることが出来るから。 

行っている対策について知ることが出来るから。 

 

 

1)私が最も関心を抱いている社会的問題は、東京一極集中の問題である。理由は、まず、

2011 年の東日本大震災が起こってから、首都直下型地震の心配もされている。いつか必ず

この大震災は起こるとされている。その時、日本はどうなってしまうのか、私は不安を感

じている。現在、日本は東京が政治も経済も中心となっている。首都直下型地震が起きた

時、東京が潰れてしまったら、日本の経済も政治も機能しなくなる。アメリカのように政

治の中心はワシントン、経済の中心はニューヨークと分けられていない日本は、東京に何

かあったら一気に政治も経済も機能しなくなる。これは一大事である。また、もう一つの

理由として、政府が都市移転を考えた時に、移転先の都市の候補に私の出身地の愛知県が

挙げられていたからである。幼い頃の私は政治がどうとかの問題より、自分の地元が日本

の首都になるかもということだけで関心を持っていた。 

2)東京一極集中の問題を解決するためにはやはり、都市移転が有効である。経済の中心を

東京から動かすことは難しいだろう。テーマパークなど観光スポットが集まっている。だ

から政治を動かした方が良い。まず、候補となる都市の条件として、東京以外の大都市も
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避けた方が良い。他の大都市に移転しても一大事の時は混乱が大きくなるだけである。し

かし、田舎すぎるのも政治をしにくくなるだけだ。空・陸・海の発展や、自然災害の少な

い地域が好ましくなる。工業面や地形面など様々な分野から考慮して見つける。そうして

候補に上がったのが東海地方と栃木・福島地方である。東海地方は工業地帯であり、台風

や雪の影響も少ない。しかし、首都直下型地震と同様に東海地方は南海トラフ地震の被害

を受ける危険性がある。さらに、長年東京に一極集中してしまったので、これから移転す

るというのはとても難しい。しかしいつ来るのかわからない震災や、世界各地で起こって

いるテロが日本で起きてもおかしくないこの時代に東京一極集中は本当に危ない。現在、

国会は東京一極集中問題を取り上げていない。この国は大丈夫なのだろうか。 

 

◎ 

1)私が最も関心を抱いている社会的な課題は少子高齢化に伴う地方の高齢者率が年々増

加しているという点です。このことで同時にわかることは若者、いわゆる若年層が都市部

へ移動し流入してしまうことと表裏一体の関係にあります。私がなぜこの課題に関心を持

ち、いまこの課題に対しての改善策を述べるかというと、私はもともと大阪出身の都会っ

子なのですが、この春から晴れて徳島大学に入学し、一人暮らしを始めて気づいたことは

当たり前かもしれませんが、驚くほど人が少ない、歩道に人がまばらにしか歩いていない、

あとはいつもすれ違う人もだいたい高齢者の方で、大阪でももちろんいないことはないの

ですが、極端に数と割合が多い、高いということに自ずと気づきました。これから何十年

後のこの徳島県の状態は一体どうなっているのかを自分である程度予測してみたら、とて

つもなく重大な危機の一部にもう足を踏み出しているということに気がつき、このことか

らもっと真剣にこの問題に関して検討しなければならないという使命感を得ることができ

ました。 

2)この問題を解決するためにはもっと若者、若年層に地方の良いところ、これを聞けばま

すます田舎へ行きたくなる気持ちが増すというような理由を明確にかつ納得のいきやすい

ような PR 活動をするべきだと考えます。例えば心理学をベースにして考えるとその地方創

生のための広告を作る際にどのようなレイアウトを取れば、若者の目に止まるであろうか、

などのアプローチをかけることができます。今の日本は超高齢化社会である以上、高齢者

と共同に同じ日本、同じ環境で生活するこの先将来避けることはできないと考えます。た

だ若者の意識を変えることはできます。若者の意識を変えることによって、高齢者率を低

下させることです。このまま黙って時が進むのを待って気づいたらもう遅かったという場

合が一番困る事例なので、地域課題や社会的な課題はどの課題も一般的になるべく早くそ

の課題に対してなんらかのアクションを起こすことが重要です。 

 

 

(1) 私が興味関心を持っている社会的な課題や地域課題は「徳島県上勝町の葉っぱビジネ
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ス」である。最近では、都市だけでなく、田舎(地方)が注目され始めている。現在、都市で

はコミュニティ崩壊による孤独感を感じたり、人と人とのつながりが薄れていたりしてい

る。一方、田舎(地方)では、一緒に畑を耕したり、町内会のイベントに参加したりと地域社

会のつながりがまだ残っている。田舎(地方)では、自然に囲まれて仕事をしたり自然の中で

のびのびと育つことで自主性や自立が促されたりするとも思う。だが、都市に比べ、田舎

の方は企業が少ないし、施設や会社などが整備されてないところも多い。そのような中で

私の耳に飛び込んできたのが、上勝町の葉っぱビジネスだった。さらに、故郷である徳島

県上勝町で行われていることもあり、一気に親近感が湧いた。この葉っぱビジネスは上勝

町に住んでいるお年寄りたちが中心に発展しつつある。老後に体を動かしてながら、葉っ

ぱを売り、お金になる。健康的でもあり経済面も潤うので、とても良いビジネスである。

これが有名になることで、徳島県に来る観光客も増え、一石二鳥どころか一石三鳥である。 

(2) こうした課題を究明、解決していくために必要な学問は、フィールドワークだと思う。

フィールドワークとは現地調査ということであり、市民やその調査対象に関係している人

たちに聞き取りやアンケートを実施する。紙面と向き合ってするひとりよがりの勉強でな

く、他人と向き合ってすることで、今までとは違った考え方を知れたり、多くの人の知識

を借りたことで、新たな課題が生まれたりする。葉っぱビジネスは全国のレストランや定

食屋、スーパーなどを主な取り引き相手としており、そこに行って聞き取りやアンケート

を実施することで、もっと課題が見つかり、事業が発展するかもしれない。したがって、

地域の事業である葉っぱビジネスには、フィールドワークが有効であり、重要な学問であ

る。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は、都市化現象である。その理由は 2 つある。 

1 つは、特定の一部分だけが関与するのではなく、結果的に全てのことに影響するからで

ある。都市化現象は、農村的(rural)な地域が都市的(urban)な地域へと変化するプロセスの

ことである。農村が都市へと変化すると、農村の特徴とも言える豊かな自然や農作物が減

少する。実際に、国土交通省では、「首都圏全体の緑地、農地及び海浜(以下、緑地等)の面

積は、平成 9 年では、約 290 万 ha であり、昭和 51 年と比較すると約 20 年間で約 18 万

ha 減少している。これは、約 6%の 緑地等が減少したことになる。特に、都心からおよそ

50km の範囲内に相当する近郊整備 地帯及び既成市街地では、同じ期間に約 7 万 ha(約

15%)の緑地 等の面積が減少し ている。」 (首都圏の自 然環境の減少 -国土交 通省、 

http://www.mlit.go.jp/hakusyo/syutoken_hakusyo/h15/images/h15syutoken_003.pdf#sea

rch=%27 都市化による自然の減少+グラフ%27、アクセス日 2017/05/28 )とある。都市化は、

必然的に自然破壊を引き起こす原因となっているのである。 

もう 1 つは、良い面と悪い面とが介在しているからである。悪い面は 1 つ目に挙げた通

り、自然破壊や農作物の現象を引き起こすことである。良い点というのは、都市がより高
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度な機能を持つ都市へと変化するということである。農村では、今までより便利になるこ

とが増える。例えば、交通手段の増加である。都市では、よりハイテクになる。このよう

にそれぞれのレベルが 1 段階以上も上がることもある。社会的課題といえば、悪い面しか

捉えられないことがほとんどである。だからこそ、私は課題がありながらも良い点がある

ということに強い印象を抱いている。 

都市化現象を解決するために必要であることは、人口問題をはじめ、地域事情の問題、

社会問題という多くの研究分野からアプローチをすることである。研究の中で行うべきこ

とを具体的に言うならば、都市と地方の格差の解消、人口爆発の抑制、都市への人口流入

の制限、就業機会の確保である。この例にも挙げた通り、都市化現象は、単に特定の 1 つ

の問題を解決することで解消されるものではない。それほど、都市化現象と言うものは多

くの問題が細かく複雑に混じり合っている。しかし、一人でいくつもの研究分野を持つこ

とは不可能である。だからこそ、幅広い多くの研究者の情報発信が必要不可欠である。都

市化現象を解決するための第一歩として社会にいる人々の関心を得ることが大切である。 

 

 

今回の授業中に出てきた過疎と過密問題。技術的進歩の差などによって生じてしまう。

もちろん避けがたい問題であるからこそもんだいになっている。田舎では特に自然の良さ

を体験できるが、それでも人間は便利な方を選んでしまわざるを得ない。便利な世の中と

はいえ、窮屈さも目立つばかりである。 

 

 

私が最も関心を抱いている地域課題は、阿波踊りの在り方についてだ。先日、SNS で今

年度の阿波踊りが中止の危機にさらされているという文面を目にした。徳島といえば「阿

波踊り」と言われ、海外でも人気を集め、観光客もたくさん来るほど有名であるものが、

なぜ中止の危機に瀕しているのか興味を持った。 

小学校のころから学校の授業で何かと阿波踊りについて調べることが多かった。その中

で大きな問題となっているのは、宿泊施設の不足とごみ問題だ。毎年 4 日間の開催で約 135

万人もの来場者が集う。全国各地、または海外からの来場者は勿論宿泊する必要がある。

しかし、徳島県の宿泊施設の客室数は全国 45 位である。これより、圧倒的に客室数が不足

していることが分かる。現在、徳島県では新たに宿泊施設を建てようとする策がとられて

いるが、私は新しく宿泊施設を建てたとしても、それらが利用されるのは阿波踊り前後の

短期間のみになってしまうのではないかと考える。そこで、県全体で世界に自慢できるも

のを考え、それらを押し出していくといったアプローチをする必要があると考える。例え

ば、藍染め体験や三好市でのラフティング体験など、徳島でしかできないようなものを国

内または海外に Twitter や YouTube 等で発信し、徳島に来てもらえれば、利益は得られる

だろう。 
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次にごみ問題について。毎年、阿波踊りに行くとそこら中にごみが捨てられているのが

目に付く。また、ごみ箱が小さく、数も少ないため、常にごみが溢れている。この問題を

解決するためには、まずはごみ箱の数を増やして何メートルかおきに設置すること 

が必要であると考える。さらにごみを回収するボランティアを増員することができれば

よりごみ問題は解決に近づくと思われる。 

こういった問題を少しずつ解決し、また改善していくことで年ごとに阿波踊りというも

のが良くなっていくとわたしは考える。更なる徳島の発展のために微力ではあるが、力を

貸していきたい。 

 

 

私が最も関心を抱いているのは、日本における、都市の過密化と地方の過疎化の問題で

ある。 

都市の過密化では特に、東京都の過密化が問題であると考える。総務省統計局の統計デ

ータから、都道府県別に人口を見てみると、東京都の人口は 13,515000 人と多く、それに

次ぐ神奈川県は 9,126000 人、大阪府は 8,839000 人である。しかし、同じく総務省統計局

の統計データの都道府県別昼間人口を見ると、東京都が 15,956000 人、次いで大阪府が

9,234000 人、そして神奈川県が 8,315000 人と、人口の差が大きくなっていることがわか

る(総務省統計局ホームページ、http://www.stat.go.jp/data/nihon/02.htm、2017/05/28 ア

クセス)。 

人口が東京都に集中する原因の一つとして、主な行政機関や裁判所など、重要な機関が

東京都にあることが言えるだろう。高校の地理の教科書に、日本の行政機関や裁判所など

の位置を表した地図と、同じようにドイツの地図が対比して載せられていた。ドイツの地

図では様々な機関がある程度散らばって置かれているのに対して、日本の地図ではほとん

どが東京都に集められて位置していた。この図を初めて見たとき、日本とドイツの大きな

違いと東京都への集中に驚いたため、とても強く印象に残っている。このように東京都だ

けに重要な機関が集中して置かれていれば、もし東京都が災害の被害にあったり、最近各

地で頻発しているテロなどで被害にあうことがあれば、日本はかなりのダメージを受ける

のではないだろうか。 

そこで、今すでにある機関を移動させることは難しいが、これから何か日本にとって重

要な機関を作るときは、東京都から離れた位置に建設するということが都市の過密化を防

ぐ第一歩になるのではないかと考える。交通機関の発達によって、移動時間もそこまで大

きな弊害にはならないだろう。こうすることによって、都市の過密化を防ぐと同時に、地

方の過疎化の緩和にも繋がる。 

また、地方の過疎化を緩和する対策としては、観光学の視点から都市からの人口流入を

図ることや、地理学の視点からその土地を最大限活用する方法を考えることなどがあげら

れる。 
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東京、名古屋などの大都市圏への人口、産業の過度の集中について、とても関心がある。

なぜなら、この「一極集中」といわれる問題には、それに伴って発生する課題が非常に多

いからだ。裏を返せばこれを解決すれば多くの問題を解決することができると考えている。

しかし、一極集中は多数のデメリットとともに多数のメリットも抱えているため、そのメ

リットを簡単に手放すようなことはできないだろう。新たな問題が発生したり、過去の問

題を掘り返してしまう可能性もある。こうした理由もあって大都市への一極集中は止まる

気配がないが、その一方でやはり地方の産業は衰退し、格差は広がり、都市部では待機児

童問題も深刻化しているのは無視できない。 

一連の問題を解消するためには、産業の担い手である企業が地方へ移転することが必須

である。企業が地方で雇用を生み出すことにより大都市の人口が地方へ流れる。人口の調

整以外にも、地方自治体の税収を安定させる面でも大いに効果が期待できるだろう。それ

を実現するためには、地方の都道府県や市町村の詳細な気候、風土、住民の趣向などのデ

ータを企業に提供していくことが必要である。産業というものは気候に左右される面が大

きい。気候以外にも交通や地形も重要な場合が多く、現在でも工場のみを地方に置く企業

は存在する。しかし、本社ごと移転してもらう為にはそれだけでは不十分だ。もし移転し

たら当然地元の住民も雇用するし、小売店なら住民の趣向こそが最も大切になってくる。

そこで所謂「県民性」の研究が求められる。現在最も県民性関わるデータを持っているの

はおそらく店舗数が多いコンビニエンスストア各社だが、それだけでは好みしかわからな

い。労働力という観点では、住民の得手、不得手も重要になってくる。どこの地域がどう

いった環境にあるのか。どこの地域の住人が何が得意な傾向にあるのか。その結果からど

こにどんな産業が進出すれば良いのか。「県民性」の研究によって、強制力ではなくメリッ

トを提示することで一極集中を解消できるのではないだろうか。 

 

 

私は社会問題の中でも地方の人口減少について最も関心を抱いている。私がなぜこの問

題に関心があるかというと自分にとって一番身近な社会問題というイメージがあるからだ。

私の地元でも数年前から人口減少の問題が深刻でニュースや新聞で頻繁に取り上げられて

いた。子供の人口減少による学校の学級数の減少や統合もいくつかされていて、私の通っ

ていた高校も私たちの代から 1 クラス減ったので自分にとって人口減少の問題は身近な問

題に感じていた。 

地方の人口減少を解決するには社会科学や自然科学の観点から二つのアプローチの仕方

ができると考える。まず一つ目は、若者の都市への流出を防ぐことだ。若者が都市に出る

理由は大学進学など様々な理由があるが、その中でも就職が地方の人口減少に強く関わっ

ていると考える。そう考える理由は都会で就職した人たちはそのまま都会で結婚や出産を
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してますます都市に人口が集中すると考えるからだ。若者が地方で就職しようと思わない

理由に地方では自分のしたい仕事がないとか、地方には仕事がないというイメージがある

ということが多い。このようなマイナスのイメージをなくすためには地方ならではの職の

魅力や地方で働くことのメリットをアピールしたり、求人の情報をより多くの人に流し、

地方にも仕事はたくさんあるということを若者に意識させることが必要だ。若者に正確な

情報を知ってもらうことで都市への人口流出の拡大を減らすことができると思う。二つ目

は少子化対策をすることだ。そもそも人口が増えなければ地方も都市も人口減少は進行し

ていくため人口減少について考えるときは少子化についても考える必要があると思う。少

子化が進む原因の一つに子供を育てづらい社会だということがある。そのため、児童手当

を増額するなど子供を育てやすい環境を作ったり、女性が職場復帰しやすい職場作りを積

極的にしたりすれば女性の子供を育てることへの不安が取り除かれて、少子化の進行を止

めることができると思う。 

私は地方の人口減少に対してこの二つのアプローチが効果的だと考えた。若者の地方に

対する意識を変えることは難しいことだが、少しでも変えることができれば大きく人口減

少の問題に対処できると思う。 

 

 

1)私がもっとも関心を抱いている地域問題は、過疎である。理由は主に二つある。一つ目

には私が住んでいる徳島が過疎化の進む地域の一つとしてよく取沙汰され、過疎というも

のを身近に感じていたからというのがある。先生がおっしゃっていたように過疎は昔から

言われていて、小さい頃から直接は言われないながらも人(特に若い人)があまりいないのだ

ということを、ぼんやりとではあるが感じ取っていたのである。二つ目には過疎化が進ん

でいるのは徳島だけでなく日本の各地で進んでおり、それに対して講じられる策にも興味

を持っているから、というものだ。例えば徳島で言えば勝浦の「葉っぱビジネス」、神山の

「神山プロジェクト」が特に有名だろう。前者は映画にもなり、私も視聴したことがある。

後者は本になっていたり時々ニュースで見かけたりしていたので印象に残った。 

2)例えば勝浦ではもうすでに徳島大学と上勝町が行なっている事業で上勝学舎(徳島大学

地域創生センター「上勝学舎」より)のようにその地域に密着するような形で研究するのが

いいと考える。なぜなら過疎化を解決しようとするときにデータだけを見ていても、実際

に自信がその地域の人などと交流しなければわからないこともあるからだ。そしてその交

流を積み重ねていき地域住民とある程度親しくなれば、地域住民も徐々に本音をいってく

れるようになるだろう。しかし地域住民に入れ込みすぎると、かえって見えなくなる部分

が必ずでてきてしまう。そうなってしまうと問題解決の過程で必要不可欠である討論ある

いは会議が有意義な者ではなくなってしまう。そうならないためには、討論・会議の際に

は一歩引いた視点から冷静な判断が下せるようにしておかなければならないのである。そ

うして、よそ者と地域住民が手を取り合って問題解決のために力を尽くすことができるよ
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うになることで研究も充実したものになっていくのである。以上の理由から地域密着型の

アプローチが有効である。 

参考文献:徳島大学地域創生センター「上勝学舎」、 

http://www.tokushima-u.ac.jp/cr/kamikatsu/、2017/05/28 アクセス 

 

 

私が最も興味を持っている社会的課題は、大都市一極集中問題だ。なぜならば、私が徳

島などの大都市以外の地域を見て感じるのは、若者たちの徳島から都会への移住により、

衰退してきていることが目に見えてわかるからだ。例えば、徳島駅前では以前経営してい

た店がなくなり、それにより買い物をしにきている人も少なくなってきている。SOGO な

どのデパートでは、若者より高齢者を多く見かける。徳島では、新しく徳島イオンモール

がつくられたが、今はそれにより栄えても、数年後も同じように栄えていられるのだろう

か。 

こういった地域衰退の問題は、大都市一極集中問題の大きな原因であるといえる。それ

ぞれの地域が活性化し、魅力的になれば、大都市だけでなく地域にも人々が集まってくる

と考えるからだ。そうなれば、大都市に人口が集中することもないだろう。私は地域を活

性化させるためには、ただ新しいもの(デパートなど)を大都市のように取り入れるだけでは

意味がないと考えている。古くから続いてきたものをこれからも続いていくようにするこ

とが大切であり、新しいものを取り入れていくだけでは長続きしない。新しいものを取り

入れることも大切だが、その地域特有の特徴を活かし、人々が興味を持ち、訪れにくるよ

うなアイデアが必要だ。まず、地域を活性化させるためには教育の分野であったり、その

地域の自然や特産の分野などでも可能だ。私は総合科学部の地域創生コースではこれらの

分野をより研究できると考えている。地域のさまざまな分野のことを幅広い視点で研究で

きるからだ。一つのことではなく、幅広い視点で多くのことを学び、研究できるところが

良い特徴だと考える。教育の分野では、授業の中に生徒がその地域について学べ、興味を

もてるような内容を入れるための教育と地域両方の研究、その地域の自然や特産の分野で

は、地域の特徴や利点をどのように宣伝すれば他地域の人々に興味を持ってもらえるかに

ついての研究をする。特に自然や特産についての研究では、その地域の特有を現代の人々

の興味を元に、地域の特有を失くしてしまうのではなく、改良していく方法や、地域の現

状を把握し、社会に発信していくための方法を研究すればよい。 

 

 

私が今最も関心を抱いている社会的な課題は、地方などでよくみられる買い物難民の問

題についてである。近年高齢者による自動車の事故が多発しており、それに伴い免許を返

納する高齢者が増えてきている。そうすると、山間部などの交通機関が発達していない地

域の高齢者は、移動手段が徒歩と自転車のみといったふうに限られてしまっている人も少
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なくないのが現状である。しかし、最近はスーパーなどのお店が大型ショッピングモール

の出店により経営が厳しくなり閉店を余儀なくされるケースが多くあり、高齢者の行動が

可能な範囲に食材や日用品を買うことのできるお店が無く生活に支障が出ている人がたく

さんいる。私がこの問題が気になっているのは、現在日本では高齢化の進行が深刻な問題

となっているが今後もこの傾向が続いていくことが予想されているので、地方を中心に買

い物難民の問題も深刻さを増していくと思うので早期に解決すべき問題だと考えるからで

ある。 

この問題を解決するためには、まず地域創生の観点から都会に比べて劣っている地方の

活性化をすべきだと考える。例えば、コミュニティバスを走らせたり、既存のバスの便を

増やすなど交通機関の充実を図ることで郊外にあるお店にも買い物に行くことができるよ

うになり買い物難民の負担が軽減されるだろう。また、移動車による販売では車に積める

食材などの量も限られているし毎日は販売に行くことができないため必要なものを必要な

時に手に入れることが難しい。そこで、インターネットが発達している現在だからこそ買

い物が困難な人が家でインターネットを使って商品を頼んで宅配してもらうというような、

家にいるだけで必要なものを届けてもらえるシステムがあると誰もが不自由なく買い物を

することができるのではないかと考える。この問題を地方の人だけの問題とせず、日本全

体の問題として捉え、誰もが不自由なく買い物をできる平等な社会になるよう解決策を考

えていきたい。 

今回の授業では様々な人口問題について学んだが、私はエネルギーの枯渇が重要な問題

となってくると思う。なぜなら人間はたくさんのエネルギーを必要とするが、世界の人口

は増加の一途をたどっておりこのままのペースでエネルギーを使っていくと足りなくなっ

てしまうからである。そうならないためにも移動距離が短いときは車を使わず歩くなど一

人一人が自分にできる範囲で行動をすることが大切である。 

 

 

(1)徳島県の人口減少に関心を持っている。私は徳島県出身で小学校に通っていた時から、

子供の数が減っていくことを実感していた。そして、小学校などの学校が合併と閉鎖をし

ているのも身近であった。そのため、徳島県の人口減少をストップする方法を考えたい。 

(2)徳島で人口が減る原因の一つは雇用先が少ないことである。徳島市企画政策課の平成

27 年度のデータでは、大学卒業や就職に伴い転出超過が増加傾向にあるとあった。雇用を

増やすということがこれを防ぐことが出来るだろう。しかし、雇用を増やすことだけでな

く、子供を産みやすく育てやすい環境づくりも視野に入れなければならない。徳島県は医

師数が多く、保育所などの待機児童数は少ない。財政のことになるが、診察費を学生の間

は安くすることや、子ども手当のような補助金を出すことで、徳島に移住する人を確保で

きる。徳島県に住む人たちに徳島がどのようになれば住みたいと思わせられるかというア

ンケートをとってみることも大事だろう。 
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また、若者が興味を持つものが少ないことも理由と考えられる。徳島の都会に憧れる若

者は多い。そのような若者は徳島の良さを知らないから都会に憧れるのだと考える。藍染

や人形浄瑠璃などの伝統の文化は衰退している。若年層の文化の担い手がいないためであ

る。私たちは興味を持つ以前に知らないことが多すぎる。だから、地元を知る授業を実験

的に行ってみることことを提案する。なぜなら、私自身大学での""徳島を知る""という講義

で初めて知ったことの方が多かった。マルシェなどの地域の良さを広められるイベントを

見に行くことを学校で取り入れるのも良いだろう。キャリアプランでの課題で県外生も徳

島マルシェを知ることが出来た。 

データをとり、集計して結果を吟味しこれからに反映させていくという方法も効果的で

ある。例えば、将来都会に住みたいかどうか、なぜ住みたいか、何があれば徳島にいよう

と思うかなどの意見を集め政策として取り入れる。 

(3)まとめ 

私たちが地域を知ることが大事である。地域を研究することで良いところや改善点が見

えてくるからだ。知らなければ何も出来ない。また、他の地域で取り入れられている問題

の解決方法を参考にするなどのアプローチも良い。成功している地域を真似たら良い結果

が得られる可能性があるからだ。 

 

 

(1)私が最も関心を抱いている地域課題は、地方から都市部への人口流出が著しく、地方

の過疎化が起こっているという問題である。なぜなら、私の住む徳島県でも急速な過疎化

が進んでいて、とても身近な問題であるからだ。実際高校の同級生もたくさん県外の大学

に進学した。このような若者の流出がいちばんの原因であると考える。だから、この問題

を若者が真剣に考えていかなければならないと思った。また、私は地域創生に興味があり、

徳島の地域活性のためにはどうすれば良いのかを考えたいと思っているからだ。 

(2)このような問題を解決するためには、地域の方と連携して地域の魅力を引き出してい

くことが有効的だと考える。積極的にフィールドワークを行い地元の方とコミュニケーシ

ョンをとることで、地域の特色を肌で感じることができ、その地域の魅力を引き出すため

には何が必要なのかがわかるようになると考えるからだ。有名な上勝町の葉っぱ産業“い

ろどり”が良い例である。初めは何を言っても「どうせ意味ないだろう。」と受け入れても

らえなかったが、毎日諦めず地元の方とコミュニケーションをとり、地域の特色を考えな

がら地元の方に寄り添って考えることで、つまものにたどり着き、上勝町の経済を回復さ

せることができた。また、徳島マルシェも良い方法だと考える。地元の特産品を使い地元

の方に振る舞うことで、徳島の良さを再発見してもらうことができる良いきっかけになる

からだ。そして、実際に発信していく力も必要になると考える。徳島のものを使ったビジ

ネスプランを考えて、それを発表する機会を設けることでいい刺激を受け、実際に成功す

るビジネスが出てくるかもしれない。それを学生に向けて発信することで、地元の良さを
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わかってもらえる機会にもなる。このようにして、県外から人を呼び込むだけでなく、徳

島県から出たくないと思わせるような地域づくりを心がけていくことで、少しでも過疎化

がおさえられると考える。 

 

 

私が最も関心を抱いている地域課題は過疎地域の学校についてだ。なぜなら、私は将来

教育関係の道に進むことを考えているからだ。また子供というのは社会や地域を作ってい

く中で次の時代を担う者たちであり、教育現場というものはそれらの子供たちを創造して

いくところであるため、教育・教育現場を考えることは社会を考える上でもとても重要な

ことだからだ。今、日本は少子高齢化社会人で、子供の不足により過疎地域の学校は廃校

や合併といった状況に追い込まれている。実際、私の母校の小学校と中学校も生徒不足で

近くの学校と合併する。このとき、問題になるのは遠くの生徒はどのように学校に通うか、

また合併してもなお人数が少ない場合学年の異なった生徒が同時に勉強する必要があるた

めどのような教育方法をとるかという問題がある。学校の通い方としては、スクールバス

を出すという手があるがその費用はどうするのか、個人の家を回っていくのかという問題

である。また、学年が違うと勉強する内容は異なるので一つの教室でするときにどのよう

な教え方をするか、また体育などの授業での生徒の体格差はどうするのかという問題であ

る。 

これらの問題を解決するためにも、教育についてはもちろん地域や法律、国際的な考え

方についても学ぶ必要がある。なぜなら、教育は地域の協力が必要であるからだ。学校行

事などのイベントは地域の人の協力・同意があって成り立つものである。そして、教育か

ら地域が、地域から教育が変わっていくので地域創成について学ぶことは重要である。ま

た、学校の制度を変えていくためには法律を知ることも必要である。何かを変えようとす

る時に、法律を知らずに行動し最終的に法律や条例に違反していることになるので結局何

も出来ないとなっては、それまでの行動が無駄になる。そして、国際的な考え方や他の国

の事を学ぶことで、日本と同じような境遇の国はないか、そしてもしあるとしたらその国

はどのように対処しているのか、などと比べることができ、より効率的で効果的な問題解

決にあたることができる。 

このように、何かの問題を解決しようとするときその専門分野だけ学んでいてもいけな

い。複数の分野からアプローチをかけ、全体を見通しながら問題解決に当たっていくこと

が重要である。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題・地域課題として、中心都市から人口が流出し

て郊外の人口が増加するドーナツ化現象がある。なぜなら、私自身が徳島駅周辺に出かけ

た時に、県の中心部とは思えないほど商店街が衰退し、閉店している店が多く存在するの
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を目の当たりにしたからだ。昔は賑わっていたと考えられる商店街はシャッター街と化し、

建物もかなり老朽化していることが分かる。また、人の通りも少なく、高齢者が多いこと

が目につく。だが一方、徳島市に隣接する郊外の町は、現在、大型ショッピングセンター

の進出が相次ぎ、徳島県でも数少ない人口増加の町となっている。 

こうした課題を究明解決するためには、1 つ目に私は商店街の空き店舗をなるべく減らす

ことを考える。ここで徳島県を例にとってみる。まず、商店街を通る人や、近隣の住民、

駅を利用する人に、どんな店があれば行きたいか、どんな雰囲気であれば行きたいかアン

ケートをとってみる。そして、得た結果に基づいて特定の分野の起業家を募集してみる。

これを行う際に県や市にも協力を取りつけ、起業を名乗り出た人に通常よりも安く店舗を

貸し出してもらう。そうすれば、起業家にとっては起業しやすくなり、商店街としては空

き店舗が減り、利用者にとっては魅力的な商店街となる。 

2 つ目にアマチュアのエンターテイナー(ダンス・バンドなど)がパフォーマンスを披露で

きるイベントを企画してみてはどうであろうか。特技を披露する場として定着すれば、見

物客が増え、商店街を利用する人も増えることであろう。 

このように空き店舗が減り、利用者が増えれば商店街が活気付き、そうするとそれぞれ

の商店主がさらに良い店づくりを目指していくだろう。この好循環が起こると地域の利便

性が向上し、その地域に住みたい人も増え、実際に移り住む人も出てくるかもしれない。

今考えた 2 つのアプローチの仕方もドーナツ化現象を解決するきっかけとしては有効なの

ではないだろうか。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は、過疎地域の増加である。その理由としては、

どんな少人数でも「ここに住んで生活したい」と思う人がいれば、それだけでその意見は

無視できないと思うからだ。非常に感情的な理由ではある。しかし、そんな人がいなくな

らない限りは、過疎地域を守る案を考え続けていかなければならないと思う。エピソード

もひとつ加える。私の祖父母は鳴門に住んでいて、たまに訪ねることがある。その時にシ

ャッター街をよく見るのだ。ふと思い返してみると、一昔前はもっと賑わっている様子で

あったから、寂しい。こうしたことから、関心も抱くし解決するにはどうすればいいか、

とも考えることが多い。根拠も挙げておきたい。都市部ばかりが発展し、村などの過疎化

が進み続けていくとどうなるか。日本の農業は、都市部よりも農村地帯でさかんに行われ

ている。その農村地帯に住まう人が減ると、当然農業をする人の数も減少の一途だろう。

そうなると日本全体の農産物供給にも影響が出始めてくる。また、田畑以外の土地も手入

れをする人がいなくなり、荒れ果てていく。それも放置したままだと、広範囲の環境に悪

影響をもたらすだろう。これらが理由・根拠である。 

では、このような課題を究明・解決するにはどうしたらよいか。私は、労働環境の改善

をどう図るか、という研究アプローチをすべきだと考えている。理由・根拠としては、人
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が長期的にある場に住まおうと思ったら、職を手に付けることが必須条件となる。何かの

お祭りやイベントなどで人が集まったとしても、根本的な人口減少の解決にはならない。

だから労働環境の改善をして、雇用不足の解決をすることが一番手っ取り早い方法だと私

は考える。具体的にどのようなアプローチをすることが有効かと考えると、完全に新しい

産業を生み出すのは非常に困難だ。第六次産業の存在を知る人は過疎地域には少ないと見

受けられる。村民の人たちに広く認識してもらい、うまく展開していってもらえないかと

思うのだが、どうだろうか。 

 

◎ 

「日本三大秘境」と言われる三好市西祖谷山村。その道路事情の不便さから「秘境」と

呼ばれているが、現在ではその「秘境」という特徴を生かし観光地として日本国内のみな

らず多くの外国人観光客も祖谷を訪れている。だが、その観光地としての人気が高い祖谷

ではあるが、抱える問題も多い。 

私の父方の祖母は西祖谷山村有瀬に住んでいる。そのため連休などがあると私も里帰り

として、毎年西祖谷の祖母の家へと帰省している。徳島市内からだと車で約 2 時間半、ど

んどん山の奥へと進んでいくと風景も空気も変わっていく。祖母の家では普段とは違った、

ゆったりとした時間の流れ方を感じることが出来る。 

三好市には、有名な観光名所でもある「かずら橋」や、最近では外国人観光客も非常に

多い「ラフティング」などの恵まれた豊かな自然を活かした「祖谷にしかない」観光が栄

えている。帰省の際には、観光に来ている多くの県外ナンバーの車や、外国人をよく見か

ける。だが、考えてみると私は観光客ではない、西祖谷に住む「地域の人間」をあまり見

かけたことがない。そこからは、祖谷が抱える一番大きな課題である「人工の減少」の現

実が垣間見える。「平成 12 年から 17 年(西祖谷山村・東祖谷山村が三好市へ合併時)にかけ

ての、祖谷地域の市町村別人口減少率は全国 8 位の 16.4%、人口は 685 人減で 3,533 人へ」

(祖谷の暮らし 2、459magazine.jp、稲盛将彦、2019 年 5 月 28 日)と推移している。そして、

祖谷が抱える問題は人口の減少だけではない。極度の少子高齢化と交通の不便さ、集落の

維持など、祖谷の将来のことを考える上で問題点は多い。私の祖母が住んでいる有瀬の集

落では、買い物に行くにも救急車を呼ぶにも少なくとも約 40 分はかかる。目の前に違う集

落が見えていても、実際にそこへ行くには 30 分はかかってしまう。祖谷という地域を活性

化させようと活動している人たちも多くいるが、このような環境の中では地域活動や情報

発信の方法が統一することができない。それぞれが単体で動いていても地域全体を動かす

のは難しい。観光地として盛り上がりを見せる祖谷で、その地を支え、その地の良さを一

番よく知る「地域の人間」が減り、限界集落化している今の状況はその「祖谷の良さ」を

伝承していく上で重大な危機である。高齢化が激しく進む祖谷において、「祖谷に住む人」

がいなくなってしまえば、それではいくら観光業に力を入れて外から人を呼び込んだとし

ても元も子もなくなってしまう。 
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有瀬集落では、かつては生徒が 100 人もいたものの廃校となってしまった有瀬小学校を

「楽校の宿あるせ」として生活改善グループの「有瀬つくし会」が蘇らした。そこでは実

際にラフティングや祖谷の伝統文化である蕎麦打ち、岩豆腐や田舎こんにゃく、団子作り

などの体験ができる。「時代の波には逆らえず、どんどん若い人たちや子供たちが山からい

なくなり、やがて学校も廃校になり、村中に絶望感が漂い始めました。このままでは集落

が消滅するのでは...『いかん』『なんとかせないかん』そんな声が村の中から聞こえ始め、

『有瀬集落』は動き始めました。」(楽校の宿あるせ公式ホームページ、aruse-inn.com)。有

瀬集落は、自分たちの集落の現状と将来を考え自分たちで動きだした。祖谷全体でも方向

性を同じくして地域全体の問題に取り組む必要がある。「祖谷にしかない」ものを祖谷の人

たち自身も守っていく重要性が迫られている。 

 

◎ 

自分が最も関心を抱いている問題は地方の過疎化です。労働者や若者が都心に一極集中

することで、地方に様々な問題をもたらすことになります。例えば、人口の流出によって

地方の納税者の減少、高齢者を支える若者の不足、農家や漁業の後継がいないなど。若者

の都市への移動を食い止めようとしたとしても、納税の減少によって財源が厳しく、政策

を打ち出しても金銭的に実行出来ず、高齢者に対する若者の割合がとても少なく、少数の

若者への負担が莫大なものとなり、更に若者の都市への流出が促される。活気がなくなっ

た街に住み続けたいと思う若者はごく少数だろう。消滅可能性都市に選ばれたところは圧

倒的に地方が多い。消滅可能性都市の選考基準は 20〜39 歳の女性の数が 2010〜2040 年に

かけて 5 割以下に減る自治体である。このことからも、地方の過疎化を食い止める第一歩

として、女性の社会進出が進む中、女性の都市への流出をいかに食い止めるかも重要なポ

イントとなる。過疎化を食い止めるためには若者が住む所に何を求めているのか、女性が

住みやすい街とはどのような街なのかをしっかりと把握することが必要である。私は過疎

化が進む地域に住んでいたので、高校生の時に「ここに住むと都心に比べて家賃や物価が

安い、通勤が比較的楽である」などという話を聞いたことが数回ある。しかし、聞き終わ

った後に生徒達の間で飛び交う声はシビアなもので、いくら家賃や物価が安かったとして

も、こんな田舎の何も無いところに一生は住みたく無いという声が多数だった。このこと

から、若者が街に求めているものが把握しきれていないことがわかる。これは私の地元に

よらず地方で起こっていることである。若者が流出することによって、就職先、店、学校、

習い事などの選択肢が減る。女性は将来結婚して子供を産んだとしても、自分の子供に狭

い選択肢しか与えることが出来ない地域で子育ては望まない。それに女性の社会進出で女

性も職を求めて女性も都心に流出してしまう。地方と都心の違いで、地方の現在あるいい

点をいくら伝えた所で労働者、若者、女性の流出は止められない。地方を支える、これか

ら支えていく人々が望んでいる都心のいい点を地方に取り入れることによって、初めて若

者は地方に残ることを考え、残ることで地方の財政も安定し、地方のための次に繋がる政
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策が施せるのである。しかし、地方には財力が都心に比べ乏しいので、国をあげて地方の

活性化をもっと取り組んでいくことが必要である。 

 

 

私が今興味を持っているのは、地域の過疎化です。なぜなら日本の地方で、いま一番問

題視されていることだからです。人が少なくなれば、その地方は活気がなくなり人がよそ

へ移住し、子供の数も減り、その場所が存続不可能になるからです。 

この問題を解決するのに必要な研究分野は教育だと思います。なぜなら、大人はもう固

定観念をもってして物事を判断してしまうからです。それに対して、子供はまだ固定観念

を植え付けられていない時に柔軟な考え方を身に着けることができたら、地方に対する考

え方も変わり、たとえ都市に勉強や仕事のために出ていったとしても年を取って地元に帰

ってくる人を増やせると思う。その例として、宮崎県の村では地域が一体となって子供の

教育に力を入れていて、学校の先生だけでなく地域の人たちも児童の先生となっている。

最近は先生たちが職務の多さに苦労しているという話を聞いたことがあるが、その地域で

は先生たちが多くの職務を負担するのではなく地域の人たちが子供たちの相談役になって

質問を聞いてあげることをしている。だから先生たちのストレスも減り子供たちは地域の

人たちと子供たちはつながりを作ることができる。これによって、地域の活性化が促され

る。それと、私が考えるのは大人と子供という関係ではなく、高校生や大学生が地域のつ

ながりの中に入って距離を縮めるといったことをすべきだと思います。子供から見てみる

と大人は偉大で近づきづらい。だからそこに、大学生や高校生といったミニ大人を挟むこ

とができれば子供たちも少し気軽に交流することができるはずだ。今回の、授業を聞いて

おもったことは日本では社会で少子高齢化が進んでいくに連れて、日本では様々な社会問

題があり、それを解決していくには簡単ではない。だからこそ今までとは違った視点で物

事を見ていく力をつけなければならないと授業を聞いて強く思った。これからたくさん本

を読んで、いろんな観点を身に着けたいと思う。 

 

◎ 

私が最も興味を抱いている地域課題は地域で進む過疎化を食い止めなければならないと

いう課題だ。そう考える理由はこの問題が解決できるか否かが地方の未来に大きな影響を

与えていくと感じるからだ。 

 過疎化が進む大きな原因として、地方には働き口が少ないという理由がある。そのため

都市に若者が流出し、地方では過疎化や高齢化が進むという現状がある。 

確かに地方には大企業などの働き口は少ないように感じる。また、地方に大企業の誘致

などを行うと、環境の破壊したり、町の景観を壊す可能性が生まれてくる。しかし、地方

には地方の魅力を活かした素晴らしい仕事があるのも事実である。 

 その例として、徳島県上勝町での「葉っぱビジネス」が挙げられる。これは、料理の飾
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りに使われるつまものを商品化するというものだ。全国的に無名の田舎町であった上勝町

に、現在では全国各地、また海外からも観光客が来る。こういった成功例に続くためには、

地域に密着したフィールドワークが重要だと考える。地元の人にとっては当たり前のこと

でも、他の町や他の県の人にすると不思議であったり、魅力を感じるということは多々あ

る。そういったことをフィールドワークを通じて見つけていくことが有効である。そして、

フィールドワークを通じて見つけた魅力を商品化したり、PR して観光業に繋げていけば、

地方が活気付いていくと考える。 

 最近では、鳴門でレンコンをブランド化する「コウノトリブランド」という新たな取り

組み案がある。これは、小魚やカエルなどコウノトリの餌となる生き物が多く、且つ、コ

ウノトリを配慮して化学肥料の少ない農薬を使用していることをアピールし、ブランド化

を図るというものである。現段階では取り組み案ではあるが、鳴門にコウノトリの雛が生

まれたことと名産品であるレンコンが PR できるという 2 つの良さがある。このコウノトリ

ブランドのような取り組みを増やせば、上記したような問題の解決に繋がると考えられる。 

 

◎ 

私が最も関心を抱いている地域課題は、地方の過疎化である。地方の過疎化と一言に言

っても様々な問題がある。地域の過疎化の原因には若者の都市部への流出が挙げられる。

都市部の方が仕事も多く産業が発達しているので若者は利益を求めて都市部へ稼ぎに出る。

地域の過疎化により、地域産業の後継者不足が課題となっている。私の祖父は漁業をして

いるが、後継者がいないため祖父が仕事ができなくなると一家の漁業は衰退してしまうだ

ろう。また、日本では約 10 年前に過疎化の進行により市町村合併が行われた。そのように

地域の大きさが広くなり構成が変化していくことで、地域間のコミュニティの薄れが問題

として浮き上がってくる。実際に私の地元もその時の市町村合併で隣の市と 2 つの町と合

併された。合併されたことで感じたことは権力の中心が大きな市へ移動し、私が住んでい

た小さい町は存在感が薄れていったということだ。例えばバスなどの公共交通機関の運行

量の減少や町内会の解体などが挙げられる。実際にこのような体験をしたからこの課題に

最も関心を持っている。 

このような課題を解決するためには、まず地域間のコミュニティを強化していく必要が

ある。なぜなら、コミュニティを強化することで地域に対する愛着が湧く。そうすること

で地元に貢献していこうと考える人が増えるからである。特に私は地域の人々の健康づく

りをテーマとして地域の人々に一つの場に集まってもらい、そこで健康づくりとして一緒

に体を動かすことで繋がりを強くしていくというコミュニティの形成の仕方を推奨する。

なぜならスポーツはストレス解消法の 1 つであるし、地域の人が健康になることで地域が

さらに活気溢れるものになるからだ。だから、大学の研究として健康づくり、コーチング

などの研究分野が有効である。そしてゼミなどで実際に地域に出向いていってその地域の

方に集まってもらい、運動指導をしてそれを通してコミュニティの強化を図っていくよう
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なアプローチをすることが大切だ。 

 

◎ 

私が最も関心を抱いている社会的課題は過疎化です。またそれによる耕作放棄地や空き

家の問題です。理由としては私の実家がある地域では今まさにその課題に直面しておりな

んとか解決しようと取り組んでいるからです。またこの問題に直面している自治体は多く、

今でも様々な方法がとられていますがその方法に問題があるなどうまくいっていない部分

が多いからです。 

この課題を究明・解決していくには社会学と心理学の分野からアプローチをかけていく

のが有効だと考える。過疎化により空き家や耕作放棄地が増えるのは若者がいなくなるの

とお年寄りが亡くなっていくからである。お年寄りがなくなるのはしょうがない。そこで

若者がいなくなることについて考えてみる。多くの若者が地元を離れる理由は都会の最先

端のカルチャーに触れていたい、自分も流行に乗りたいというような気持ちからであろう。

最近ではインスタグラムやツイッターなどの SNS がその気持ちに拍車をかけている。理想

の自分を発信して自己顕示欲を満たす、他人と比較し自分の優劣を決めるという行為にと

らわれている若者が多いことにより地方を離れる若者が多いのだろう。社会学の研究でこ

の若者の風潮を調査しそのメカニズムを解明することにより、今私が述べたもの以外にも

情報化社会に入り変化した若者の行動についてわかるようになってくるだろう。その際に

はフィールドワーク活動などを行うのが効果的だろう。その結果をもとに若者が感じる心

理的ストレスを心理学的アプローチで解決していくことができるだろう。その際に若者に

他人の評価にとらわれずに自分の価値観を持つこと、そしてそれを他の人と共有すること

を怖がらないことを意識できるようにさせられれば過疎地域だからと言って偏見を持たず

に自分の意思で来れる人になるだろう。今世間では移住しようということがしきりに騒が

れていて自治体も格安賃貸などを行い、民間企業も空き家を買い取りリフォームして賃貸

するなどのビジネスを展開している。受け入れる側の体制はどんどん整っているので、こ

こからは受け入れられる側の人へのアプローチが必要となってくる。 

 

 

(1)  私が最も関心を抱いている社会的な課題または地域課題は、地域間格差と地方の

衰退についてである。なぜなら、私はまちづくりに興味があり、将来は地元に戻り、県の

地方公務員として地域の活性化に取り組みたいと考えているからである。この課題には 2

つの意味があり、1 つ目は東京都や大阪府などの大都市圏とその他の地方都市の間における

格差、2 つ目は同一都道府県における県庁所在地とそれ以外の市町村の間の格差である。私

の地元の県は東京や大阪などと比較すると多方面で格差があり、同じ県内においても市町

村間で格差が存在する。そのため、まずは地方衰退が著しい市町村を盛り上げていくこと

で県全体を活性化させ、大都市圏に劣らないようなまちづくりに携わっていきたい。 
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(2)  地域間格差の解決には、多方面からのアプローチが必要である。具体的には、観

光分野と産業分野、福祉分野である。なぜなら、地方衰退の最大の原因は都市部への人口

流出であるため、まずは地方都市へ多くの人を呼び込むことが重要だからである。まず観

光分野については、人口が減少している市町村において最も手短に人々を集めることがで

きる手段である。衰退が著しい地方都市において、その土地にしかない景観や観光スポッ

ト、イベントなどをテレビや雑誌などのメディアを通して全国へ売り出していくことで、

一時的にではあるがその地方に多くの人が集まり、経済的に利益を生み出すことができる。

続いて産業分野において、これは人を呼び込むという手段ではないが、徳島県上勝町の葉

っぱビジネスのようにその土地の気候や風土であるからできる産業を開発することで、そ

の分野において全国シェアの大部分を占めることができ、その結果経済を豊かにすること

ができる。そして、最も重要なのは福祉分野を充実させることによりその土地に定住する

人を増やすことである。具体的には、現代の日本の特徴である少子高齢化や女性労働者の

増加などを踏まえて、介護施設の充実や出産後も働ける職場環境整備、児童養護施設の完

備など高齢者や女性が住みやすいまちづくりをすることである。したがって、地域間格差

の解決には、観光分野・産業分野・福祉分野からの研究が有効である。 

 

 

私が興味を抱いている地域問題は、過疎化である。なぜなら私の出身は島根県であり、

島根県は全国的に見ても人口は少なく、特に私の出身である市は過疎化が著しい。一時期

は同じ市にある鉱山跡が世界遺産に登録されたこともあり、活性化したかのように見えた

時もあった。しかし、わずか 1,2 年で廃れてしまった。それ以外にも、若者の地元離れなど

も過疎化に拍車をかけている。こうした問題を解決するために、私はもっと地元を PR して

いくことが良いのではないかと思う。ありきたりな解決法ではあるが、地元の良さを一番

分かりやすく知ってもらえると思うからだ。例えば、私の地元であれば数年前に「住みた

い田舎ランキング」1 位に選ばれたことがある。島根県全体を PR させてもらえるとするな

らば、その他の良いところとしては、自然は綺麗で、災害が少ないということがあげられ

る。よく、都市部に出て行った地方出身の若者に地元のことを聞くと、「自分の地元は何も

ない。」と言う人がとても多い。もちろん中には地元愛が強い人もいるにはいるが。そうい

う場合は、まずは何か地元の良いところを 1 つでも見つけてみることが良いと思う。それ

が PR するのに強かれ弱かれ良いのだ。どの都道府県にも他にはない良さというのが必ずあ

る。地元に何もないという人は、自分の地元をもっと広く見てみることも大事ではないだ

ろうか。狭い視点からでは良さは見えてこないだろう。広く深くでなくても良いのでは。

広く浅くでも、とにかく地元全体を一度見つめてみる。そうすると今まで見えてこなかっ

た良さが必ず見えてくるはずだ。私も、これまで地元を広く見るということはあまりしな

かった。私も、どちらかといえば徳島に来て地元のことを聞かれると「何もない」と言っ

てきてしまった側だ。この課題で地元のことを見つめなおす良い機会になったと思う。地
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方はなかなが都市部ほどに発展するのは難しいかもしれないが、都市部にはない良さで目

立っていくのも良いことではないだろうか。 

 

 

僕は今もっとも関心を抱いている社会問題は都市の過密化と農村の過疎化の問題です。

僕は兵庫県出身なのですが兵庫県でもその問題は顕著に見られました。なので自分が住ん

でいる町をさらに活性化していくための解決策を見つけたいと思い今回この課題がでたと

きテーマに選びました。神戸や三ノ宮などの都会に比べ僕が住んでいた姫路市周辺の市町

村では若者が減り荒廃した田畑などはよく見られた光景でした。老人ホームなども多く建

てられてきて高齢化が進んでいるなとよく感じていました。徳島大学に入学し徳島県に初

めてやってきてやはり田舎だなと実感することが多いです。徳島出身の友達などに徳島の

ことについていろいろきいてみると大学周辺はまだ栄えている方で徳島市からでればさら

に田舎になっていくと聞きました。そして徳島県は肥満児の割合が高いということを聞い

たときは本当に驚きました。イメージでは森林に囲まれ大自然の中で暮らしているので活

発な元気な子が多いと想像していたのですが現実としてはそうではなく家に引きこもりゲ

ームをしたりして暮らしているのです。なぜそのようなことが起きているのかというと山

に行くと道が険しく危険が伴い川に行くと流される危険があるということで行けないそう

です。このような現実とのギャップに驚きました。そのような田舎ではさらに高齢化が進

み町全体が衰えていっているそうです。ではどうすればそのような状況から脱却し町を発

展させることができるのでしょうか。僕はまずそれを考えたときにおもったことは徳島に

は多くの伝統芸能があり、歴史的な場所もあるのでそれをもっとうまく PR すれば栄えてい

くんじゃないかということです。なので僕がまず過疎化からの脱却のために取り組むとす

ればそこではないかなと考えます。方法さえ間違わなければ全国からの観光客は今まで以

上に増え観光面での収入などが増え徳島県全体として盛り上がっていくのではないかなと

考えます。 

 

 

私が興味を持っている地方課題は、「地域商店街の衰退」だ。徳島でいうと、駅前にある

ポッポ街や東新町の商店街などでも起きている。シャッターが下りている店が多く、新し

い店が入らず何年もそのままの状態になっている。昔はとても活気づいており、週末には

たくさんの人が商店街に来ていた、という映像を見たことがあるが今では平日でも休日で

も時間帯に関係なくほとんど人が居ない。阿波踊りなどのイベントが行われている時には

人がいるが買い物をしている人はほとんど見たことがない。何故、かつては賑わっていた

商店街から店と人が消えたのだろうか。 

ショッピングモールやコンビニエンスストアなど、1 つの店で様々な商品を買うことがで

きる店が増えたことが理由の一つにあると思う。昔ながらの商店街よりも品ぞろえがよく、
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1 つの店だけでほしいものを買いそろえることができる広い店ができればそちらに客は流

れるだろう。新しくできたものには人が良く集まる。週末や連休などになると普段から行

く商店街ではなく少し遠出して大型のショッピングモールなどに行く家族が増えたのだろ

う。 

商店街が衰退した一番大きな原因は、高齢化が進んだことだと思われる。歳をとれば出

歩くことが億劫になる人が増える。商店街は店が並んでおり、長い距離を歩かなければい

けない。近くにコンビニエンスストアでもあればよっぽどの物でもない限り、そちらで済

ます人が多い。若い世代の人ほど商店街ではなく、品ぞろえがよく流行りの物があるショ

ッピングモールへ足へ運ぶ。 

他にも、地方から大きな都市へ若い人が出ていったことも大きな原因だと考えられる。

昔よりも農業に携わるひとが減り、会社勤めのひとが増えた。地方にいるよりも大都市に

出ていった方が様々な仕事があり、生活水準も高い。大都市には交通機関や社会的に重要

な機関が多くある。徳島には電車もなく、汽車やバスも乗る人が減ったせいで本数が減っ

ている。移動手段は車か自転車か徒歩くらいしかない。都市の交通の利便性に慣れた人が

わざわざ地方の交通の便が悪い所へ戻りたいとは思わないだろう。 

地方商店街の衰退を解決するには、交通の利便性を上げることが必要だと思う。そのた

めには都市経済学や、交通経済学が必要になる。そして、どうしてバスや汽車の利用者が

少なくなったのか知る必要がある。他に、どこからどこまでの利用者が多く、どこの利用

者が少ないのかを調べて、人がよく利用する駅やバス停の利便性を向上させるべきだ。そ

れと、人口がどれだけ出ていき、帰ってきたのかと、その理由を調べるといいと思う。都

市にある魅力と地域にある魅力を比べて、地域にしかない魅力を押し出し人口を増やさな

ければいけない。 

 

◎ 

<授業コメント> 

今回の授業で、「人口問題」と聞いて何を連想するか考え、それを発表する時間があった。

普段の授業で、自分の意見を述べたり、他の人の考えと照らし合わせたりする機会はなか

なかないので、とても新鮮だった。私は、人前で自分の意見や考えを言うのに苦手意識が

あるため、可能であれば、今後もこのような機会を設けて欲しいと思った。 

<社会連携と地域貢献に関するレポート> 

私が最も関心を持っている地域課題とは、若者が流出していることである。現在、進学

や就職で故郷を離れ、都心へ行く若者が増えている。そもそも、自分の生まれ育った町に

ついてよく知らない人や、興味さえ持っていない人も多数いるだろう。故郷の魅力を聞か

れ、パッと答えられる人はそうそういないと思う。 

私は愛媛県新居浜市出身で、高校ではユネスコ部という部活に所属していた。新居浜市

の礎を築いた別子銅山について学び、その遺産や歴史を、市内中学校ややコミュニティセ
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ンターで講座を開いてプレゼンしたり、小学生と一緒に別子銅山関連の遺跡や施設を巡る

ワークショップをしたり、現存する産業遺産を巡るツアーを企画してガイドを務めたりと、

様々な活動を行ってきた。一言で表すとすれば、地域を活性化することを目的とした部活

である。高校三年間所属し、活動をして行く中で、若者が自分の住む町にあまり関心を持

っていないことに気付いた。コミュニティセンターで発表を行った時やツアーを実施した

時、参加者を見てみると年齢層の高い方が多く、若者の姿はあまり見受けられなかったか

らである。正直なところ、ユネスコ部に入部するまでの私も、自分の故郷についてあまり

関心がなかった。「どうせ田舎だし・・・」、そんな風に思っていた。しかし、ユネスコ部

の一員として活動し、様々な経験を積むことで、自分の故郷に対する意識が大きく変わっ

た。それまで気が付かなかった新たな魅力を知ることができたり、どうすれば地域に貢献

できるか考え、行動したりと、他の部活にはないような経験ができた。また、シビックプ

ライド(自分の故郷に対する愛着心や自信)を高めることができた。 

このユネスコ部での経験を通して、小学校低学年といった若いうちから、故郷について

知ってもらうことの大切さを知った。ワークショップを通して思ったことだが、子どもは

好奇心旺盛であるため、気になったことはどんどん質問してくれるし、小学生目線からの

質問は大変新鮮であった。これからの未来を担うのは、私たち若い世代である。そのため

には、さらに「ふるさと学習」を定着させる必要がある。小学校の授業カリキュラムで、

その地域の魅力ある場所を探検したり、特産物を食べ歩くなどといった、楽しみながら故

郷について学べる機会を設ければ、若者の地元愛の薄さも解消されるのではないかと思っ

た。 

 

 

私が最も関心を抱いている問題は地域の経済発展の衰退です。徳島県を例に挙げて言う

と、シャッター街です。東新町商店街の方にシャッター街と呼ばれている場所があります。

私はこの通りを通学路として高校生の時に通っていたのですが、いつ通ってもガラガラで

人通りが多い時といえば、阿波踊りの期間ぐらいです。そこは祖母の話によると昔は人が

多すぎて歩くときは肩が必ず当たってしまうほど大変繁盛していたそうです。それが今と

なっては開いているお店も非常に少なく人通りも全くありません。香川県にも商店街はあ

りますが、シャッター街ではなく人通りも多いです。なぜこのように徳島の商店街は衰退

してしまったのでしょうか。 

このような問題を解決するためには、「人がどういうところに集まりやすいのか」「なぜ

一度人が集まったところから人が遠退いてしまうのか」など人の心理や行動などの研究分

野が有効だと考えます。徳島駅前周辺も他の都道府県地域に比べると人通りは少ないです。

私は、駅前周辺がもっと栄えれば新町の方も自然と栄えてくると思います。最近徳島県に

できたイオンですが、オープンしたては車で行くと入れないくらいものすごく繁盛してい

たのに第 2 駐車場を閉鎖したほど今はそんなに混んでいないようです。あのイオンを駅前
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周辺に作っていたら少しは違ったのではないでしょうか。イオンを徳島駅周辺に作ってい

れば、人が自然と集まって来るためその機会を生かして、今までとは違う変わったイベン

トなどを催して商店街のイメージを覆すことができたのではないでしょうか。まずは人を

集めなければ始まりません。時々「マチアソビ」や冬には LED アートフェスティバル(4 年

に一度)のようなイルミネーションなどが開催されていますがこれらはある特定期間だけで

年中人が集まっているところが徳島県にはありません。そのため人が自然と集まってくる

ような施設を作り、駅前を栄えさせて、なおかつ飽きて遠退いていってしまわないように

考える必要があると思います。 

 

◎ 

上勝町における空き家問題について 

先日、授業の一環として、徳島県上勝町を訪れた。町役場の方々と一軒の民家に向かい、

そこでこの空き家は 2 年前からそのままの状態であることの説明を受けた。そしてこの民

家に対する率直な感想を学生、役場の方、徳大職員、一般の方と多様な年代の人が述べた。

主なコメントは「自然が豊かなので、自給自足な生活ができそう」といった趣旨のものが

多く、教授を除くどなたからも「住みたい、移住したい」といった声は出てこなかった。

つまり、空き家が増える一方で住みたいと考える人が少ないのが現状である。上勝町にお

ける空き家問題の直接的な原因は、高齢者が亡くなること以外に、高校がないため、小学

校中学校の段階で、子供持ちの家族が引っ越してしまうことにある。子育てが終わり、戻

ってくる家族もあるが、多くは出ていったきりという。しかし上勝の自然に導かれ、他の

地域から移住してきた家族もいる。ただ自然の中で育って欲しいという両親の気持ちとは

裏腹に、親が働きに出ている間、子供は学童に預けられ、宿題をするしかすることがない

というのが現状である。友達の家に遊びに行くのにも車が必要なこの地域で、学童は効果

的だと考える人もいるだろうが、実際は 3 人の学童支援員さんが 30 人の子供の相手、面倒

を見なければならない。もし子供たちを森に解き放ったとして、マムシに噛まれたり、森

の中で遭難した場合責任を取らされるのは、間違いなく学童支援員さんである。そういっ

た理由から大自然に囲まれているはずなのに外遊びが満足いくようにできない。その結果、

インドアで運動不足でコロコロ小太りな子供に育ってしまう、とある母親は嘆いていた。

これでは他の地域からの家族の受け入れは厳しいだろう。 

そこで空き家問題に始まる過疎問題に取り組んでいるのは、木 7−8 限の「学校を作ろう」

の学生有志である。この授業では、上勝にイノベーションを起こそうと、どのような子供

たちにどのような学校を作れば、ニーズに応えられるかを模索している。そこで森の学校

を作り、上勝の小学生が森の中ですくすくと育ってくれればいいなと考えた。その上で有

効なアプローチとしては、まちづくりのための都市の研究が有効である。その根拠は、森

の学校を作るといっても今活動しているのは素人の学生と一般の方と上勝の町民である。

どこに、どの規模で、どれくらいの費用がかかるのか、実際に作り始めれば、その分野の
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知識に長けている人材が必要であるからだ。今教授は米オレゴン州ポートランドに目をつ

けて、ポートランドから学んだことをアレンジして取り込もうとしている。大自然の中で

の子育てということで上勝をアピールして多くの若い家族を呼び込むことができれば、空

き家問題が解決するどころか上勝町が活性化すると私は考えている。 

〜授業コメント〜 

前回の振り返りの時間が長すぎます。できれば 30 分以内で済まして欲しいです。 

 

◎ 

私が最も関心を抱いている社会的課題は、地域コミュニティの希薄化の問題である。二

年前、私の家の近所で、一人暮らしの高齢者が孤独死したまま、三か月間放置されるとい

う事件があった。彼は近隣住民と面識がほとんど無く、一人で死んでしまっても、近所の

誰も気づくことができなかったのだ。地域のつながりによって、だれがどこの家にどんな

状態で住んでいるかをきちんと把握していれば、このようなことは起こりえなかったので

はないだろうか。また、地域で行っている祭りも、地域コミュニティの加入者の減少に伴

い、年々参加者が減り、存続の危機に陥っている。このような孤独死や祭りの例で分かる

ように、地域コミュニティは、住民がお互いに見守り、助け合うだけでなく、地域の文化

や伝統を維持していくためにも必要なものだ。私たちは地域のつながりを維持していく必

要がある。 

このような地域コミュニティの希薄化を解決するためには、まず地域コミュニティの実

態を調査し、なぜコミュニティに参加しないのかや、加入者が減少しているコミュニティ

にはどのような共通点、相違点があるのかなどを調査する必要がある。そうすることで、

地域コミュニティが抱える問題や、コミュニティへの参加が容易になる方法が見えてくる

からだ。そして反対に、地域コミュニティが活性化している自治体などを調査し、なぜそ

このコミュニティは活性化することに成功したのかを調査する必要もある。どのような対

策で地域コミュニティを活性化させたのか、なぜその対策がその地域で効果を発揮したの

か調べる。その際は、その地域の文化や伝統、地域性などに着目して調査する。祭りやイ

ベントなどを利用して地域コミュニティを活性化させた場合、その地域の文化や伝統など

によって対策方法も違うからだ。また、地域コミュニティの重要性についても研究する必

要がある。地域コミュニティはただ参加するだけの団体ではなく、どのような意味があっ

て加入するのかが判明すれば、地域のコミュニティに入る人も増えるのではないだろうか。 

 

 

私が関心のある地域課題は、地方の高齢化、若者の流出である。理由は、私が生まれ育

った地、徳島県が現在抱えている問題であり、私の将来の夢である、徳島県でイベントや

メディアの仕事をする、ということを実現させるために考えなければならない問題である

からだ。 

◖ⱷfi♩ [y1]: 学習において最も大切なこ

とは復習・振り返りです。 
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この問題を解決するためにすべきことは、まず、徳島県の現状を知ることだ。徳島県の

ことを知らずして徳島県の問題を解決することは不可能である。徳島大学では、地域科学

教育科目を必修としているため、徳島大学の学生全員が徳島県のことについて学ぶ。さら

に、その他の授業でも徳島県を題材にしているものが多く、徳島県の現状をより広く学ぶ

ことができる。その上、図書館にも徳島県の本が多く置かれているため、より深く知るこ

とができる。徳島大学の授業や図書館で学び、徳島県の現状を知ることで、問題の解決策

を考える第一歩となる。 

次に、どの方向から解決していくかを考えなければならない。イベント通じて解決する

場合で続ける。まず、イベントを開催するにあたり、高齢化、若者の流出は重大な問題で

ある。なぜなら、イベントは参加者がいて初めて成立するからだ。徳島県の減少する若者

の人数に比例し、イベントの参加者も減少していくと、新しいイベントはもちろん、現在

行われているイベントも開催できなくなってしまう。そこで、県外客を集めることに重点

に置く。現在徳島県に県外客が集まるイベントといえば、阿波踊りとマチ★アソビととく

しまマラソンである。この 3 つのイベントの共通点の 1 つは、1 年に 1 度か 2 度しか行わ

れていないことである。阿波踊りは夏のお盆期間中、マチ★アソビは春のゴールデンウィ

ークと秋の 3 連休、とくしまマラソンは春に、それぞれ行われている。この期間だけは、

徳島県の一部に人が溢れかえっている。そこで、「年に 1 度の大きなイベント」の数を増や

していくことで、より多くの県外客を徳島県に集めることができるのではないだろうか。

また、イベントのときだけ来てもらうのではなく、イベントが増えることで「徳島県で住

んだら楽しそうだな」と、徳島県に住んでもらえることになれば、より高齢化、若者の流

出問題に対抗できる。 

さらに、メディアを通じて解決する場合も、イベントに繋がる。大歩危で今年開催され

るラフティングの世界大会のことを知っている人はどれだけいるのだろうか。このような

徳島県ならではのイベントに参加者を増やせるように、PR 方法を時代に合わせ、SNS を中

心に発信していくべきだ。 

以上が私の考えである。 

 

 

1) 私が最も関心のある地域問題は、地方の過疎化や少子・高齢化、それらの問題を

抱えている地域の地元産業の衰退である。なぜ関心があるかというと、私は地方公務員に

なるという目標があるのだが、もしその職に就いたならば、真っ先に直面する課題が過疎

化や地域の町おこしとなる可能性が高いからである。 

徳島県でも南部や西部の方は少子・高齢化とともに過疎化が進んでいる。少子・高齢化

が進むと、その地域で行われていた農業や漁業などを引き継ぐことのできる若者がいなく、

その産業は衰退してしまう。産業が衰退することによって、より少子化が進む。そうした

負の連鎖が続いてしまうことを防ぐために、町おこしを企画・実行すべきである。 
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2) それらの問題を解決するためには、総合科学部で公共政策学や地域科学を学ぶこ

とで、どのようにすれば地域を活性化させることができるのか知識をつけることが有効で

あると考える。なぜなら、知識をつけておかなければどんなに良い企画を計画したとして

も、失敗してしまうからだ。また、過疎化が進んでいる地域はたくさんあるが、全ての地

域で同じ政策をしても適するところと不適なところがある。その地域に適した政策をしな

ければ、町おこしは失敗となってしまうため、そうならないために町おこしの仕方や土地

にあった企画をするための知識が必要である。 

また、実際に過疎化や少子・高齢化が進んでいる地域に行き、現状を確認した上で企画

するのが良いだろう。なぜなら、知識を持っただけではその土地の特徴やどのような人が

住んでいるのか、どんな産業を中心としているのかなど、見てみなければわからないこと

がたくさんあるからである。町おこしは、そこに住む地域の人たちの協力のもとでしか成

り立たない。その土地への移住者を増やすためには、やはり住んでいる人の良さを伝える

のも大きな課題である。よって、私たちが実際に地域行って、その地域に住む人たちと関

わり、協力しつつ、町おこしを企画・実行していくべきだ。 

 

 

私が最も関心を抱いている地域問題は地方都市の人口過疎である。地方都市の人口が減

少するため商店街の店や交通機関などのようなサービスも減って、住みにくい都市になっ

てしまう。この悪循環が長く続くれば続くほど、地方都市がなくなる機器が大きくなる。 

総務省の平成 28 年住民基本台帳年齢階級別人口(都道府県別)の調査による東京都、神奈

川県、大阪府、愛知県の人口が 750 万人に超える。一方、鳥取県、島根県、高知県、徳島

県の人口が 80 万人にも超えない 1。 

人口減少と共に様々な問題が起こる。経済の場合には労働力が不足したり、消費者が減

ったりしたので、需要と供給も下がる。それで、経済の規模が縮小になる。社会の場合に

は人口減少と共にバスのような公共交通の便も少なくなるために、高齢者は距離の離れる

場所に行きたいなら非常に大変なことである。 

では、なぜ地方都市の人口が減少だろう。 

自然増減率から考えれば人口減少の理由は死亡率が出生率に上回るからである。死亡率

が高い場合には、医療が不足する問題や犯罪や交通事故のような治安問題などが原因であ

る。一方、出生率が低い場合には、「二極化する地域別人口減少の都市のあり方~人口集積

効果を期待して、大都市へ移住促進政策も必要~」という記事によると、若い女性が少ない

からである。たとえば、仕事や勉強するため他の地域に行って、戻って来ないことである 2。

それに、経済的や子育て環境が厳しい事も出生率に影響を与える。 

人口移動から考えれば、転出者の数が転入者の数を上回ることである。これは、仕事や

勉強や地域の支援から考えれば分かる。人は自分の生活を支えるために、働かなければな

らない。だから、どこか、仕事のチャンスが多い場所に集めることは疑問がない。確かに、
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地方都市には、働く場所がすくないと言えないが、会社やチャンスが全く違う。例えば、

俳優は大都市圏に活動する舞台が多いので演出の機会も多い。しかし、地方都市には、舞

台も観客も少なくて、自分の技を演出が限りである。 

地方都市の人口減少の問題を解決するため、若い人が活動できるところについて考えな

ければならない。どうすれば、若い人たちが他の地域へ勉強に行っても構いわないが、結

婚して安定したいなら地元でしよう。出生率を高まるために、易い子育て支援を作るのも

必要である。例えば、親が子供の学力が重要だから無料で通える塾クラスを作ることであ

る。 
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◎ 

私が最も関心のある地域課題は地域文化の衰退である。私の地元の地域では毎年 11 月 3

日の文化の日に小さな神社を中心に町をあげて祭りを行なっている。5 年程前までは屋台も

多く出ていて、地域の小中学生も多く遊びに来ていてとても賑わっていた。しかし、ここ

数年で屋台の数も減り、祭りに遊びにくる人も目に見えて減少し、著しく地域文化が衰退

したのがわかる。この祭りには小学生による神輿やだんじりが行われていて、それは私の

父の子供の頃以前から続いている。神輿やだんじりはかろうじて現在も続いているが、祭

り自体の雰囲気がここ数年で大きく変化したため、今後の地域文化の衰退によりどのよう

なかたちに変化していくのかは予想できないためである。こうした課題を解決するために

まず祭りに対して参加する人の確保が必要であり、小さな地域、町単位にどのように話題

を作り、人が集まるかを研究アプローチしていく必要がある。何を行えば人は集まってく

れるのか、どのような催しを行えば話題になるのかを年代別に区切り調査することで地域

にどのような課題があり解決方法につながるのかが見つけ出すことができる。この地域の

祭りのような問題は現在日本の各地に見受けられる。人を集めるという問題点はどの地域

にも共通するため、地域問題の解決にもつながるだろう。また、地域の伝統と現代の流行

やどう融合させるかの観点から話題を作ることで地域問題の解決の研究をすることもでき

る。最近では風神雷神図屏風をアニメーション化にするなど、歴史的文化を現代の文化と

融合させる傾向がみられ話題になっている。地域文化の一つとして出される盆踊りなどの

音楽を現代風にアレンジするのも話題作りの一つになるだろう。話題を作り、人を集める
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ことが地域文化の解決につながる一つだ。地域文化の解決は大きく言えば徳島県の活性化

を目的とする問題の解決にも共通点がありつながると考えられる。地域の人が集まること

で新たなコミュニティも形成され、人の集まる場も増え、その他の社会問題の解決にもな

るであろう。 

 

 

若者の地方離れは深刻な社会問題のひとつである。さらに、地方を離れた若者は、都会

へ移り住み安定した職に腰を据える。それに伴って、地方での就業者が減少の一途をたど

っていることも、また重大な社会問題の一つだ。この二つは密接な関係にある。これは実

際、私の地元も直面している問題なのである。地元は、ごく小さな島なのだが、かつては、”

千軒、金の島”と呼ばれるほど人々の暮らしは豊かで、人口は 2000 人を超え、仕事も多く

あった。現在は、人口、わずか 500 人ほどで、高齢化は進み、子供は数えられるほどしか

いない。この状態がどのようにして出来上がってしまったのか。一つの理由は、地方には

働き口の選択肢が限られていることにある。自身の地元のことを言えば、農業や漁業など

の不安定な仕事、ちょっとした公務員などが挙げられる。都会ではどうだろうか。仕事の

バラエティーも豊富で、しかもそれを選び放題といってもよい。こうして、都会には人が

集まり、人が集まればそれだけのサービスも増える。便利になる。地方とは逆のループが

出来上がるのである。 

二つ目に、上でも触れたが、田舎での住ずらさ、または都会の便利さがそうさせている。

人が集まればそれだけサービスも向上する。交通網は整備され、何でも売っているような

スーパーマーケット、24 時間 365 日休まず営業しているコンビニなどといったものができ

るようになっている。私の田舎にはコンビニもなければ、信号機すらない。これは極端な

話かもしれないが。こうして便利が便利を呼び、若者を惹きつける。 

3 つ目に、地方という体質が挙げられるかもしれない。限られたコミュニティの中に、ど

う溶け込むのかが、地方では大事になる。新しいモノに対して、敏感なところがある。反

対に都会では、独自性、多様性がうけいれられる。こうしたことも、地方は住ずらいとか

んじさせ、若者を流出させてしまう理由の一つなのだ。 

この二つの問題は、どちらかを解決するだけでは、終結することはない。より良い方へ

相互に解決していく必要があるのだ。 

 

 

私が今関心を抱いているのは若者の田舎離れです。私は徳島県出身で、徳島大学を志望

したので、徳島から出て生活したことはありません。しかし、周りの友達は徳島から離れ

ていった人も多いです。ただこれは徳島にある大学よりも県外にある大学に魅力を感じた

からであり仕方のないことではあります。ただ、県外の大学を卒業して徳島に戻ってくる

職がないことに驚きました。戻りたいけど戻ってこられないそういった現実があることが
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田舎離れにつながっているのではないかと考えると、徳島に人を集めるには職の充実が効

果的ではないかと考えます。都会に人口が集中するのはたくさんの職があるからです。職

があると自然と人口密度も高まってくるそういった関係性もあるのではと考えます。職を

増やすにはどうすればいいか、徳島には大手会社があります。有名なのは大塚、そして日

亜化学、王子製紙など。しかし、それだけでは職が充実しているとは言えません。都会に

はそれ以上にたくさんの会社があるからです。ここで都会にはないけれど徳島にはあるも

のを利用します。土地です。東京、大阪を例に挙げると、徳島よりも面積が小さい中、そ

の中にたくさんの職を詰め込んでいます。都会化は進んでいく一方ですが、限界があると

考えます。もしその限界がきて会社が土地を探すようになったら、、、と考えると徳島に人

を呼び込むチャンスが舞い込んでくるのではと私は思います。そのチャンスを逃さないた

めにも必要な研究分野は経済学、社会学などで職場環境を整え、広報し、建築学や材料工

学などの分野で会社や工場づくりをし、来てもらうために必要なマンション・アパートを

建築して人に来てもらうことが大切です。人が来てくれると、子供も増えます。子供の遊

ぶ環境も整えますが、まずは教育が大切です。そこで必要なのは教育学です。そして、土

地がたくさんあると介護施設もつくれる環境があります。お年寄りが増えると、医療や看

護、介護にかかわった分野が必要です。徳島には、国立では徳島大学・鳴門教育大学。私

立では文理大学・四国大学があります。その 4 つの大学でも今言った必要な分野をおさえ

ています。私は、徳島から人が出ていくのは徳島に魅力がないからではなく、徳島が人を

呼び込むための行動力がすくないからだと思っています。せっかく、大学にも地域おこし

できる力があり、徳島は都会みたいに人口がいないですが過ごしやすい環境が整っている

ので、若者たちの田舎離れをくいとめることができます。 

 

 

私が最も関心を抱いている地域課題は、過疎地域の増加問題です。日本では各地に人口

の減少した地域、過疎地域が存在しています。なかには限界集落と呼ばれる人口の五十パ

ーセント以上が 65 歳以上の人々で構成される村落も存在しており、過疎地域はそうした少

子高齢化の影響が他よりも大きく見られる地域です。徳島県も例外でなく、少し市街地を

外れれば過疎化した地域がたくさん見られます。私は現在吉田敦也先生の「学校をつくろ

う」という授業を履修しており、その授業では上勝町の町民の方々やその他の協力してく

ださる方々と地域の問題を解決しようと「自然とふれあえる学校を作ろう」というテーマ

を元に活動しています。実際に過疎地域である上勝町に行き、現地の方々のお話を聞くこ

とで今、過疎地域が抱えている問題がリアルに認識できました。たとえば農業の後継者不

足であったり、自然の豊かな場所でありながら水不足を抱えていたり、などです。そのよ

うな現状に直接触れ、地域興しに興味がわきました。 

過疎問題を解決するためには、移住者を増やすための研究アプローチが必要です。特に

若年層、若年夫婦の人口を増やすことが大事だと私は考えます。過疎地域では住民の平均
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年齢が高齢化傾向にあるので、若者が増えることで地域の高齢化を抑えられます。また人

口が増えることで地域が活気づき、「私たちの住む地域をより良くしよう」と地域課題への

関心も高まると考えます。「学校をつくろう」の授業では、「子育て支援」を軸として上勝

町の変化を促す活動を行っています。実際、上勝町に I ターンや U ターンしてこられた方々

の多くが「子どもを自然の中でのびのび育てたかった。」と口をそろえます。このように過

疎地域は都会よりものびのびと子育てをできるポテンシャルを持っていると考えられます。

子育ての場としてのプラットフォームとも呼べる過疎地域を私たちがいかにして、作り替

えていくのかが過疎問題を解決するキーポイントとなるでしょう。 

 

 

1:地域の問題と対策、その理由 

地域の問題として「おもしろさに欠ける」ということが言える。都会になぜ人が集まる

かというと、そこには文化的な刺激が数多くあるからだ。自分が興味を持っていることの

イベントや、行きたいと思うコンサートや展覧会は大抵大都市でしか行われない場合が多

い。「おもしろい街」とは、文化的活動が盛んに行われている街ではないだろうか。 

そして、文化活動が活発になれば、そこには人と人の出会いが生まれる。出会いはさら

なる出会いを生み、若者もそのような「偶然の出会い」を求めて、それが地方にあれば地

方にもやって来るだろう。あるいは、もともと地方にいる若者たちも、大都市に出て行く

ことよりも地元で暮らすころを選ぶ可能性も高くなるはずだ。 

では、どのようにして文化活動を活性化させるか。まず、投資は必ず必要である。アー

ティストが訪れてコンサートや舞台を上演できるのに十分な施設を作ること。また、特徴

のある美術館や博物館を作り、常にそれらの内容は更新され続けること。そして、コンサ

ートのチケット代や施設への入館料を今よりもかなり安価にすることも、多くの人を呼ぶ

ために必要である。なぜなら、可処分所得が少ない人は、文化的活動にお金を使う余裕が

ないからだ。だが、今よりも安価な料金でコンサートや美術館などを楽しめるとなれば、

自然来場者は増え、より多くの人が上質の文化に触れられることになる。 

先に「特徴のある美術館や博物館を」と述べたが、これにも理由がある。どこにも先例

のない内容でそのような施設を作れば、それはその地方にとって観光資源となるからだ。

文化の活性化とは、その地方に住んでいる人の参加はもちろん、他の場所からの人(観光客・

旅行客)の参加によって後押しされるからである。その地方の中のみで完結するのではなく、

常に他の地方や都市の人に対してオープンであることは、文化の活性化のために重要なこ

とだ。 

日本の問題として「少子化」が挙げられているが、それは地方の「おもしろさ」の問題

にも深く関係している。地方で、そもそもの若者の数が減ると、文化を発展させる担い手

も減ることを意味する。その理由もあって、地方は「開かれた地方」でなければならない。

大都市からの移住者、または一度地元から大都市へ出ていった人が戻ってくるなどの「人
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の移動」を受け入れる器を用意すること。それは、雇用という項目も重要ではあるが、そ

の地方にどれだけ生き生きとした上質な文化があるか、が大切である。そして、他の場所

から来た人も一緒になる、その地方の文化を活発にさせ、発展させること。 

つまり、他にはないユニークな文化施設を作ることと、それと同時に、文化に親しむ際

に個々人にかかる負担(施設入場料等)を減らすこと。それらの前提として、文化の活性化へ

の投資を惜しまないこと。以上が、地方にとっての「おもしろさ」の問題を改善する案で

ある。 

2:授業へのコメント 

日本と世界での人口問題の違いを、もっと考えてみたい。例えば世界の人口は現在増加

し続けているが、なぜ日本では人口は減っていくのか。日本に限らず、他の先進国でも似

たような状況が生まれているが、スウェーデンのように、問題に対する対策を早期に、そ

して適切に行ったことで、少子化の傾向を改善させた国もある。それではなぜ、日本は少

子化傾向が改善されないのに、スウェーデンではそれが出来たのか?そこには単なる政策の

違いだけではなく、人々の意識の問題も重要に関わっている。 

なぜなら、少子化を語られ、政策を考えるときに、日本では男性よりも女性の方に焦点

が当てられているのに対し、スウェーデンでは男性と女性ができる限り対等に焦点が当た

るよう考慮されているからだ。例えば日本は男性の育児休暇取得率はスウェーデンのそれ

よりも低い。それは何故か。会社で休みを取りにくい=人々の意識が子供よりも仕事に向け

られている、と言えまいか。また、女性が育児をして当たり前、男性は仕事をしていれば

育児にはそれほど参加しなくてもいい、という意識もあるのではないか。 

社会全体で、ひいては国全体で子供を育てようという意識が一人一人の中になければ、

日本はスウェーデンのようにはなれない。 

このような問題を、今後の授業を受けることによって、深めていきたい。 

 

◎ 

私が最も関心を抱く社会問題は、若者の地方からの人口流出である。私が住むこの徳島

県も若者が都市部に流出していくことが大きな問題となっている。私が考えるにこの問題

の背景には、地元での雇用関係の問題が生じているのではないかと考える。あるテレビ番

組で四国をでた若者たちに「なぜあなたは地元を離れ、都市部に行くのか?」と質問してい

て、その質問の答えの多くが「地元企業ではクリエイティブな仕事ができない。」「給料面

で都市部のほうが高待遇だから。」といったものであった。私がこの番組をみて感じたこと

は、「若者が都市部に行く理由が分かってよかった。」というものではなく、その後の番組

内容の中の地元に残った若者たちの意見を聞いて「なるほど、そういう考えもあるのか。」

と感心させられたことだ。彼らの主張は地元で職がないというのは言い訳であるというこ

とだ。実際にあらゆる手段を使って調べつくしたのか?なぜもとからある企業に執着するの

か?起業という選択肢をなぜとらない?それを聞いて私はこの問題の解決に総合科学部での
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学びが役に立つのではないかと考えた。具体的に私は三つの考えがある。一つ、経済学の

目線から雇用が生じる環境を作ること。二つ、実際に地元に出向き地元の人と話す中で何

が求められているのかを調査すること。最後に SNS などを通じて地元企業がどんなもので

あるかを県外だけでなく県内の人達にも発信し、知ってもらうことである。まず一つ目の

経済学目線で考えることは、単に起業するだけではなく長期的に安定した雇用を生みだす

ことに関して必要不可欠である。二つ目の地元に出向くことは、地域の皆さんに理解され

てこそ、雇用は成り立つと考えるから必要である。実際に働くのは地元に住む方々である

ことが多いはずだ。地元民が働けることで自然と人口流出は削減できるのではないかと考

える。最後の SNS での発信は情報化社会の現代で非常に大きな効果をもたらすであろうと

考える。SNS を使う人の年代は種々多様。多くの人に存在をアピールできる点で三つ目の

考えは重要なことであると考えられる。また学生である私たちが一番とっつきやすいのが

この SNS だと私は考えている。以上三つの考えが私が若者の地方からの人口流出に有効で

あると考える。 

 

 

私が最も関心を抱いている地域課題は地方の急激な過疎化の進行である。なぜなら、ニ

ュースや新聞でよく限界集落や小中学校の合併・閉校など過疎化に関する話題を目にする

ことが多くなったからだ。私の母校の中学校も以前は 1 学年 3 クラス作れていたが、現在

は 2 クラスしかないと聞いた。1 クラスだいたい 30~35 人単位なので子供の人数が減って

いることが顕著に現れている。 

過疎化の一番の原因は若者の都市への流出である。過疎地域は交通手段も限られている

し、仕事も少なく経済の担い手である 20 代~30 代の地域外への流出が多くなっている。ま

た、娯楽も少なく TV などで見る都会に憧れ大学進学に伴い地元を離れる 10 代もいるはず

だ。10 代~30 代といった地元を支えていかなければならないはずの若者の流出によりその

地域に子供がいなくなりますます過疎化の進行につながっている 

過疎化の原因を究明・解決するためには、その地域の特色を生かせるような事業を立ち

上げるべきである。例を挙げるとすれば徳島県に IT 企業が移転してきている。また、消費

者庁が徳島県に移転するという計画もある。徳島県はネット環境が整っており、スムーズ

に仕事を行うことができる。また、オフィスとして古民家を使用することでそこまで費用

がかからない。移転してきた企業の人たちが移住してくれれば、少しは過疎地域の発展に

つながるかもしれない。その他に地域の特色を生かしている事業がある。それは、徳島県

上勝町の葉っぱ産業だ。この葉っぱ産業も、高齢の方たちがネット環境を駆使してつまも

のの注文を受け、収穫し、発送している。この事業はマスコミにも取り上げられ大きな話

題となっている。また、インターンシップも開催されており毎年多くの希望者がいるとい

う。すでに 20 人ほどは上勝町に移住し、生活を送っている。 

このように過疎地域でも特色を生かしできることがあるはずだ。過疎地域をそのままに
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するのではなく、その土地に見合った産業を作り出すことができれば過疎化の進行を緩め

ることができるはずだ。 

 

 

わたしが今回興味を持った社会問題は、地方地域での人口減少の問題についてだ。なぜ

私がこの社会問題にアプローチしようと考えたのかというと、私の住んでいた地域ではシ

ャッター街といわれる元は主に発展していたために栄えていたが、最近になって他の地域

へ人口が流入したことから過疎化が進行してお店が閉店したためにシャッターが下りてい

る店がずらりと並んでいる場所を指す場所があることから、地元に戻って就職も考えてい

るわたしにとってこの問題は決して他人事などではなく、将来自分自身が大きくぶつかる

問題である可能性が強く考えられるからだ。 

そこでまず初めにシャッター街などの地域が生じるのはどうしてなのかということを考

えた。第一の原因として若者たちが就職や進学のために都市圏への流出が進行し続けてお

り過度の高齢化が進行しているからではないのかと考えられる。また、大型ショッピング

センターなどの建設などにより、商店街のように専門店で別々に品物を購入しなくても

様々な商品を一気に購入することが可能になったため商店街の利用者が急激に減少したか

らだと考えられる。 

私はこのような問題を解決していくためには、過疎が進んでいる地域に若者の興味を惹

くようなものを増やしていく必要があると言いたい。まず買い物をする利便性という点で

は大型ショッピングセンターに勝ることは困難だと考えられるので、例えば地域特有や地

域自慢の食物を使った料理やスイーツを提供したカフェを作るのはどうかと考える。とい

うのも、最近隠れ家的なカフェやおしゃれでレトロなカフェをめぐる私と同じ年代の人々

をよく見るからだ。また、カフェの写真を SNS に投稿しているのもよく見られる。これら

から、集客するだけではなく宣伝効果も期待でき、一石二鳥になる。そして実際にその土

地にあしを運んでもらうことで地方ならではの落ち着いた優しい雰囲気を味わってもらう

良い機会になるのではないか。このように地域根本の長所を表現して、好きになってもら

うことが過疎地域の解消方法において最も簡単で最も大切なことだろう。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題・地域課題は地方の過疎化である。このことは

徳島県を始めほとんどの地方で問題となっていることだ。このことによって、多くの問題

が起こっている。一昔前の私の祖母が若かりし頃は西新町は栄えていたようだが、今では

かつてのような活気はなくシャッターが下ろされている店も多くある。若者の都会への人

口流出も問題であり、祭りなどの伝統文化が継承されず、消滅しているというニュースを

見たことがある。若者の減少は高齢者層へも影響している。山間部では、介護をしてくれ

る若者がおらず、苦労している人も多いらしい。また、東京オリンピックも地方に大きな
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影響を与える。東京などの大都市ばかりの開発に目が向き、地方に金が回らず、ますます

衰退の道を辿るのではないかと心配される。 

しかし東京オリンピックには多くのの外国人観光客が来ると想定される。どのくらい、

外国人観光客を集められるかが、各地方にとって重要である。観光客が来れば、経済がま

わり、活気が生まれ、地方に人が戻って来るかもしれないからだ。 

それには、人文科学・教育学からのアプローチが外国人観光客を集めるには大切である。

最近の日本は外国人の観光客が増加している。徳島でも祖谷のかずら橋では、ほとんどが

外国人観光客だそうだ。また、外国の旅行雑誌に shikaku という題で四国 4 県が特集され、

外国からの注目を集めている。わざわざ来て来れた、外国人観光客とコミニケーションを

取れるような英会話能力の育成が大切だ。今では翻訳してくれる機械もあるが、やはり片

言でも生身の英語の方が好感度も上がる。また、外国人の方を不快な思いにさせないこと

も重要だ。今や情報社会なので、ネットで流れた情報は多くの人の目に触れることになる。

これをうまく利用して、観光客にいいイメージを与えることが大切だ。そのためには、海

外の文化を知ることが大切だ。外国人が嫌がるような例えば、ヌードルハラスメントなど

は、しないように配慮すべきだ。つまり、外国語教育・海外文化についての研究が大切で、

それを教育に生かすことが大切だ。 

 

 

私は関心している社会問題は、地方と都会の格差の拡大だ。一つの原因はこのようなこ

とは、国を割れて、国の団結を破壊するものだと考えている。例えば、去年のアメリカの

大統領選挙で、郡から見ると、地方と都会の差別ははっきり見える。この差別は、アメリ

カの都会と地方の格差から生まれたと考えている。アメリカの地方と都会の格差の拡大と

ともに、地方と都会の社会は異なる方向に行って、異なる文化を育てる。一つの国で全然

違う社会と文化の差別があるとは、アメリカの歴史から見ると、結果もはっきりだ。最後

は内戦に進んでいくべきだ。もう一つの原因は、一つの国でも、一つの都市でも、そちら

に住んでいる人々が生活にゆとりができると呼ばれたければ、各地の生活の格差が小さく

なればならない。国にとって、都会の生活は何時でも豊かなものだ。なぜなら、豊かな生

活ができる場所こそ、都会が建てられる場所だ。しかし、国の全体から見ると、都会ただ

国の一部である。全体国民の幸せのために、各地の生活の格差が小さくなるべきだと思う 

この問題を理解するために、地理学と歴史学が必要である。我らの国はどのような国で

あるか、どのようなここまで来たかという問題は、地方と都会の格差問題の研究の基礎だ

と思う。現状を理解せずに問題の解決は無理なものである。格差問題は、この国で代々の

人々が自分の豊かな生活のために、選べれだ選択を積んだ結果である。人々の選択を理解

するために、経済学の研究も必要であると思う。この理解の上で、この問題は解決できる

問題になると思う。その上、この問題解決したければ、法学と政治学の研究も必要である。

ナチスの方法も社会問題を解決できるかもしれないか(例えば、高齢者を殺されるも高齢化
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問題を解決できるかもしれない)、そのような方法は人間社会に対して意味がない。政治学

の研究で、社会に対して正しい解決策を作られる。法学は、この解決策の倫理上の正しさ

を守られる。そのような研究があれば、地方と都会の格差問題を解決できるだろうと考え

ている。 

 

 

私が関心を持っている地域課題は、過疎化である。その理由として、数年前からニュー

スや新聞を通してよく目にするようになり、身近な問題として感じるようになってきたか

らである。また、私たちが住んでいる徳島県でも近年人口の減少が問題となってきている。

2016 年の全国の人口ランキングを見ても徳島県は 47 都道府県中 44 位ととても少なくなっ

ていることがわかる。であるから、過疎化の問題には、とても関心があった。過疎化は、

人の都市部への移動が主な原因である。その中でも特に多いのは、若者ではないのだろう

か。自分の周りにも県外の大学に進学した人が多くいる。彼らの中には将来はむこうで就

職するという人のほうが多くいた。就職や進学は一人ひとりの自由ではあるが、このよう

に都市部で就職するという人の増加により、郊外において農業などの伝統的な産業を継ぐ

人が減少してしまっていることにもつながっているように思われる。さらには、海外から

の輸入品が入ってきたことで、国産のものよりも安く購入することが可能となったことも

関連しているのではないだろうか。 

こういった課題を解決するためには、後を継ぐ人がいなくなってきた伝統産業を可能で

あるならば、海外で生産するのはどうだろうか。最近は、海外からの輸入も増えてきてい

るので、海外で安く生産したものを輸入して販売するという方法が良いのではないだろう

か。海外であれば、人件費もそれなりに安価に抑えることができる。その上、海外には満

足に働けていない人も少なくはないだろう。そういった人たちへ仕事を与えることもでき

る。日本と海外の両方で生産することで生産量もふやすことができるだろう。さらに、海

外で生産している伝統産業に海外の人たちが興味を持ってくれれば、日本のその土地へ訪

れる人も多くなり、移住する人が増え海外の人が伝統産業の跡を継ぐこともあるだろう。

近年では、グローバル化が進んできており、様々な点においてグローバルになってきてい

る。過疎化などの日本の地域問題においても海外と協力し合い解決していくことが重要と

なってくるのではないだろうか。 

 

 

徳島県に限ったことではないが、地方からの人口流出問題はなかなか複雑であり、解決

が難しい。旺文社教育情報センターの調査によれば平成 13 年から平成 27 年まで、都市部

10 都道府県以外の地域は高校生の大学進学による流出超過で若年層の人口減少をやむを得

ない状況になっている。(「県別大学進学 37 県で流出超過 !|旺文社教育情報センタ

ー」,http://eic.obunsha.co.jp/pdf/educational_info/2016/0927_1.pdf,2017/5/29 アクセス)。 
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この若年層の流出は経済循環の停滞を招き、さらにそれがまた若者が流出する原因に繋

がってしまう。希望する就職先が地元に無いというのは自分一人ではどうしようもないの

で、夢を追って県外へ行くことを咎めるなどという酷なことはできない。では、どうすれ

ば人口流出と経済停滞の悪循環を止めることができるのか。 

私は将来徳島で英語の教師の仕事をしたいと思っているのだが、もし教師になる夢が叶

ったら徳島県民の郷土愛を高めるべく地域教育に力を入れたい。なぜなら、地方の人々は

結構自分の故郷の魅力を知っているというのに少しアピールが弱いように見られる。とい

うよりかは、発信していく方法が少ないために目立つことができていない。そこで、英語

教育をもっと地域に密接したものすることで将来を担う子どもたちの英語力を高めつつ、

地域の魅力を世界に発信していけるくらいの郷土文化の知識を学べる様にするべきである。

私立教育機関「EF Education First」によると日本の英語力は 72 カ国中 35 位(2016 年度)

であり、先進国の中でも低いものであった(「EF EPI (英語能力指数) - 英語力から見る国別

総合ランキング|留学・海外留学は EF」,http://www.efjapan.co.jp/epi/,2017/5/29 アクセス)。

しかし、2020 年には英語が小学 3 年生で必修化、小学 5 年生で科目化されることが決まり、

これからの日本の英語教育が注目されてきている。もしこの機会に地方の魅力を外国に発

信する力をつける教育ができたなら、自分の故郷について深く知ることができる上に海外

の人々に魅力を知ってもらうことができる。こうして都市部だけでなく日本という国の全

ての地域が活気づいていくことができたなら、日本にとって本当に好ましいグローバル化

となり得るのではないだろうか。 

 

 

(1)私が最も関心を抱いている社会的な課題は地方の過疎化である。私がこの問題に関心

を抱いたのは、地方出身の私にとって過疎化は非常に身近な問題だからである。私の地元

でも高校卒業後に多くの友人が県外に出たように、近年、就職や進学を機に地方から都会

へ出る若者が多い。そのため地方の人口が減少し続けている。若者が都会へ行ってしまう

と、地方では人口に占める高齢者の割合が高まる。過疎化が進むということは、県や市町

村規模で少子高齢化が進むということである。それに伴い様々な問題が起きる。たとえば、

若者や子供が減ると廃校になる学校が増える。財政が厳しくなり、1 人あたりの負担が大き

くなるため市町村合併が行われる。商店街がシャッター通りになるなど街の活気がなくな

る。一人暮らしの高齢者が増え、孤独死の危険性が高まる。このように、過疎化が進むこ

とには多くのデメリットがある。そこで地方自治体は人口の減少を止めるために対策をと

っている。私の地元の自治体も U ターン・I ターン就職を広めるなどの対策をとっていた。

そうした取り組みが盛んに行われているのを見てきたため、以前から過疎化は身近な問題

に感じられていた。大学生になり、地元を離れたことで外から自分の地元の現状をみるこ

とができるようになった。大学では自分の学びたいことを学ぶことができる。自分は何を

学びたいかがまだはっきりと決まっていないが、大学で学んだことを卒業ごに地元の活性
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化に活かせればと考えるようになった。以上の理由で私は地方の過疎化に関心を抱いてい

る。 

(2)地方の過疎化について究明・解決するために、大学で学べることでは心理学が有効で

ある。まず人口の流出を抑えるには、若者の地方離れを止めなくてはならない。そのため

には若者が地方での暮らしを魅力的に感じるようにアピールしなくてはならない。若者の

多くは都会に憧れる。彼らはどうして都会への憧れを抱くのか、どのように地方での暮ら

しを宣伝したら彼らの心に響くのかを心理学的に考える。それを利用して、若者の興味を

引きそうなことをアピールするのがよい。 

 

 

1) 私が最も関心を抱いている社会的な課題は、地域コミュニティの希薄化である。 

特に、都市部では、隣に住んでいる人を知らない場合や隣に住んでいる人を       知っ

ていても挨拶をする程度であるという場合が多くある。更には、挨拶すらあまりしないと

いう場合も少なくない。また、近所の人と交流する機会がないという場合もある。このよ

うにして、地域コミュニティは希薄化してしまう。 

しかし、助け合うときにお互いのことを知っていると、声を掛け合うなど、すぐに行動

することができる。 

また、子供がいる家庭で、両親の帰宅時間が遅くなってしまう場合を考える。もし、隣

の人と知り合いで、隣の人に預かってもらうことができるとすると、子供に寂しい思いを

させることは少なくなる。また、両親も安心することができる。 

また、ペットを飼っている家庭で、旅行をしたい場合を考える。もし、隣の人とよく話

をする関係で、ペットの世話を頼むことができるとすると、安心して旅行に行くことがで

きる。 

このように、近所の人との付き合いは、非常に大切なことであるにもかかわらず、希薄

化している。そのため、解決するべきであると考えたので、最も関心を抱いている社会的

な課題として挙げた。 

2)地域コミュニティの希薄化を究明・解決するためには、歴史学・スポーツ科学・観光学・

地域研究といった研究分野が有効だと考えられる。なぜなら、地域コミュニティの希薄化

を解決するためには、地域の人々が交流するということが大切だからだ。 

 地域の歴史を地域の人たちとより深く学ぶ場や子供から大人まで地域の人々みんなが

体を動かして触れ合う場があると、人々は交流することができる。また、地域の人々で協

力して、地域を活性化させるにはどのようにすれば良いのかを考える場があると、地域の

ために、人々は熱心に考える。この場は、賛成や否定をすることで、地域の人々の距離を

縮めることに繋がる。そして、これは、地域コミュニティの希薄化を解決することに繋が

る。 

また、他の地域を調べることも大切なことである。地域コミュニティが希薄化している
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地域がある一方で、地域コミュニティが強い地域もある。そのような地域での取り組みを

調べ、地域コミュニティが希薄化している地域でも、取り入れることができそうな取り組

みは、取り入れることや、参考にできそうな取り組みは、参考にすることも課題解決へと

繋がる。 

複数の研究分野から考えることで、複数の視点から交流の場を作ることができる。複数

の交流場所があるということは、地域の人々が触れ合う機会が増えるということである。

地域の人々が触れ合う機会が増えることで、地域コミュニティは、強いものとなる。 

 

◎ 

1)私は過疎地域の問題について関心がある。理由は、徳島のみならず、四国四県の過疎地

域の面積の割合が、全体の 50%を超えているからだ。過疎地域に囲まれて暮らしている私

たちは、決して過疎地域の問題と無関係であると断言するわけにはいかない。 

2)では過疎地域の問題を解決するためにはどのような研究アプローチが役立つか。過疎地

域の問題はいくつかある。人口の減少によって町の活気が無くなること。後継者問題。農

業や林業、水産業などの産業が衰退してしまうこと。税収が少なくなり公共サービスが十

分に受けられないこと。これらの問題は、いずれも若者が都市部に移動して高齢者の人口

割合が増加することによる弊害である。問題解決のためには、過疎地域を多くの若者が移

住するような場所にしなければならない。そもそも過疎地域の問題は、前述したとおり高

齢者の人口割合の増加によるからである。そこで私は、多くの若者が移住するような場所

とはいったいどのような要素が必要なのか、ということを調査し分析する研究アプローチ

が役立つと考える (要素とは、例えば交通の利便性、景観、施設の充実度、治安の良さ、暮

らしやすさなどがある)。 

なぜそのような研究アプローチが役立つか。過疎地域の問題の解決のために、多くの若

者が来るほどの魅力的な要素とは何かを把握しておく必要があるからだ。過疎地域の問題

を解決するには、前述したとおり多くの若者が移住するほど魅力的な要素があるような場

所に改造しなければならない。しかし若者が移住するような魅力的な要素とは何かを把握

しておかなければ、過疎地域の改造などできない。 

若者が過疎地域を離れ、都市部へ移住するのには理由がある。若者は、過疎地域はつま

らないところだと捉え、都市部は魅力的だと捉える傾向にある。つまり、都市部には若者

が移住するほど多くの魅力的な要素を持ち、反対に過疎地域には魅力的な要素がそれほど

ないということである。 

つまり、都市部のような魅力的な要素を持つ場所で、若者が多く移住する要素とは何か

を調査することは解決の糸口になる。よって、私は過疎地域の問題の解決にあたって、多

くの若者が移住するような場所、特に都市部の魅力的な要素を調査し分析するような研究

アプローチは役に立つと考える。 
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私が最も関心を抱いている社会的な課題は過疎・過密の問題である。この問題はテレビ

や新聞、社会の教科書でも挙げられているように日本の抱える最も深刻な問題の一つだろ

う。地方では少子高齢化が起こり、地方の経済、産業が衰退、都市へと人が離れ、従って

地方が衰退し......、という悪循環が起こる。このまま過疎・過密の傾向が続くとなると大都

市以外は財政破綻、消滅するなどが起きる可能性も考えられる。今後数年のうちにあちこ

ちで財政破綻するということはないだろうが、問題が進行し、歯止めが利かなくなる前に

改善する必要がある。私自身、少子高齢化の進んだ過疎地域の出身であり、徳島大学に通

うために地元を離れ、徳島へ来た。徳島も過疎化が深刻な地域と言われているようである

が、実際に住んでみると大学生としては大変住みやすい(中心地に近いので当然であるが)。

しかし、社会人になったとき、経済的により豊かな生活をしようとすると大都市へ出てい

く必要があるというイメージがある。地方には限られた職種で、給料の少ない仕事しかな

いが、経済の盛んな大都市は様々な仕事がたくさんあるといったイメージだ。総務省が平

成 27 年に全国の地方公共団体に行ったアンケートによると 89.1%の団体が良質な雇用機会

の不足が人口流出の要因であると考えている。こうしたことから過疎・過密の問題を究明、

解決するためには、地方と大都市の雇用の状況について研究する必要があると言える。本

当に地方に雇用機会が不足しているのか、地方と大都市との間で実際にはどの程度の差が

あるのかといったことは重要だろう。また、雇用と関連して、地方と大都市の経済につい

ても研究するべきである。規模について大きな差があるのは明らかであるが、そうした格

差の中でも地方はどういった分野で経済を強化していくことができるか、時代の変化によ

る需要の変化にどう対応するかなどを研究することで具体的な問題解決の糸口を見つける

ことができるだろう。 

 

 

 

ₒ ₓ 

 

私は、特に地方でよく見られる少子高齢化問題について今最も関心がある。私の地元が

今まさにその問題に直面しているからだ。私の実家のある西条市の吉岡地区には小学校が

一つあり、子供たちはそこへ通い私たちの学年には 40 人近くの生徒がいた。しかし、現在

は一学年が 20 人に満たない学年がほとんどである。また中学校も一つあるのだが、一学年

が 50 人ほどしかおらず全校生徒約 150 人しか在籍していない。私の所属していたサッカー

部には、今では数名しかおらず他学校と合同しなければ練習すらまともにできないほどだ。

子供の数がとても減ってきており、母校が廃校になってしまうのではないかと心配だ。 

少子高齢化問題を解決することは簡単ではない。この問題解決の第一歩として、その土

地・場所について知ってもらうことが必要だ。その土地の良いところ、例えば私の地元は
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きれいな水があり住民同士仲良く協力し合いながら生活できる、などをどんどんアピール

して、多くの人々に興味・関心を持ってもらい、どんどん人を呼び込むべきだ。アピール

ポイントの一つとして、生活しやすい環境がある、ことが挙げられると多くの人が興味を

持ってくれるのではないか。都市部では待機児童問題や環境問題などの問題があり生活し

辛いと考える人がたくさんいるだろう。整った環境で快適な生活を提供することができる

土地づくりを目指す。そしてそれを多くの人に知ってもらうためのアピール活動を行う。

これらを実現できれば少子高齢化問題解決へ近づくのではないだろうか。しかし、住みや

すい環境を作ることはそう簡単ではない。その土地に長く住んでいる人やお年寄りにとっ

て思い出のある場所・住み慣れた土地を変えられることを、彼らが簡単に認めるとは考え

にくい。また、そのためのお金をどうするのかといった問題も挙げられる。ただでさえお

金が回ってこない地方でそれだけのことを行う財力があるのかどうか疑問である。少子高

齢化問題解決には多くの問題がを乗り越えていくことが必要だ。 

 

 

私が関心を持っている社会的課題は、「未就学のこどもを持ちながらも働く意思のある女

性の社会進出」についてである。 

その課題を考えるきっかけになったのは、自分の身近な存在である母親である。私の母

は、子育てをし、家事をし、勤めてもいた。「こどもがいるから、子育てをするのは当然の

こと」や「家族の一員なのだから、家事をするのは普通のこと」という考えは捨てるべき

だと思う。一人暮らしをすれば思い知るだろうが、家事は「労働」といっても間違いとは

言えないほど大変なことだ。確かに、家庭を運営していくには必要不可欠ではあるが、家

事と子育てを一人では背負いきるのは、到底不可能だと思うからである。 

そこで、「未就学のこどもを持ちながらも働く意思のある女性の社会進出」という社会的

課題の解決を考える。こどもを持つ女性が働く際に大きな障害となるのは、やはりこども

の世話をどうするかという問題である。未就学のこどもを家に残したままで仕事をすると

いうのは、こどもに危機が及ぶため気が進まない。保育所などに預けるという選択肢もあ

るにはあるが、希望が全面的に叶うことはなく、保育所に受け入れてもらえない場合もあ

る。なぜなら、保育所に受け入れられるこどもに人数はきまっていて、こどもを受け入れ

てもらえない可能性があるのだ。さらに言えば、現在の日本では保育に従事する人材不足

が問題になっている。そのため、保育所を増やすこともできなくなっている。 

つまり、保育の人材不足の解消が未就学のこどもを預けられることにつながり、さらに

未就学のこどもを持ちながらも働く意思のある女性の社会進出につながるのである。 

保育の問題については、都市に人口が集中していることにより、都市ではこどもが多す

ぎる状況になり、都市以外では人手が都市へ流出する事が原因で人材不足が発生している。

としいがいでは、人手不足を地域の連携や近隣の住民との連携によって、緩和させられる

のではないかとも思う。現代では、地域の関係性が疎遠になっているが、その状況も保育
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の問題に拍車をかけていると思う。 

よって、「未就学のこどもを持ちながらも働く意思のある女性の社会進出」という社会的

課題には、人材の都市への集中、地域の連携の不足、地域や近隣での関係性が疎遠になっ

ていることが根源となって生じた問題だと言える。 

 

 

私が最近専ら関心を抱いている社会的な課題は待機児童問題である。その理由はこの問

題は「待機児童」という問題だけではなく、近年日本で問題視されている都市への人口集

中や保育士不足など様々な問題が絡み合っており非常に興味深いものであるからだ。では

その解消のためにはどのようにすればいいのだろうか。では、考えられる問題点を出して

みてそれに対する回答を考えていこう。 

一つ目は都市への人口集中である。この対策としてはまず地方に仕事を増やすことで若

者の流出を防ぎ、かつ福祉を充実させることで出て行った人を呼び戻したり、さらには新

しい人をも呼び込むこともできる。そのために政府と地方自治体が一丸となって取り組む

ことが大切である。例えば、ただお金を出すだけではなく道路を作ったり、鉄道を作るこ

とで交通の便をよくしたり、企業を誘致したりすることでも地方に役立つことができる。 

二つ目は保育所の施設の不足である。これには大都市付近は地価などが高いという問題

と子供達の声などが騒音問題に発展してしまうといったことが原因としてあげられる。私

はこの問題に対処するには近年問題になっているたくさんの空き家を活用するべきだと思

う。空き家のあるところなら地価なども安くすみ周りも空き家だらけの場所で騒音で問題

になる確率はとても低くなると考えられるからだ。ただし、空き家を使うのであれば国や

行政がきちんとした安全基準を設けリフォームするなりして子供たちの安全面に配慮しな

くてはならない。そうすれば大都市に多く存在する空き家を有効に保育施設として使うこ

とファできるだろう。 

三つ目は保育士の不足である。この問題に対してはまず保育士たちの賃金を上げかつ、

負担を減らすようにしなければならない。目下の急務は数の絶対数を増やすことである。

そのために賃金を上げることは必至である。賃金が上がれば保育士をやる人も増え、辞め

る人も少なくなるだろう、そうすれば自然に保育士数は増加するだろう。 

他にもいくつか問題点は存在するが少なくともこの三つの要素をクリアすれば待機児童

は減少する。 

 

◎ 

私が最も関心を抱いている社会的な課題としては、少子高齢化社会についてである。少

子高齢化は社会的影響が大きく、将来的には社会保障負担の増大や年金問題など直接的に

私たちに影響する身近な課題であるからだ。少子高齢化とは、出生率が低下する一方で平

均寿命が伸びたことによって、人口全体に占める子供の割合が低下し、高齢者の割合が高
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まることをいう。出生率の低下の原因としては、女性の社会進出に伴い晩婚化や未婚率の

上昇によって、合計特殊出生率が低下したことである。少子化対策としては、保育施設な

どの環境を整備し、育休や産休をとることが可能な社会を実現するため取り組んでいる。

これらの取り組みは、出生率の上昇に繋がると考えるが、保育園と保育士の不足により待

機児童問題が発生している現状である。一方で、医学の発展と医療技術の進歩、医療サー

ビスの提供が向上したことにより平均寿命は伸びている。少子高齢化に伴い生産年齢人口

が減少することにより、社会保障負担は増大し、年金問題が発生する。労働力の減少は経

済的影響が大きく、貯蓄率の低下は国の財政だけでなく個人にも影響を及ぼすものである

ということだ。地域社会において、これまで高齢化は主に地方において進展してきたが、

今後は都市部においても高齢化が進展するものと予測されている。既に高齢化の進んだ地

方での地域社会の活力の維持、今後都市とその近郊で多くの高齢者が退職し地域社会に戻

ることに伴い、都市の機能や高齢者と地域との関わり方などが変化していくことも考えら

れるということだ。 

少子高齢化社会の課題を究明・解決するたには、経済学や社会学の分野を学ぶことが有

効であると考える。社会学により社会の構造と機能や人間の社会的行為を理解し、経済学

により経済活動の仕組みを理解する。これらの分野を学び理解することによって、少子高

齢化社会の課題を究明・解決するための方法や発想の転換に近づくことが可能であると考

えるからだ。 

 

 

私が最も関心のある社会的問題は、自国の少子高齢化問題である。近年、日本の高齢者

の人口は約 3500 万人で、総人口の 27%を占めている。この割合は、超高齢化社会の基準で

ある 21%を容易に超える数値であり、いかに日本に高齢者が多いかを示している。また、

子どもの人口は約 1650 万人で総人口の 12、9%程しかおらず、その数は年々減少している。

こういったことから、今後の日本の社会保障の面での危険が迫っていて、それが大きな問

題だと思ったのがこのトピックを選んだ理由である。ここで取り上げる社会保障とは、年

金の問題である。少子高齢化により、高齢者の負担をする子どもの減少、それに伴い、子

ども 1 人あたりが負担しなければならない高齢者の数の増加。今、その問題を知らずに、

何気なく暮らしている子どもたちに、できるだけ負担が少なくて済むように、日本全体で

この問題にアプローチする必要がある。 

この問題を解決するためには、子どもを増やすしかない。なぜなら、医療技術がますま

す向上していく中で、高齢者の人口を減らすのは困難であるからだ。子どもを増やすため

には、まず、女性の結婚意識を高める必要がある。近年、晩婚化や独身女性の増加によっ

て、女性の結婚意識が弱まっている。それを改善するために、企業が婚活を支援したり、

政府が結婚をした場合に補助金を与えるなどの政策をすべきである。子どもを増やすため

に、まず結婚をさせること。このことが、少子高齢化の緩和の第一歩である。次に、子ど
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もが生まれた際に補助金を出したり、高校までの教育費の免除など、できるだけ親の金銭

面での負担を減らすことも重要である。なぜなら、子ども 1 人を大学卒業まで育てるのに

安くて 4600 万、多ければ 7500 万にまでのぼり、これは親の大きな負担にならざるを得な

い。子どもに使うなら自分のために使おうとする者もいて当然である。だから、政府が積

極的に教育費を今よりもっと補助する必要がある。この 2 点をクリアふれば、日本は少子

高齢化の問題解決に近くであろう。 

質問 

総合科学部入門講座をする意味は何ですか?キャリアプランには意図が見えますが、この

講義の意図がわかりません。 

 

 

わたしが今最も関心のある社会問題は日本における少子高齢化問題である。少子高齢化

になると産業にも影響がある。若者が少なくなると、高齢者の介護にも手が回らなくなる。

また仕事において若者の手が足りなくなる。社会保障費があるが、これを払うのも若者で

あり、若者の負担が多くなる可能性がある。少子高齢化によって日本の人口も減っていっ

たり、仕事に人手が足りずに就職枠が減っていき、就職率が下がったりする可能性もある。

このままでいけば、わたしたちが高齢者になったときにわたしたちへの保障がなくなると

思う。なぜ少子化になるのかといえば、日本の若者の結婚への意識や出産への意識が低く

なっていることに原因があると思う。また、女性の就労の負担があることで、結婚後の生

活に不安を持っているのであると思う。そのため少子化が進み、高齢化が進んで行くのだ

と思う。その解決策としては、例えば、個人的には将来のためにしっかりとお金を貯金し

ておくべきだと思う。また、近所付き合いはしっかりするべきで、地域を大切にするべき

であると思う。地域活動は NPO の団体などに入るなどして自分のネットワークをつくり、

広げるべきだと思う。これから先、知り合いがいないと、交流がなくなり、情報を共有で

きずに、災害や事故に巻き込まれる可能性も出てくるし、事件に巻き込まれて孤独死する

可能性も出てくることがある。そして貯金をすることは、将来増税によってわたしたちが

経験する個人的な負担に対応するために必要であると思う。まとめると、少子高齢化は社

会的影響が大きく、社会保障負担の増大、地域社会の活力の維持、高齢者と地域との関わ

り方などが変化していることなどの影響があらわれている。よって、少子高齢化は将来の

わたしたちに多大な影響を及ぼすため、これからわたしたちはしっかりと分かった上で対

策をしながら生活していかなければならないと思う。わたしは将来孤独にならないために

も結婚して家族を残したいと思う。 

 

 

私は少子高齢化が進んでいることに関心を抱いている。なぜなら、少子高齢化が進むこ

とによって少子高齢化以外の社会保障負担の増大や労働人口の減少などの問題も発生して

◖ⱷfi♩ [y2]: 最初に説明したとおり、「論

理的思考力を身につけること」＋「多面的

に考える力を身につけること」です。 

そのためには、「説得力のある文章を書く練

習」、「読書」、「合理的根拠に基づく対話と

合意形成」という三点を練習する必要があ

ります。 

そうした力を身につけたうえで、社会や地

域の課題について多面的に考え、合理的な

解決策を提唱することができれば、ベスト。 

という意図で授業を設計しています。 
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くるからだ。総務省によると日本の高齢化率は 2015 年で 26.7 パーセントとなっており、4

人に 1 人以上は高齢者となっている(総務省「高齢化の現状と将来像」による)。また出生率

は戦後には 19.4 パーセントあったが、徐々に減少していって 2015 年には 8.0 パーセント

にまで下がっている(総務省統計局「出生・死亡数と婚姻・離婚件数」による)。 

前述したように少子高齢化が進むと他の問題が発生する。第一次産業の後継者不足もそ

の一つだ。農業を例にとってみる。農林水産省によると 2011 年の農業就業人口の 260 万

1000 人のうち 65歳以上の農業就業者は 157 万8000 人で全体の 60.7 パーセントにもなる。

平均年齢は 65.9 歳である(農林水産省「農業就業者の動向」による)。私はこの問題を解決

するために公共政策研究が有効だと考える。農業就業者に対する補助金を出すなど政策を

見直すことで若者の農業就業者を増やしていくことが最適だ。 

また、介護士不足も深刻な問題である。介護士が不足している原因の一つに採用が難し

いということがある。公益財団法人介護労働安定センターによると介護職についている人

の 72 パーセントが「介護職員が不足しているのは採用が困難であるから」と答えた。採用

が困難な主な理由で一番多かったのは「賃金が低い」の 61 パーセントだった(公益財団法人

介護労働安定センター「平成 26 年度介護労働実態調査」による)。このことから賃金を上げ

ることが一番の解決策であることがわかる。よって、公共政策研究がこの問題を解決する

のに有効だ。また、介護職員不足を解決するために介護ロバットの開発も有効である。介

護職は体力が必要な職業であるので介護ロボットで介護職員不足を解消でき、安全に介護

ができる。よって、私はロボットを開発するロボット研究も有効であると考える。 

 

 

社会的、地域的な問題として待機児童問題が思い浮かぶ。私は徳島に来て 2 ヶ月くらい

になる。正直、徳島に来た時田舎だなあと思った。友人が出来、話をしているうちに待機

児童問題の話題になった。私は徳島は田舎だから待機児童なんていないだろうと思い込ん

でいた。しかし、徳島にも待機児童はいるのだとゆう事を地元の友達から聞いた。その時

私は待機児童問題がこんなに深刻な問題なのかという事を実感した。私がまだ小さかった

時、年少から年中までは事情があり幼稚園には通っていなかった。年長になって途中参加

という形で幼稚園に入園する形になり何の苦労もなく入園したことを覚えている。その一

方で、待機児童が急増している現代では入園する事すら困難であり、入園の枠が空く事を

今か今かと待ちわびている子供がたくさんいるのだ。幼稚園での学びは基礎的な事が多い

かもしれないが、基礎がきちんと整った人間になる為に特に重要な事である。もし、待機

児童問題がいつまでも解決されないままであったら必要な能力を身につける場所が無いま

まで終わってしまう。幼稚園では、普段の生活とは違った環境で協調性、コミュニケーシ

ョン能力が身につけられる。将来の日本を担う若者にこの 2 つの能力は必要不可欠になる。

日本政府はどうにかして待機児童問題を解消しなければならない。では、どのようにして

解決していくのかというと困難な点がいくつか出てくる。日本規模で 1 つの政策を打ち出
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すとなれば、政府は非常に慎重になり行動に移すのが遅れてしまうので、まずは地域規模

で動かす事が有効である。日本は面積が小さいとはいえ、誰にも使われず放置されている

土地が多い。その土地に幼稚園を新たに増設すると少しは待機児童問題が解消される。ま

た、税収の少ない地域は増設が難しいかもしれないので、既存の幼稚園の職員を増やした

り野外を利用して青空教室を開く事も効果的である。ゲームばかりしたりずっと家の中に

居る子供が増えている現代、青空教室を開けばみんなで体を動かしたり太陽の光を浴びな

がら笑い合う事ができる上、生徒数も多く募集できる。親からすると、このような企画は

子供のためになるので嬉しい事である。お金もかからず子供のためになる事は誰にとって

も有益だ。 

 

 

私の最も関心がある社会的問題は高齢者の健康問題だ。私の祖母は糖尿病を患っており、

その上認知症の症状も出始めた。そんな祖母や祖母の介護で苦労している私の父をみて、

このテーマに興味を持った。 

平成 25 年時点の、生まれてから死ぬまでの期間を表す平均寿命は、男性 80.21 年、女性

が 86.61 年である。この数字は他の国と比べると、かなり高い数字である。一見すると長

生きでいいじゃないかと受け取れる。しかし、日常生活に制限のない期間を表す健康寿命

を見てみると平成 25 年時点で男性 71.19 年、女性 74.21 年である。平均寿命と健康寿命の

差が男性 9.02 年女性 12.40 年ある。つまり、長生きではあるが、高齢者は平均して 10 年

ほど健康上何かしら不自由を感じながら生活をしているのである。平均寿命と健康寿命の

差を少なくし生涯健康社会をつくることが課題である。(データは、厚生労働省「健康日本

21(第二次)の概要」より) 

生涯健康社会をつくるためには平均寿命よりも健康寿命を意識するべきである。高齢者

が健康でいるためには、「規則正しい生活をする」「食生活に気を配る」「軽い運動習慣を取

り入れる」「からだの不調に早く気づく」「こころの不調に早く気づく」(健康・体力作り事

業財団「高齢期のこころとからだの健康管理」より)ことが大切である。つまり、早寝早起

きをし、栄養バランスに気を遣った朝昼晩の三食を摂り、昼間にはウォーキングなど運動

をする。さらには自分自身の変化にも敏感でなければならないのだ。これらを高齢者一人

だけで実践するのは無理がある。そこで地域社会の協力が求められる。高齢者が自分で自

分を健康に、ではなくて、地域で高齢者を元気にしよう、ということである。 

そのために求められる研究アプローチは地域科学からのアプローチである。それだけで

はない。運動習慣を取り入れるため、からだの不調に気づくためには健康科学も必要であ

る。こころの不調に気づくには心理学も必要である。これらの分野を融合したアプローチ

が必要である。例えば、健康教室を開いても、高齢者が来なければ意味がない。そこで地

域住民が高齢者を誘い合わせて来るような地域のつながりがあれば、健康教室は大にぎわ

いになるだろう。また、からだやこころの不調は他人が気づくことも多い。地域住民が高
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齢者と密接な関わりを持つことで、そういった変化にも気づいてあげられるのではないか。

そのためにも高齢者と地域住民が関わる場や、普段から高齢者に声をかけてあげる優しさ

も必要である。 

健康寿命を伸ばすには、ただ高齢者が頑張れば伸びていくものではない。地域の支えや

ぬくもりが必要である。それが可能な仕組みづくり、人間形成が必要である。 

参考文献・ウェブサイト一覧 

1) 厚生労働省、健康日本 21(第二次)の概要 

http://www.mhlw.go.jp/topics/2015/02/dl/tp0219-05-05p.pdf、5/26 閲覧 

2) 健康・体力作り事業財団、高齢期のこころとからだの健康管理 

http://www.health-net.or.jp/tairyoku_up/chishiki/foodlife/t03_07_02.html、5/26 閲覧 

 

 

1) 私が最も関心を抱いている社会問題は少子化問題である。その理由は少子化によって

生まれてくる子供が減少すると、未来の労働人口も減少することになるからだ。労働人口

の減少はそのまま税収の低下につながる。そのため保険料などの社会保障費の捻出が今以

上に困難になってしまう。また、現在賦課方式で運用されている年金システムの維持も難

しくなる。何か対策をしなければ将来への不安からさらに子供の数は減少し、負のスパイ

ラルに陥ることになる。だから私は少子化問題に優先的に取り組みたい。 

2) 少子化問題の解決には原因の究明が不可欠である。そのため結婚している男女に子供

ができたらどのような支援を行ってほしいかをアンケートなどで調査することが有効であ

ると考える。また、実際に少子化に陥ったがそれを立て直した国の政策を研究し、参考に

することも重要である。現在は少子化問題の原因として未婚率の上昇や晩婚化、待機児童

問題が存在している。これらの問題に差し当たっては取り組んでいくことも大切だ。 

私は大学では特に少子化問題を解決した国の政策についての研究を積極的に行いたいと

考える。1 つ目の理由は。総合科学部には公共政策コースがあり、政策の研究について先生

方の指導を受けやすいことだ。2 つ目の理由は、わたしは将来国家公務員として少子化問題

に携わるつもりであるため、政策研究の経験は無駄になりにくいからである。具体的に研

究の対象とする国はフランスとスウェーデンにするつもりだ。この 2 つ国は内閣府の調査

資料の中でも少子化を克服した国として取り上げられているからである。(内閣府 『内外の

少 子 化 対 策 の 現 状 に つ い て 』

http://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/future/0718/shiryou_08.pdf)この 2 つ

国の政策の研究を通して少子化問題解決の糸口を探っていくことを、私の大学での学びの

大きな目標として位置づけて取り組んでいく。 

 

 

私は今、少子化について関心を持っています。なぜなら少子化はそのほかにも様々な問
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題を引き起こすからです。例えば少子化によって労働者数が減ります。労働者数が減ると

いうことは納税者が減るということになり所得税から得られる国の財源も減ってしまいま

す。このような事態に陥ってしまえば、これから先、今と同じような国からの手当てを受

けることが難しくなり、国が負う借金が増えてしまうという可能性が考えられます。また、

日本は今、国民年金で賦課方式をとっているので働いている人が高齢者の年金を支払って

います。医療技術の進歩で平均寿命がたかくなったことによって、少子化に加えて高齢化

が進み、年金受給者数や福祉手当を受ける人の数が増えてきています。今と同じ年金制度

のままこれ以上少子化が進んでしまっては私たちの世代が高齢者になった時にもらえる年

金はない、もしくは著しく少ないのではないかという不安があります。 

この課題を解決するために、女性一人当たりの子供の出産人数の推移や、子供を産む女

性が少なくなくなってしまった理由などを社会的な背景に注目しながら調べる必要があり

ます。なぜなら、少子化になってしまった原因は女性にあると推測できるからです。少子

化が問題視されていなかった頃は男性と女性の社会的立場や役割には大きな差があり、子

供を産むことが家を繁盛させるためにも重要視されていました。しかし、このような男女

差を問題視する声が増え、男女差別を解消する法律ができ、現在では女性の社会進出が当

たり前のことになりました。このことが女性の出産に対する考え方に変化をもたらしたと

予測できます。だから様々な調査を行う際には時代ごとの変化とその理由を社会的な背景

と関連付けて考えることが重要です。それ以外に子育てに関する問題点を調査することも

有効的だと思います。子供を産んでしまえば終わりというわけではなく子供を産んだ以上

は育てなければならないという義務があるので出産だけに注目せずにその先の子育ての事

まで目を向ける必要があります。 

 

 

"今回の授業は地域貢献についての授業であった。大学の教育はリベラルアーツ(教養教

育)、学術教育(専門教育)、職業教育(キャリア教育)に分かれている。この学び方は国によっ

て様々である。総合科学部では専門教育の割合が 5 割程度で教養教育、キャリア教育の割

合が高い。しかし医学部や薬学部では専門教育の割合が 7 割と高くなる。総合科学部では

教養教育が多く学べるところが良いところだ。また「総合科学」という専門分野はなく複

雑化する諸現状や社会課題を解決するのに求められる研究手法である。これは現代起こっ

ている様々な問題は 1 つの分野から解決出来るものではなく多くの視点から見る必要があ

るので総合科学部で学習することは将来に役立つ。また授業の事前課題として「人口問題」

に関わる課題、事項、関連問題をリストアップしてきていたが他の人の意見を聞くと自分

の考えていなかったことがたくさんのあった。総合科学部で学ぶべきことはまだまだたく

さんあると感じたのでこれからしっかり学習していきたい。 

 

私が社会的問題として関心をもっているのは少子化が進んでいることと子どもによる自
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殺率高いことである。少子化については、長い間言われ続けているのにも関わらず解決し

ていく見込みが現れないからである。また、将来を担う子どもがどんどん少なくなってい

くと今の若い世代である私たちが苦しくなるということが言われているからである。子ど

もの自殺率が多い件に関しては最近多くニュースでこのことについて報道されていている

からだ。子どもによる自殺の理由は様々であると思うが、少子化が問題になっている今こ

の問題は出来るだけ早く解決しなければならない問題の 1 つである。 

少子化問題は女性の社会進出や待機児童問題などの理由が考えられる。この問題を解決

するためには、今までに行われてきた政策などを調べ結果どうなったのかそして今後はど

のような政策を行うことで日本の女性が子ども産みやすい環境を作っていくことが出来る

のかを調べていく必要がある。例えば女性が子どもを育てやすいような会社を作っていく

べきだと言われて会社に保育士さんを置くことが提案されたが現状では保育士不足でなか

なか保育士さんがいる会社はない。ということは保育士さんが働きやすい環境つくってい

くことが問題解決の第一歩になるのではないだろうか。 

子どもの自殺率が高いという問題を解決するにはまず自殺の理由、また今生きている子

どもたちの現状を詳しく調べる必要がある。自殺の理由はいじめ、家族問題などがある。

なくなってしまった子どもはどのような環境どんな心境で生活してきたのかを調べ今同じ

ような環境に追いやられている子どもが同じ目に合わないように対応していく必要がある。

心に大きな傷を負った子どもの心を読み取ることは難しく専門家によるカウンセリングが

必要になるので出来るだけ早く子どもの異変に気づき大人たちが声をかけてあげることが

大切である。また、学校で行われているいじめに対する調査では現状を正直に打ち明けら

れている子は少ないと思うので違う方法を考えることも大切だ。 

 

 

1 私が関心をもっている地域課題は過疎化と少子高齢化の問題です。高校を卒業して都市

圏に進学、就職する友人も多いし、わたしの自宅近くの住人はご年配の方がほとんどで、

子供はほとんどいないし 全体として人数も少ないです。徳島県は特に少子高齢化や過疎化

が進んでいるし、そのことを私自身すごく実感し、悲しくなったので、過疎化や少子高齢

化の問題に興味を持ちました。 

私の住む地域は子供がほとんどいなくなってしまい、近所の公園で子供たちが遊んでい

る姿を見なくなったし、地域伝統のお祭りや子供会がなくなってしまいました。毎年お祭

りの時期になると聞えていたお囃子が聞こえなくなって寂しいとご年配の方々もおっしゃ

っているし、私自身も小さい頃に楽器を地域の方に教えてもらって一生懸命練習した思い

出があるのでとても寂しいです。少子高齢化や過疎化が進むことで、地域の大切な伝統や

文化も失われてしまいます。 

2 少子化対策として、まずは子育て環境や制度を整えることが必要です。昔に比べると働

く女性も増えたし、育児休暇を男性もとれるようになったりと、男女平等の実現に大きく
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近づきましたが、子育てを支援する制度や環境があまり整っていないので、もっと充実さ

せるべきです。社会福祉学や政治学の分野からアプローチし、海外の制度を学んだり、待

機児童問題を解決したり、もっと住民の声に耳を傾けて制度を作ったりとするするべきだ

と考えます。今日では核家族化が進んでいますが、私は複合家族という家族形態が、少子

高齢化社会が孕む問題を解決してくれると考えています。夫婦 2 人だけで子育てをするの

は大変ですが、複合世帯だと子育てがしやすくなるし、高齢者の孤独死問題の解決にも繋

がります。社会学の分野から少子高齢化問題を解決するために、核家族化が進む原因や解

決法を探ってみたいと私は考えいます。 

高齢化を食い止めるのは難しいですが、高齢者が健康にいきいきと暮らしていけるよう

に社会を作る活動をしていくべきだと考えます。地域での集まりを設けて交流したり、健

康づくりのための活動を行なったりすることで そのような高齢者が生きやすい社会に近

づくのではないでしょうか。 

過疎化を解決するためには、観光分野からアプローチするのが効果的だと考えました。

定住人口だけだなく交流人口を増やすことで、高い経済波及効果で産業が潤ったり、まち

や人に活気が生まれます。よりよいまちを作ることで定住人口も増えて、若者の流出を防

ぐことが出来るかもしれません。地域活性化に力を入れることで、県内での少子高齢化、

過疎化問題の解決に繋がります。しかし、どこかの県の人口が増えればどこかの県の人口

が減るので、日本全体としての過疎化問題の解決は不可能なのではないでしょうか。 

 

 

1)私は「待機児童」に関心を持った。この課題に関心を持った理由は待機児童の増加によ

り、女性の社会進出が難しくなっていることだ。昔からの偏見であるが、家で育児をする

のは男性よりも女性が多い。もし働きたい女性の子供が待機児童になってしまうと、子供

から目が離せなくなってせっかく働きたいという意思を持っているにもかかわらず働けな

くなってしまう。このような社会的影響があるから「待機児童」に関心を持った。 

2)まず、「待機児童」とは「保育所への入所・利用資格があるにもかかわらず、保育所が

不足していたり定員が一杯であるために入所できずに入所を待っている児童のこと」(庄司

洋子他編『福祉社会辞典』p.668, 弘文堂, 1999 年より)と定義されている。まず待機児童の

主な原因には、保育士の不足、騒音問題やコスト面の問題による保育施設の増設が難しい

こと、長引く経済不況などが挙げられる。この課題を打破するために「行政学」の面から

アプローチすることが有効である。その理由は、先ほど挙げた原因の多くは行政に問題が

あるからだ。保育士の不足については、保育士に就きたいと考える人が少ないのは保育士

に対する給料が少ないことや、休暇が少ない・取りにくいこと、または社会的評価が低い

ことを理由とする人が多い。まず、保育士を増やすためには給料を増やすなどの待遇を改

善する必要がある。政府も 2013 年度に 340 億円の補助金を投入したが、それでは保育士一

人あたり 1 万円ほどにしかならなかった。それで「保育士になろう!」と思う人が増えると
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は考えづらい。そこで、行政学的に政府にどれだけ業務内容と給料が見合ってないかを抗

議することは今の状況的に有効である。また、増設が困難である問題については「建築基

準法」に基づく「百平米の壁」が問題の一つであるようだ。建物が百平米を超えると、住

居から施設への用途変更やスプリンクラーの取り付けなどが必要となる。その上待機児童

で困っている母親は都心に多い。都心では大きく土地を取ることが難しいだけで無く「子

供の声がうるさい」などといった不満の声が多くなる。そのために増設が難しくなってい

るので、政府からのアプローチが大切である。建築基準法の過剰な規制の緩和、または近

隣の人たちに保育園の必要性を認識させることが必要である。したがって、「行政学」から

のアプローチが有効である。 

 

 

自分が最も関心を抱いている社会的な課題は、待機児童問題である。関心を抱くように

なったきっかけは、話題となった「保育園落ちた日本死ね」のブログを見たことだ。保育

園に申し込んでも、空きがなく、子供が入園できないという問題が、主に都市圏で深刻で

ある。このような状況では、保護者は働くことができず、生活にも影響を及ぼす。また多

くの場合、母親が仕事をすることが難しくなる。待機児童問題は家庭に貧困をもたらすだ

けでなく、女性の社会進出の妨げにもなっているのである。また、「子供ができても保育園

に入れず、会社を辞めないといけなくなり生活が苦しくなる」という認識が若者に広まる

と、子供を産むことに消極的になってしまうだろう。そのため、少子化や晩婚化の進む一

因ともなる。 

これを解決するためには、公共政策の分野からのアプローチが考えられる。なぜなら、

この問題の原因には保育士不足が挙げられ、保育士の数を増やすことが、待機児童削減に

有効であるからだ。保育士の仕事は責任が重く、また残業も多く大変な仕事である。しか

し、現在、保育士の給与は、仕事の大変さに対して少ないと言われている。これでは、保

育士になろうと考える人が少なくなってしまうだろう。そのため、保育士を増やすために

は、保育士の待遇を改善しなくてはならない。公立の保育園の運営費は、保護者からの保

育料と、国と都道府県からの補助金で成り立っている。そのため、公共政策の分野からの

アプローチとして、政府からの補助金を増やし、保育園の運営費を増やすことで、保育士

の給料が上がるように取り組むべきである。また、これによって保育士の人員が増えると、

残業などの一人あたりの負担を減らすこともできる。加えて、認定こども園のような新し

いサービスを積極的に推奨し、活用していくことも有効である。幼稚園と保育園での法律

や経理の違いなどの問題に取り組み、認定こども園を増やすことで、保育園の不足を改善

することができる。 

このような理由から、待機児童の問題に、公共政策の分野からアプローチしていくこと

が有効だと考える。 
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私が最も関心を持っている社会問題は少子化問題である。私がこの社会問題に興味のあ

る理由は、少子化問題が起こっている原因には多くのことが考えられること、そして少子

化問題が原因で農産業の後継者不足など様々な社会問題が生まれていることである。まず、

女性の未婚者の増加、結婚の時期が遅くなっていることである。次に、保育所不足である。

女性の社会進出が進んでいる中、育児と仕事を両立できる環境が整っているとは言えない

状況にあるため、仕事を続けることを選んだ女性からは出産という選択肢は消されてしま

うのである。また特に、保育所不足については、子供を産めといった最近の風潮に対して

反論したくなるような問題であり、少子化の原因として多くのウエイトを占めているので

はないだろうか。この問題を解決するために私が考える研究の方法は、まず未婚者が結婚

をしていない理由について調査をし、その理由に対しての解決策を考える。次に、育児環

境の面で保育所不足に注目し、なぜ保育所の数が足りていないのかを調査するとともに主

にどこの地域で足りていなくて保育所不足を解消するために行われている対策、例えば最

近聞くことであれば自宅で子供をお年寄りが預かりお世話をするなどがあればその活動が

まだ浸透していない地域にそうすれば伝えることができるのか考える。また、私が通って

いた幼稚園でも多くいた保育士をやめる人についてなぜやめたのか調査をし、その理由を

元にやめる人が減るような対策を考える。このように少子化の原因であると考えられるこ

とのそのまた理由についての調査をすることでより問題の根本の部分からの解決が目指せ

ると考える。そして、本当の意味での解決を目指すのであれば、理由の理由について調べ

る方法をとっていくことでたどり着くことができる。調査ばかりであると思うかもしれな

いが、多くの調査結果を参考にすることで偏った目ではなく様々な角度から問題解決への

糸口を見出せる。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的課題は少子高齢化である。これは今の日本にとって大

変重要な問題だ。私が少子高齢化に関心を抱いている理由は、第一に子供の数が減少し、

高齢者の数が増えるということは、労働者の数が少なくなり、その分だけ経済的損失が増

え、日本の経済が危うくなると感じているからだ。また子供の数が減り、高齢者の数が増

えるということは、年金や介護のために必要な税金は増えるのにもかかわらず、働いて税

金を多く納める若い労働者が少ないから、一人にかかる税負担が上昇してしまう。また高

齢者の数が増えるとそれに伴い必要な年金が増えるし、介護も必要になってくる。介護に

は人手も必要であるし、施設も必要になる。これから働くことになり、親を介護する必要

が出てくる自分とは切り離すことのできない問題だからだ。労働者の数が少なくなってし

まう問題の解決策として、退職年齢を引き上げるといったことや、外国人労働者を受け入

れるといったことが考えられる。先の考えは、退職年齢を引き上げることによって年金受

給年齢を引き上げることができ、不必要な年金を減らすことができる。後考えは、日本は
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外国人労働者の受け入れに対して非積極的なので難しいが、これは外国の優秀な人材を逃

してしまっていることである。退職年齢を引き上げることや年金受給年齢の引き上げもそ

うだが、国の政策の転換が必要である。また、労働者の数が少なくなる問題の解決策とし

て、機械化によって必要な労働者の数を少なくすることなども考えられる。これは機械技

術が発達している日本にとっては大変有効な手段である。これらの解決策は介護の分野に

おいても有効だ。なぜなら、介護に必要なものは、人手や施設を建設するためや維持する

ための税金などだから、前に述べた、機械化によって人手不足は解消できるし、退職年齢

を引き上げることによって年金受給年齢を引き上げ、それに伴って必要な年金が少なくな

るということは、その分だけ介護に税金を使うことができるからだ。 

このように少子高齢化には多くの問題がある。これからの日本を支えていくことになる

のは私だからこそ、この問題に対して真摯に向き合っていかなくてはならない。 

 

 

私が一番関心のある社会問題は「少子高齢化問題」である。私の住んでいた地域では、

少子化の影響で子供の人数が少なくなり、小学校が閉校してしまったり、高校が合併して

しまったりしている。また、高齢化の進行はすごく、山の方に住んでいる人はほぼ高齢者

の人たちになっている。「少子高齢化」は私にとって非常に身近な問題である。このまま少

子高齢化が進行すると、人口の大半が高齢者となり、高齢者を支える若者がいなくなって

しまう。また、一人の若者への負担が大きくなり、高齢者人口の比率が高まると、年金・

医療・介護などの社会保障の負担が懸念される。労働人口も減ってしまう。少子高齢化の

原因は、未婚率の上昇、結婚から出産までの年数の増加などが挙げられている。また、子

供を望んでいても授からないケースも増えている。だが、医療技術の発達により、寿命は

どんどん延びていくため高齢者は増える。少子高齢化は明らかに問題であるが、みんな危

機感が薄い。もっと危機感をもち、真剣に考える必要のある問題である。 

少子高齢化に対する対策で必要なことは「助け合い」である。高齢者になるとできない

ことが増えていく。ヘルパーさんを頼むにも金銭的に苦しいし、介護職自体が不足してい

るため安定した援助が得られるか不透明である。だから近隣住民同士で助け合えば、みん

なが安心して暮らせるし、少子高齢化社会に対応できるのではないだろうか。また、子供

の産みやすい社会を作ることも大事である。若い人たちが子供を産まない理由の一つに「経

済的負担」がある。子供が欲しいのに経済的な理由で産むことができない人がいるのも事

実である。いかに経済的な負担を感じずに、充実した子育てができる社会が作れるか考え

ていかなければならない。このことからこの問題を解決するためには、経済学や、公共政

策学の観点から研究をして、解決策をもっと考えることが重要になってくるのではないだ

ろうか。 
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(1)私が最も関心を寄せている社会的な課題は、日本の平均寿命はどの国よりも長いが健

康寿命との差が大きいということだ。健康寿命とは寝たきりなどではなく健康な状態であ

り、問題なく日常生活を送れる状態のことである。なぜ私がこの課題について最も関心を

寄せたかというと、今日の日本は少子高齢化となっており、高齢者は 2 割を超えている。

ニュースでも老老介護や認知症などの言葉をよく聞くし、そして私にはあと数年もしたら

健康寿命に達する年齢になる祖父母がおり、この課題が身近な問題だったからだ。2010 年

度において健康寿命は全国平均で女性 73.62 歳、男性 70.42 歳で、日常生活に制限のある

期間の平均はそれぞれ順に女性 12.68 年、男性 9.13 年となっている。この数字は他の国と

比べて大きい数字である。それだけ日本は健康寿命が平均寿命に追いつけていないという

ことである。ではどのようにすれば健康寿命が延びるのだろうか。 

(2)この課題を究明・解決するためには心身について研究することが有効であると考えら

れる。なぜならば健康寿命を伸ばすためには生活習慣の改善、適度な運動、前向きに物事

を考えるというこの 3 点が主に大事であるからだ。高齢者は病気にかかると治りにくかっ

たり、悪化しやすかったりする。それを少しでも防ぐには、まず休息をきちんととったり、

喫煙や飲酒を控えたり、栄養をバランスよくとったりなどすることで生活習慣を改善する

ことから始めるべきだ。次に適度な運動についてだ。歳をとればとるほど運動不足になり

がちであるし、骨も弱くなってくる。要介護の主要な原因の一つである転倒や骨折なども

骨の弱さからくるものである。まずは毎日家の近所をウォーキングすることから始めてみ

て、徐々に歩く距離を伸ばしていき体力をつけていくことがいいだろう。最後に前向きに

考えるということだ。人生で高い目標を持つ人は目標を持たない人よりも死亡リスクや健

康寿命が長いことがアメリカの研究チームの調査で明らかになっている。これらのことは

高齢者だけではなく、若い時からの積み重ねでもあるから、今すぐにでも以上のことに気

をつけることを始めることが将来的にさらに長く健康的な生涯を過ごすことにつながるの

だ。 
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1) 社会的な課題、地域課題とは、具体的にどのような例があるか調べた。その中で

私が関心を持ったのが、待機児童についての問題である。現在、日本は少子高齢化社会が

問題となっている。出生率の低下により子供の数が減り、平均寿命の伸びにより高齢者と
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呼ばれる人の数が増えている。高齢化により医療や介護の人手が不足する、老人ホームの

入居を待たされるといった問題が生じるのは理解できる。しかし、少子化と言われている

現在、なぜ待機児童という問題が生じるのか。その繋がりを知りたいと思った。 

また、政府が少子化対策を進めても、それは待機児童を増加させてしまうのでは、と思

いこの待機児童問題に関心を持った。 

2) まず、待機児童の原因について考える。 

1)で述べた少子化と待機児童の繋がりについて。少子化によって、待機児童が減っている

かと思いきや、実は保育所を必要とする子供は増えている。不況や女性の社会進出により

共働きの家庭が増えたことが原因である。かつては、生活費は男性のお給料だけで足りて

いて、女性は専業主婦という家庭が多かった。 

待機児童の人数が最も多い県は東京都である。単に子供の人数が多い、また保育所を作

る場所がないということもあるが、核家族世帯が多く子供を預かってくれる人がいないと

いうことも関係するだろう。現在と昔と家庭環境の変化が影響している。 

また、保育士の人手不足も原因している。待機児童は 0 歳から 3 歳未満の子供が多い。

保育士の配置基準があり、0 歳から 3 歳未満の子供は 3 歳以上の子供に比べ、保育士の人数

が多く必要である。保育士は低収入、過去苦労のため、辞めていく人が多い。新たに保育

所を作ったとしても、そこで働く保育士がいなかったら何の意味もない。 

待機児童の問題を解決するには、労働規則を見直す必要がある。子供がいる親にとって

働きやすい環境を作る。具体的には、育児休暇の期間を長くする。育児休暇は子供が 1 歳

になるまでと決まっている。期間を長くすることで、待機児童の多くを占める 0 歳から 3

歳未満の待機児童が減る。また保育所の労働環境を改善し、保育士を増やすさなければな

らない。 

 

 

世の中は今、多くの社会問題であふれている。その社会問題の代表的な例が、日本の超

高齢社会の形成である。超高齢社会とは、高齢化率が 21%を超えている社会のことだ。こ

のような社会では、様々な問題が起こる。 

その一つの例が、高齢者が増加していることによって、医療や介護サービスが不足する

という問題だ。福祉施設や老人ホームを利用しようとしても、高齢者が多数いる状態では

利用が制限され、十分なサービスを受けられないといったようなことが起こる。このよう

な医療・介護サービスの不足問題を解消するためには、もっと福祉施設を増やし、福祉関

係のサービスを充実させることが重要である。加えて日本には高齢者が多いため、それを

利用して高齢者の行動パターンを調べ、どのような状況になれば介護を必要とするのかを

研究すれば、介護の必要な人から優先して福祉施設を利用してもらうことができるだろう。 

また、少子化問題も今後の福祉関連の問題に影響を与える。若者の数が減少すれば、医

療や介護の現場で働く若者の数も減ることとなる。介護は体力を必要とする職業であり、
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体力のある若者に向いている仕事である。しかし、その若者の数が減ることは、介護の世

界にとって深刻な問題であろう。そのような状況下では、高齢者を高齢者が介護する、い

わゆる老老介護の問題も起こりうる。このような介護問題を解決するためには、介護を職

業として行なう若い人材の育成を充実させ、介護を行なう人々の待遇をもっと良くしてい

くといったことが必要である。そして、若い人々に介護に参加してもらえるようにするこ

とも必要である。最近、人物などの写真ではなく、キャラクターのイラストなどを使用し

て作られた自衛官や警察官の求人のポスターを見かけることがある。このようなポスター

で本当に効果があるのかは分からないが、若者に向けてアピールできるように努力してい

ることが見て取れる。介護職でも、介護の良さをアピールするために、介護職の求人の広

告を若者へ向けたものに変えてみるのもいいかもしれない。このように、広告によって若

者の行動がどのように変化するかを、若者を対象にした心理学的観点から研究してアプロ

ーチしていけば、若者の介護参加率が増えるだろう。 

私は上記のような地域課題に関心がある。そして、将来的に継続していくことが予測さ

れるこの課題について、早めに対処していくべきだと考えている。 

今回の授業では、人口問題について学んだ。人口の増加には食糧問題など多くの弊害が

伴うものだが、日本は若者の数を増やさなくてはならない状況であるため、どちらも解決

するための妥協点を見つける必要がある。 

 

 

私は、社会的な課題として少子高齢化問題を挙げる。少子高齢化に伴い起こる生産年齢

人口の減少は経済の縮小をもたらす。つまり労働力が不足するのだ。総務省によると 2015

年の生産年齢人口が 7592 万人であったのに対し 2060 年には 4418 万人にまで減少すると

い う 。 ま た 、 総 人 口 は 1 億 人 を 割 る 。 ( 総 務 省  平 成 28 年 版  情 報 通 信 白 書 

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h28/html/nc143210.html 5 月 28

日現在)そうした中で、労働力の確保は急務であろう。 

この課題へのアプローチとしてまず難民・移民の受け入れを提案したい。日本と同じよ

うに少子高齢化に悩むドイツでは、難民受け入れを積極的に行っていた。それは外国人労

働者を確保し生産年齢人口の急激な減少を抑えることに繋がる。しかし問題はある。難民

を受け入れることにかかるコスト、外国人による犯罪の増加、差別などだ。昨今の相次ぐ

テロ問題によって、難民受け入れに積極的であったドイツでも批判的な運動が目立つよう

になった。日本でも難民や移民に対する印象は芳しくないのが現状だ。 

世界は難民の受け入れを求めている。難民にとっては生死に関わる問題でもある。また、

難民の受け入れは少子高齢化が進む先進国にとって、労働力の確保というメリットもある。

しかし私達は自国のことさえままならない状態だ。受け入れるための土壌が出来ていない。

昨今の情勢から考えれば治安の悪化に対する懸念ももっともだが、果たしてそれでいいだ

ろうか。私達は寛容であるべきだ。もちろん、自国の文化や国益を二の次三の次にという
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話ではない。まずは足元を見るべきなのだ。紛れも無い自国民に対する差別もあるだろう。

例えば女性の社会進出、同性愛についてなどだ。これらもほとんどが従来の慣習などによ

る偏見に由来するものが多い。 

私は少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少対策における難民の受け入れに肯定的な立場

にいる。しかし国内に現存する偏見や差別の芽をそのままにしていては継続的な対策とし

て不十分なものになってしまう。少子高齢化と差別の問題を同時に考えることによって、

内から外へ、その問題意識を広げたい。 

 

 

今回の講義では、人口問題についての事前学習と、大学教育について学んだ。講義の中

で人口問題の中で興味がある分野について考えたが、移民制度のような国際的な問題では

なく、日本の出生率の低さといった国内の問題に目を向けるべきだろう。 

日本国内には、東京一極集中や地方の過疎化など問題が山積している。その中で国際問

題を解決する余裕があるとは考えられない。また、移民を受け入れる目的は人口減少の抑

制であるが、日本国内の出生率が増えることでその必要がなくなるかもしれないからだ。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は高齢者ドライバーの事故防止です。以前まで

はテレビニュースや新聞で高齢者ドライバーがアクセルとブレーキの踏み間違いや、判断

の遅れ、危険時の判断不足などにより店内や病院に突っ込んだり、人をはねたり、敷いた

りしたという事故を見たり聞いたりしてもどこか他人事のように考えていました。しかし、

高齢の祖父が大きい事故ではなかったのですが事故を起こしてから他人事ではないと感じ、

何か対策などはないのか考えました。そして、いくつか良いのではないかと思う対策を見

つけることができました。まず、1 つは高齢者ドライバーが免許証を返納しても出かけたい

時に出かけることができ、1 ヶ月のガソリン代ほどコストのかからなくて済むような交通手

段を作ることです。自分は高齢者ドライバーであると自覚していても買い物などの移動手

段で車が欠かせない方がほとんどです。そういう人たちが免許書を返納しようと思う必要

があります。そうさせるための方法を徳島の場合で考えると、徳島の観光地や徳島マルシ

ェ、徳島のサッカーチームである徳島ヴォルティスなど徳島の県や市に利益が入る場所へ

の客を増やしてそこで多くの人にお金を使ってもらい、そこから出た利益を交通手段の運

営費に回し利用客を増やし、また客にお金を使ってもらうという経済の循環を利用し将来

出来れば運賃がタダの交通手段を作ることができれば高齢者ドライバーの事故防止ととも

に地域活性の 2 つ両方に繋げられるのではないかと考えました。他には、免許書返納者に

対して優遇措置をとることです。例えば、スーパーマーケット、大型ショッピングモール、

デパートなど多数のお店で使える商品券のような返納者限定の買い物券を返納した時 1 回

だけではなく毎月定期的に郵便などで配ることです。1 回だけでは返納してからのメリット



68 

 

とデメリットの数がデメリットの数の方が多くなってしまうので返納しようとする人はほ

とんど現れないと思います。だから、毎月定期的に返納者がわざわざ買い物券をもらいに

行く必要がないように郵送で届けるのが良いのではないかと考えました。以上が私が最も

関心の持っている社会的な課題とその対策です。 

今回の総科入門の授業を受けて 1 つ提案したいことが、π字型ではなく TT がたの方がい

いと思います。来年に使う時には古いとなってしまうかもしれませんが今若者の間で TT ポ

ーズというのが流行っているので生徒が食いつくのは一番 TT 型だと思います。 

 

 

1) 私が最も関心を抱いている社会的な課題は少子高齢化問題である。理由としては、

自分にとって一番身近な問題であり、早急に対策すべき課題の一つであると考えるからだ。

少子化と高齢化が共に進行することによって、若年層の人ひとりあたりに支えなければな

らない高齢者の数が増える。言い換えると、支えなければならない人の数が増えるにもか

かわらず、生産年齢人口が減少するのだ。生産年齢人口が減少すると都市が機能しなくな

ると考える。例としては、高齢者になり、退職すると地方に行ってしまう人も少なくない。

そこで、その人の分を補う労働力が必要であるが、少子化により補えないということが挙

げられる。このように、知らないふりができない段階まで来てしまっているので身近に感

じ、最も関心がある。 

2) 少子高齢化問題へのアプローチの仕方は二つある。一つは進行を防ぐ方法だ。ど

のように進行を防ぐかというと育児休暇の制度を充実させるのである。現在の日本の仕事

環境は育児休暇を取った際に復帰しづらい、十分なお金をもらえないといった特徴がある。

こういった理由から結婚し、子供を育てるのが不安であるというのも少子化の原因の一つ

だ。そこで、子供一人につき月額〇万円を支給するなどの児童手当を制度化すると良いと

考える。二つ目は高齢者の割合が増加することに対する策として、介護のための労働力を

AI で補うのだ。ただでさえ生産年齢人口が減っているにもかかわらず、若年層は介護に興

味がある人が少なく、人手が足りていない。そこで人間以外に頼るしかないと考えた。最

近になってソフトバンクの pepper を発明するなど人工知能の研究が進んできた。今、人工

知能が自ら学習することができる段階へ第一歩を踏み出せたと言える。自ら学習できると

会話において柔軟な返答が可能になり、高齢者の心が満たされる。また、人工知能とは違

って歩行の補助などをする装置も開発されると、若年層の負担が減る。こういった理由か

ら機械の研究を進め、高齢者の心身を支えることによって高齢化に対応することができる

と考える。 

 

 

1)2)少子高齢化に関心を抱く。なぜなら社会的問題は他人事に感じてしまう中、この問題

が深刻化するにつれ働き手の減少による年金の引き下げや資源の枯渇による食糧不足など
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の問題は個人個人に直接影響を受けていると感じる問題の 1 つだからだ。また授業で人口

問題について調べていく中、その解決策に興味を持った。 

その問題が招くものとして過疎・過密化、所得格差、核家族が挙げられる。少子高齢化

は女性の男女格差の減少に伴う女性の社会進出や価値観の変化による未婚・晩婚化また医

療技術の発達によるものだ。それらの要因だけを見ると決して悪いことではなくむしろ社

会がより良くなっているという風にも捉えることが出来る。少子高齢化問題を解決するた

めに女性に結婚を強いることや医療技術を遅らせるのは間違いである。この状況をいかに

切り抜けるかが問題となるだろう。そこで考えるのは少子高齢化の要因は何かということ

だ。未婚・晩婚化になるのは子どもの経済的負担で諦めたりすることもあるからだ。医療

技術は発達しているにも関わらず女性の場合、平均寿命は 86.61 歳だが健康寿命は 74.21

歳であり、この間介護の働き手がいる。しかしその高齢者を支える若者の数が足りない。 

こうした面から少子高齢化問題を解決するために政策学を必要とする。今はアベノミク

ス下において失業率は減少したが富裕層と比較すると庶民の給料は上がらず個人消費は落

ち込み、将来の不安のため高齢者の支出も減っている。税収をあげるために若者を必要と

するという点で移民を呼び労働してもらうことが早期解決である。しかし他民族差別では

ないが日本は多民族国家ではないため抵抗を感じ世論は受け入れに反対の声が多いためそ

の策だけで解決するのは少子高齢化以上に伝統文化が廃れたり日本人雇用が危うくなるな

どの大きな問題を生む可能性がある。他の策として日本の財政が破綻する前に子どもの教

育の経済的負担を担うのが有効であろう。 

「平成 27 年簡易生命表」厚生労働省 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/life/life15/index.html  2017 年 5 月 28 日閲覧 

3)饗場先生がおっしゃっていたように高校と大学での政治的発言の許容範囲の違いに驚

いた部分が私の中にもあった。政治は日々新しいニュースが取り上げられ全てを理解する

ということは出来ないが今、日本や世界で起こっていることにとり遅れないように視野を

広くしていきたい。 

 

 

私は、日本の少子化について関心がある。最近、待機児童問題が深刻化し、保育園入園

審査に落ちた主婦が SNS で「保育園落ちた日本死ね」という過激な言葉を書き込んだとこ

ろ、多くの親が共感し、流行語大賞トップテンにも選ばれるなど、話題となった。私の地

元ではそんな問題は全くなかったので、そんな問題が日本で起こっていることをその時初

めて知った。少子化対策と言っても、まず子育ての環境が整っていなければ少子化は改善

できないのではないだろうか。 

少子化には様々な原因があると考えられる。例えば、晩婚化、未婚率の上昇。その中で

もやはり特に大きな原因となっているのは、女性の社会進出にともなって増加した、共働

きの夫婦が子育てをする環境が十分でないことであるといえるだろう。夫が働きに出て、



70 

 

妻が専業主婦として家で子どもを見るという生活の家庭が減り、共働きの家庭が増え、核

家族化も相まって子どもの面倒を見る人がおらず、機関に子どもを預けるという家庭が増

えている。それでも、送り迎えなど時間はある程度制限される。都市での待機児童問題も

深刻になっている。このように、働きながら子育てをしようと考える人々にとってみると

子育ての環境が十分であるとは言えず、少子化が起きていることもうなずける。社会がど

うやってこの問題に働きかけていくか重要になってくる。 

そこで、現在自治体がやっている、子育てしている人々に対しての対応について調査し

たい。自治体の少子化対策として、福井県を例にとってみると、延長保育や病児保育、一

時保育など多様な保育サービスを推進し、特に病児保育にかかる運営費県独自に助成した

り、子育てしやすい環境づくりに取り組む中小企業に奨励金を支給したりと、様々な面か

ら子育てのサポートを実施している。このように各自治体が実施している対策を調べ、比

較し、どの政策がどのように作用しているのかを考える。また、共働きの夫婦に子育てに

関して、国や自治体に何を求めるかを尋ねる。そうやって少子化の対策として、何が必要

かを明確化する。 

 

 

1) 私が今最も関心を抱いている社会的な課題は、少子高齢化である。なぜ関心を抱

いているかというと、今まで日本の大きな問題として学校でも習ってきたし、今後の日本

経済の衰退にも関わる重要な問題であるからだ。 

2) 少子高齢化により様々な問題が起こっている。例えば、生産者人口の低下による

経済の衰退、若者の年金負担率の増加、介護問題などがあげられる。 

ここでは、生産者人口の低下を注目していきたい。生産者人口の低下による経済の衰退

に対する対策は、科学技術の増進、女性をより働きやすくする環境づくり、定年退職年齢

の引き上げなどが考えられる。一つ目の科学技術の増進に関しては、生産者人口の低下を

補うためにもっと効率の良く生産できるようにするためである。しかし、科学技術の増進

により今ある職業の多くがロボットに奪われてしまうという問題も出てきている。これに

対しては、ロボットにはできず人間にしかできない職業を見出していかなければならない。

二つ目の女性をより働きやすくする環境づくりに関しては、女性の労働者を増やすことで

生産者人口の低下を補うためのものである。女性には、子育てや肉親の介護で仕事を辞め

てしまう人たちがいる。子育てに関しては、男性の育児休暇の充実や待機児童問題の解決

などが対策としてあげられる。男性にも育児休暇が認められてはいるものの、職場の雰囲

気がやすみづらいという現状も未だある。これを解決するためには、男性の育児休暇を絶

対化し、育児休暇中は家庭が生活に不自由しない程度の給料をあげるようにすればいいと

考えられる。また、介護に関しては、介護士の人手不足を解決することが対策としてあげ

られる。今の日本では、介護士の仕事は非常に重労働であるのに、それにみあわない給料

の安さである。国が他の削れる費用を削り、もっと介護士の給料をあげて介護士の人数を
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増やすことで、女性が肉親を介護士に頼めるようにするべきである。三つ目に、定年退職

年齢の引き上げに関して、まだまだ働ける高齢者に働いてもらうことによって、これもま

た生産者人口の低下を補うためのものである。定年退職がきても、まだまだ働ける高齢者

はいる。そこで定年退職がきても、働ける人にははたらいてもらい、そうすることによっ

て年金の若者の年金負担率も軽減されることも期待される。 

3) 今の世界にはたくさんの人口問題があることが今回の講義で分かった。これらの

問題を解決するためには、国際的な問題には、日本だけでなく様々な国が協力し合ってい

かなければならない。そのためにもっと国連の力を強くするべきである。 

 

 

自分が最も関心を持っている社会的な課題は、高齢化における健康寿命の低下である。

戦後のベビーブーム世代が高齢者とされる年齢になりつつある今日において、高齢化率の

増加は仕方がないと考えられる。しかし医療が発達し、寿命が格段に伸びた現代に、健康

寿命が低下するのは何故なのか不思議に思ったからである。また、自分の親も自分もいつ

かは高齢者になるので、いつかは直面する問題であるからあらかじめ考えておきたいと思

うからである。 

この問題を解決するには、医療の面と行政の面との二通りの研究アプローチが有効であ

ると考える。まず医療の面で、この問題の大きな要因である生活習慣病の増加に対しての

研究を進めるべきである。生活習慣病は寝たきりといったしたいと思うことができにくく

なるような深刻な病気を引き起こしやすくするため、健康寿命に大きく関わっている。医

療の研究により、もっと早い段階での病気の発見ができるようになれば、病気を早く治療

できるようになるためその分の時間を好きなように使うことができる。また、新薬の開発

や新しい治療法の確立により治療期間を短くする事が出来れば、健康寿命を延ばす事がで

きる。行政の面では、食生活を見直す啓発活動や、運動教室の開講といった市民の健康意

識を向上させる取り組みを活発に行うべきだ。市民に健康について普段から意識を持って

もらうことで、暴飲暴食運動不足への自制につながるからである。公園や体育館でスポー

ツのイベントを開催したり、公共の建物に取り組みの啓発ポスターを貼ったりしてもいい

と思う。健康な高齢者にも、趣味の講座を開いたりして孤立を防いだりして、支援が必要

である。また病気になってしまった人への援助として、経済的に余裕のない高齢者にでき

るだけ少ない負担で最新の医療を受けられるようにする法整備を進めるのも大切だと思う。

病気の人とそうでない人への行政と、医療の分野の二つの研究アプローチがこの問題の解

決に有効だと思う。 

 

 

私は日本の少子高齢化に関心がある。日本の少子化の原因のひとつに女性の社会進出が

ある。女性が社会進出する(注 1)ことにより結婚しなくても自分で稼ぎ生活できるため晩婚、
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未婚の女性が増え子供を産む機会が減っているのだ。子供一人当たりにかかる費用が増加

し多くの家庭では共働きでなければ生活が厳しいが都市では保育所の待機児童の増加(注 2)

で子供を預ける場所がなく働きたくても働けない母親も多い。なかなか休みが取れない職

場や、産休育休を嫌がられる職場もあり働く女性にとってとても働きやすいとは言えない

環境で、働きながら子供を産み育てることはとても大変なのだ。こうした現状の中で子供

は減るばかりだが日本では医療の発達、食料の安定供給が進み平均寿命は伸びるばかりだ。

(注 3)加えて若者世代の投票率が低下(注 4)しており、さらに高齢者有利の政策になるため、

若者にとってさらに生きづらい世の中になる。私は子供を産んでも仕事を続けたいためこ

の問題は自分の将来のかかった問題である。そのため少子高齢化に関心を抱いた。 

この問題を解決するために私たちにできることはまず投票に行くことである。ただでさ

え少ない若者が投票しないことで政治家は投票してくれるお年寄りに偏った政策を提案す

る。投票するお年寄りも自分に都合の良い政治をしてくれる人に投票するため、結果どん

どんお年寄り有利な政策になり自分たちで自分たちが生きづらい世の中にしてしまってい

るのだ。先日の饗場先生のお話にもあったように政治に参加しなければ私たちは政治家に

利用されてしまう。選挙に行き自分の考えを表明し政治を変えていこうとする姿勢が必要

だ。次に子育てをする親御さんへの配慮をすることだ。昔のように地域ぐるみで子育てを

しない今、赤ちゃんの夜泣きで苦情を言われたり、電車に乗っていて嫌そうな顔をされた

り、周りの人の配慮が足りていないと感じることがよくある。もっとみんなで助け合うべ

きだ。子供を育てやすいと思わなければ子供が欲しいと思わないのだ。 

(注 1)厚生労働省・働く女性の状況・ 

http: //www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/josei-jitsujo/dl/14b.pdf 

閲覧日 5 月 28 日 

(注 2)厚生労働省・保育園等の待機児童数・ 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000078441.html 

閲覧日 5 月 28 日 

(注 3)厚生労働省・完全生命表・ 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/life/22th/dl/22th_02.pdf 

閲覧日 5 月 28 日 

( 注 4) 総 務 省 ・ 国 政 選 挙 に お け る 投 票 率 の 推 移 ・

http://www.soumu.go.jp/senkyo/senkyo_s/news/sonota/ritu/ 

閲覧日 5 月 28 日 

 

 

私が今最も関心のある社会的問題は、待機児童問題だ。 

徳島県では、ここ 5 年間で待機児童の人数が 2 倍以上になっており、共働き家庭が増え

ており、今後も増えていく傾向にある。少子化問題が深刻になっている中、何故こんなに
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も待機児童が増えていくのかとても不思議だ。しかも、0~1 歳児の待機児童がとても増えて

きている。とても共働きしていないと生きていけない社会の中で、自分の子供を保育園に

預けることが出来ないというのは大きな足枷になってしまう。また、待機児童が多いとい

う問題によって、子供を産んでも預けることが出来ないからという理由で少子化を助長さ

せる原因にも成りうる。とても、深刻な問題ではあるが、未婚率の上昇等の問題を解決す

るよりかは比較的手を付けやすい問題だ。具体的な解決策が出しやすいからである。以上

が、私が待機児童問題に関心を抱いている理由になる。 

国が抱える問題として、やはり保育士の不足と施設不足が挙げられる。私が考える解決

策として、まず施設不足から取り上げると空き家をリフォームして、その場所を保育所と

似たような場所にすることだ。地方を問わず、市内でも空き家問題は深刻である。また空

き家は広く範囲でところどころに存在するので、何ヶ所に似たような場所を用意しておけ

ば、施設確保と空き家対策になるのではないかと提案したい。しかし、保育園としての条

件を満たせる空き家があるか、空き家だと多くの児童を受け入れることが新しい施設を作

るより難しいかもしれないので、他の子たちとの交流が無くなったりする心配がある。改

善点は多くあるが、考慮してみてもいい解決策の一つである。 

施設不足より最も深刻な問題は児童に対しての圧倒的な人材の不足である。これは労働

とは釣り合わない安い給料や想像以上に過酷な労働環境が原因として、取り上げられる。

今日本では高度なサービスが求められており、新人保育士にもプロと同じレベルを求めら

れ、かなりの心の負担である。 

これは国家レベルでの対策が必要である。残業手当の確保、自分の子供を無料で保育園

に入れたりなどして手厚い配慮が必要になる。 

 

 

私は日本の人口減少について関心を寄せている。まず、近年の日本は少子化による人口

減少、高齢化などに悩まされているが、そういった現象によってなにが引き起されるのだ

ろう。 

まず、若者が高齢者を支える負担が大きくなる。平成 25 年には 65 歳以上の人口が 25%

を超え、その割合は年々増加し、現在では 27.6%にまで上る。 「人口推計」(総務省統計

局)http://www.stat.go.jp/data/jinsui/index.htm(平成 29 年 5 月 27 日に利用)これは 4 人に

一人が高齢者という計算になり、高齢者一人当たりを支える若者の数が少なくなることで、

若者の負担が増加する。例えば、年金制度は若者が将来の自分のためにお金を蓄える制度

ではなく、現在支給されている高齢者世代に使われる。高齢者が増加し、若者世代の比率

が減っていくと、今支払っている年金の額に対して、将来もらえる額がわずかになる可能

性が高い。もし年金の額を減らさないのであれば、若者世代の負担額が増える一方になり、

生活水準が下がることで少子化がより一層進む可能性がある。どちらにせよ、制度の見直

しを図るよりも、重要なのは少子化対策をして人口を増やすことではないだろうか。 
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そこで、人口減少を食い止める案のひとつとして掲げられているのが移民の受け入れだ。 

世界から若い世代を受け入れて直接人口を増やし、出生率を上げていくことで人口減少

を食い止めることが出来る。しかし、私は大量に移民を受け入れることについて反対であ

る。そして、実際に日本の移民の受け入れ件数は、ヨーロッパ諸国やアメリカなどに比べ

て圧倒的に少ない。それはいったいなぜなのだろうか。まず、現在日本で暮らしている異

民族は少ない。世界的にはグローバル化といわれているが、今の日本がいきなり文化や宗

教などの価値観が違う外国人を受け入れることは難しいだろう。移民を多く受け入れてき

たヨーロッパ諸国では宗教的なことからテロが起こったり、治安が悪化している地域が多

い。また、移民を受け入れることによって元の日本人の職業が奪われ、就業率が下がって

しまう可能性もある。移民を受け入れると今の日本の治安を維持することは極めて困難に

なる。 

 やはり、日本国内で出生率を増やすために、子供に対する補助を増やしたり、教育費の

負担を減らしていくことが、日本を衰退させない一番の方法になるだろう。 

 

 

1) 私が最も関心を抱いている社会的な課題は、高齢化にともなう健康の保持につい

てである。私は、幼いころから様々なスポーツに取り組んできた。中でも、最もスポーツ

の魅力や運動のすばらしさを感じてきたのがダンスである。まず何よりもダンスは、誰で

もどこでもいつでも、踊ろうと思ったときに実行できるのが魅力だ。老若男女を問わず、

音楽に合わせて体を動かしたところからダンスといえる。また、特にルールもないため、

自分の思うように体を動かし、自分の思いを自由に表現できる。ダンスの魅力を言い出す

ときりがないが、ほんとうにこれらの魅力を今まで感じ、続けてきた私は、ダンスが、明

るく豊かで活力に満ちた社会の形成に役立つのではないか、と考えた。楽しみながら自分

の意欲で体を動かして健康を増進させることは、今の時代にとても必要なことではないだ

ろうか。もちろんこれはダンスに限ったことではなく、なんのスポーツでも自分が好きな

運動を継続できればよい。ただ私なら最も勧めたいのはダンスであり、ダンスを生きがい

にして人生をより豊かで充実したものにするようにサポートしたいと思ったのが理由であ

る。 

2) まず、高齢者の健康の保持についてであるが、近年平均寿命と健康寿命の差とい

う問題がある。健康寿命とは、介護の必要がなく健康的に生活できる期間を示す。厚生労

働省によると、健康寿命が、2013 年は男性 71.19 歳(同年の平均寿命は 80.21 歳)、女性 74.21

歳(同 86.61 歳)であり、平均寿命との差は男性 9.02 年、女性は 12.4 年だった、と公表して

いる。厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会(厚生労働省 2014 年 10 月 1 日)。およそ

10 年間も自分の意志とは関係なく生きることなど、幸せだとは考えられない。だからこそ、

高齢者が楽しんで生きがいとして運動をすることができる場を提供することが大切だ。そ

のためには、高齢者が歳によってどのくらい動くことができるのか、ということや、運動
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に最適な時間や場所、そして効果的な最初の導入方法について研究をする必要がある。私

なら、前述したようにも、ダンスで最後の人生を豊かで充実したものにできるようにサポ

ートしたい。 

 

 

今回の総合科学入門講座では、社会連携と地域貢献について学んだ。 

(1)私が、今 1 番関心がある社会・地域課題は待機児童問題である。 

なぜなら、都市部の人口が増加していることによって、保育所に入所出来ない子供が増

えているからである。昔は、母親が結婚したら仕事を辞め家庭に入ることが普通であり、

また仕事を辞めなくても祖父母に預けるということが多かった。しかし、都市部への人口

移動、核家族化、女性の社会進出といったことにより子供を保育所に預ける家庭が増え、

待機児童という問題が発生した。それにより、保育所に預けることが出来ずに仕事に就く

ことが出来なかったり、高い金額を払って認可外の保育所に預けなければならない状況が

ある。女性の社会進出が進んだ現在、仕事をしていながらも安心して子育てできる環境が

必要である。 

(2)待機児童を解決するために、まず待機児童数を知りどのくらい保育所が必要なのか調

べることが重要である。単に保育所を増やすだけだと意味がないので、保育士の待遇につ

いても考えなければならない。現在、保育士の登録数は 119 万人いるが実際に勤務してい

る人は 43 万人だけで、76 万人もの人が潜在保育士(潜在保育士とは、保育士資格を持ちな

がらも、保育士として働いていない人のことである)である。(厚生労働省、保育士等に関係

する資料より)保育士は賃金が少なく、休暇などが取りにくいなどといった理由で働いてい

る人が減少している。まずは、保育士の待遇を改善する必要がある。 

だから、研究のアプローチとしては待機児童の現状を調べることも重要であるが、まず

は保育士という仕事の実態を知って待遇をよくする方法を考えなければならない。潜在保

育士を減らす方法を第一に考えれば待機児童を減らすきっかけになると考える。その次に、

保育所を建設するための場所や料金を考える必要がある。待機児童を考えるためには、保

育所に預ける側、保育所で働く側、保育所を建設する行政などさまざまな分野の問題を解

決していなければならない。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は、少子高齢化である。少子高齢化は、国内の

問題であり、日本の人口問題は何かと聞かれると真っ先に出てくる問題であるだろう。日

本にとって重要な課題であるこの問題の原因としては、出生率の低下や女性の晩婚化・未

婚化、また、平均寿命の上昇などが挙げられる。さらに、女性の晩婚化や未婚化の原因と

しては、社会における女性の地位がだんだん高くなっている、仕事が充実している、自分

のやりたいことを優先したい、といった女性の考えの変化が挙げられる。平均寿命の上昇
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は、医学の発展や医療サービスの充実などが要因であるだろう。 

私はスポーツに興味を持っており、特に、競技を絞って、相手に勝つための方法や自分

の記録を伸ばすための練習方法を考えることが多かった。しかし、高校生になって、部活

動の練習中に怪我をしてしまい、激しいスポーツができないときは何をしたらよいのかを

考えるようになった。さらに発展して、子供や高齢者とスポーツの関係について学びたい

と思い、高校の先生と話をしたり、本で調べたりした。調べると、スポーツと社会の関係

についての話題が多く、少子高齢化問題を含む、社会的な問題についても知ることが多く

なった。このように、高校生の時にスポーツについて調べたことをきっかけに、社会的な

問題も同時に考えるようになり、子供や高齢者とスポーツの関係を調べると、少子高齢化

問題が関わってくるというところに興味を持った。これが、私が少子高齢化に興味を持つ

理由である。 

ここまで、スポーツと社会問題を関連づけてきたが、保健体育を学ぶだけでは少子高齢

化は解決できない。例えば、女性の晩婚化や未婚化を減らすために、結婚をした人が経済

面や仕事面で有利になるような制度を作る、出産時には補助金が与えられるようにするな

どの策が考えられる。解決できるかどうかは別にして、解決策を考えるには、健康面だけ

ではなく、社会、経済、地域などの面を学ぶことも有効である。ひとつの問題でも、多く

の原因が絡み合っており、多角的に解決策を練るべきである。また、健康面から考えると、

少子高齢化問題をなくすというより、少子高齢社会の中でどのように生きていくかという

対応するための策になってしまう可能性がある。これらが、健康面だけでなく、社会や経

済などの面からも考えるべきだとする理由である。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は、少子高齢化問題です。この問題は、出生率

が下がっていることが原因となって起こっています。また、医学の進歩により、平均寿命

が伸びたことも関係しています。 

私が、少子高齢化問題に興味を持った理由は、二つあります。一つ目は、以前は 60 歳に

なれば、定年退職をして、年金をもらって生活するのが当たり前でしたが、現在では、65

歳までに引き上げられているからです。このようにすることにより、働く人数を増加させ

ています。二つ目は、高校の時に学んだ現代社会のある内容に興味をもったからです。そ

の内容は、これまで年金の集め方は、集めた保険料を、その当時の高齢者に、年金として

受け渡す賦課方式で行われていました。しかしながら、現在では、賦課方式と集めた保険

料をそのまま積み立てて、積立金を将来の財源とする積立方式の両方が採用されています。

このような二つの理由は、現代の働く人だけでは、高齢者を養いきれないことを物語って

います。65 歳まで引き上げることで、年金を渡す高齢者の数を減らしていると言えます。 

そこで、女性の社会進出が働く人数の増加につながっています。以前は、女性は画一的

な仕事が多くの割合を占めていました。しかしながら、ライフスタイルの多様化により、
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会社や政治などにも、女性は進出しています。女性の活動の選択肢が増えることで、女性

が自由に働くことができる環境になってきています。時には、女性のほうが話しやすい場

面もあるため、ビジネスにもいい影響が与えられています。しかしながら、いいことばか

りではありません。女性が仕事に充実感を覚え、晩婚化が進んでいることです。これは、

少子化につながっています。女性が働くことで、先で述べたように様々なメリットがあり

ますが、結局は、子供の人数が減っているといったデメリットが目立つようになってきま

した。 

このように、少子高齢化問題に対する改善策は非常に難しい問題です。この問題の解決

には、人それぞれの考え方を尊重する必要があるでしょう。たとえば、オランダで認めら

れている安楽死や一夫多妻制などがあります。今の日本では考えにくいことですが、それ

らは少子化、高齢化の改善になるでしょう。世界では、人口爆発が起こっているため、そ

の実態を研究すれば、最善策を見つけられるでしょう。 

 

 

 

ₒ ≤ ₓ 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は、一国内における経済格差、貧富の差である。

先進国と発展途上国での経済格差ももちろんあるが、私は一国内での貧富の差に関心をも

っている。 

なぜなら、同じ国に住み、同じ政策をしているはずなのに差が生じているからである。

民族、地域、宗教などによる経済格差は、そのような人種の違いは、選択の余地がないな

ど、本人に非があるわけではない。しかし、民族の違いによって政策が変わっていること

があったり、貧しい地域に生まれた子どもたちは、出生、死亡確認がされなかったりする。

発展途上国で、先に発展を遂げた地域に富裕層が、そのほかの地域に貧困層が居住してい

るという話はよく聞く。そのため、貧困層に対する政策が行われたり、新しい方法での経

済発展を開拓したりして、実際成功している例や、または国際協力などによる支援によっ

て、貧しくはあるが、生活の質が向上したという例もある。 

もちろんこのような格差も問題であり、まだまだ格差軽減のため、活動しなければなら

ない。しかし、先進国における経済格差も大変な問題である。なぜなら、基本的にその国

の経済は発展し、多くの国民の生活が安定し、その生活が安定している国民向けの政治が

行われているからである。発展途上国での貧富格差より規模は小さいかもしれないが、格

差の度合いは、先進国の方が富裕層の裕福さが大きいことも相まって、大きい。 

この課題を解決するにはフィールドワークが有効である。なぜなら、実際に現地に赴き、

現状を自分の目で確かめ、そこから発展させていく方法を考えるべきだからである。実際

に現状を見ないまま、格差軽減のための政策などを提案、実行していっても、実際は、そ
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の地域に合わないものであったり、もっと活用できる資源や文化があるのに無駄にしてい

たりする場合がある。また、貧富の差といっても、その地域ごとに、何が原因なのか、何

を先に解決しなければならないのか、などさまざまであり、必ず成功する格差軽減方法な

どないからである。しかし、その国の政府がそのすべてを執り行うことは難しい。よって、

政府ほど大きな力はないが、民間の援助活動を今後より活発化させていくことで、少しず

つ格差をなくしていくことが必要である。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は、一国内における経済格差、貧富の差である。

先進国と発展途上国での経済格差ももちろんあるが、私は一国内での貧富の差に関心をも

っている。 

なぜなら、同じ国に住み、同じ政策をしているはずなのに差が生じているからである。

民族、地域、宗教などによる経済格差は、そのような人種の違いは、選択の余地がないな

ど、本人に非があるわけではない。しかし、民族の違いによって政策が変わっていること

があったり、貧しい地域に生まれた子どもたちは、出生、死亡確認がされなかったりする。

発展途上国で、先に発展を遂げた地域に富裕層が、そのほかの地域に貧困層が居住してい

るという話はよく聞く。そのため、貧困層に対する政策が行われたり、新しい方法での経

済発展を開拓したりして、実際成功している例や、または国際協力などによる支援によっ

て、貧しくはあるが、生活の質が向上したという例もある。 

もちろんこのような格差も問題であり、まだまだ格差軽減のため、活動しなければなら

ない。しかし、先進国における経済格差も大変な問題である。なぜなら、基本的にその国

の経済は発展し、多くの国民の生活が安定し、その生活が安定している国民向けの政治が

行われているからである。発展途上国での貧富格差より規模は小さいかもしれないが、格

差の度合いは、先進国の方が富裕層の裕福さが大きいことも相まって、大きい。 

この課題を解決するにはフィールドワークが有効である。なぜなら、実際に現地に赴き、

現状を自分の目で確かめ、そこから発展させていく方法を考えるべきだからである。実際

に現状を見ないまま、格差軽減のための政策などを提案、実行していっても、実際は、そ

の地域に合わないものであったり、もっと活用できる資源や文化があるのに無駄にしてい

たりする場合がある。また、貧富の差といっても、その地域ごとに、何が原因なのか、何

を先に解決しなければならないのか、などさまざまであり、必ず成功する格差軽減方法な

どないからである。しかし、その国の政府がそのすべてを執り行うことは難しい。よって、

政府ほど大きな力はないが、民間の援助活動を今後より活発化させていくことで、少しず

つ格差をなくしていくことが必要である。 

 

 

私は、社会的な課題として国際的な子供の貧困について関心がある。なぜなら、日本人
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の私たちにとって過度な貧困に関する問題はあまり身近な問題ではなく、また飢餓で亡く

なったという話もそれほど耳にすることはない。しかし、世界に目を向けてみると 5 人に 1

人が 1 日 1・25 米ドル未満で生活をしている。貧困により、教育を受けることができない

ことで良い職に就けず、次に生まれてくる子供にも十分な教育を受けさせることができな

くなる悪循環が生まれる。このままでは、一生貧困から抜け出すことはできない。また、

教育だけでなく貧困によって生きていくのに一番重要である食料を十分に食べることがで

きない。貧困が進む地域では、多くの子供が 5 歳まで生きることができない子供が多く存

在する。私たちは普段当たり前に生活してご飯を食べることができるが感謝を忘れず生活

していくためにも子供の貧困について学びたい。 

このような課題を究明、解決していくためには、まず現地へ行って状況を実際に見てみ

ることが重要である。現地でなければ分からなかったことがあるかもしれないし、貧困に

繋がる問題が見えてくるかもしれない。そのため、私は国際協力に積極的な NGO のプログ

ラムや内閣府や外務省の留学プログラムに参加したい。学生や社会人といった幅の広い年

代が参加するプログラムであるため様々な観点から課題を見つけて克服していけるだろう。

また、せっかく徳島大学に入学したので、徳島と国際的なつながりをもっと繋げる架け橋

のようなものに私がなれるようにしたい。徳島の自然や食材を世界へ広げられたなら地域

活性化にもつながると思う。大学での座学と実際に現地へ赴き実践を繰り返すことで新た

な視点や、グローカルな思考を養うことができるだろう。大学での学びとしては座学とし

てグローバル文化論や多文化共生論を学びたいと考えている。今年の夏には総合科学部プ

ロジェクト J での留学を経験するので、次は海外の子供達に日本語を教えるプログラムも

経験してみたい。この 4 年間では時間が足りないのではないかと思うほどしたいことがた

くさんある。できるだけ多くの経験を積めるよう自発的な行動を心がけグローカルな視点

を忘れず学んでいきたい。 

 

 

今私が最も関心を抱いている社会的な課題は「相対的貧困問題」である。その理由とし

ては、NHK で取り上げられた相対的貧困問題に出てきた少女に関してインターネットでこ

の少女は貧困層ではないと批判を受けていた。その中で、今の日本の平均年収が下降して

おり、一億総中流社会が壊れ始めている。一見中流に見えても、現実は下流であるという

誤差も生まれやすくなる。そこで NHK の職員と現実の一般家庭に差が生まれ、NHK 側か

らしてみると貧困ではあるが、一般家庭からしたら普通であるというような誤解が生じ、

貧困問題に対する不安が生まれたと言える。その事実を知った時に自分は実際に相対的貧

困について知りたいと思い始めた。そして、どのようにして相対的貧困を解決していけば

良いのかということを考えるようになり、関心を抱くようになった。この相対的貧困を究

明・解決の方法をして、貧困について社会学的視点から研究することと、相対的貧困を法

整備して支援していくとしたら法律学を研究する必要がある。そして研究アプローチとし
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ては、フィールドワークとして相対的貧困と呼ばれる人々に話を聞きに訪れ、相対的貧困

の実情の統計をとって、解決策を見つけていく方法とがある。その理由としては、世界の

貧困層の資料を使うとしても、絶対的貧困と相対的貧困は別物であるため参考資料になら

ない。さらに相対的貧困は最近になって世間で言われるようになっているためデータが他

の分野と比べ少ないと言える。そのため実際に現在の相対的貧困についての統計を作り実

情を出して研究していくことがいいからである。そしてどのように相対的貧困を救うかを

法律学的視点からアプローチしていく方法がある。相対的貧困は文化的に生活を保障され

ているとは言えない。そのため憲法に則り政府は相対的貧困を支援する義務があると言え

る。そのため法整備をして相対的貧困をなくしていく方法を考える必要があり、研究アプ

ローチの方法としては適していると考える。 

 

◎ 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は日本の貧困である。その課題に関心を抱いた

理由は、以前インターネットで子供の貧困の社会的損失の大きさを知ったことからである。

子供の貧困への支援を行なっている日本財団が子供の貧困問題を国が放置した場合と、国

が子供の貧困問題を支援した場合の 2 つの観点から社会的損失を算出した。その結果は「子

どもの貧困を放置した場合、わずか 1 学年あたりでも経済損失は約 2.9 兆円に達し、政府の

財政負担は 1.1 兆円増加するという推計結果が得られました」とした(日本財団のウェブサ

イトによる)。この結果から、貧困の社会的損失は決して無視できない数字である。このよ

うに社会に多大な損失を与える貧困問題の究明に有効な研究分野は統計学であり、解決を

するために有効な研究分野は教育である。貧困の原因究明のためには、貧困世帯がどうい

った現状なのかを調べる必要がある。そこで賃金や世帯の所得状況、学歴による就職状況

について調べ統計データを示すことで、どういった点から貧困が起こるかを見ることがで

きる。このことから統計学は原因究明のために必要である。次に教育学の観点から見てい

く。厚生労働省の調査によると、「学歴別に賃金をみると、男性では、大学・大学院卒が 399.7

千円(前年比 0.7%減)、高専・ 短大卒が 306.3 千円(同 0.8%減)、高校卒が 288.1 千円(同 0.0%)

となっている。一方、女性 では、大学・大学院卒が 288.7 千円(同 0.3%増)、高専・短大卒

が 255.6 千円(同 1.2%増)、 高校卒が 208.3 千円(同 0.3%増)となっている」といった結果が

出ている(厚生労働省のウェブサイトによる)。このようにより高い収入を得るためにも、大

学まで進学したほうが良い。しかし日本では大学進学をするためには国立大ですら授業料

が「年額 535,800 円」(徳島大学のウェブサイトによる)と多額の費用がかかりそれを自分

で負担しなければならない。平均所得未満の家庭からは出すのが難しい数字である。そこ

で義務教育制度は現在の教育状況に適しているのか、また奨学金の制度についての研究が

必要である。 

参考ウェブサイト一覧 

1)日本財団「子供の貧困対策」 
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http://www.nippon-foundation.or.jp/what/projects/ending_child_poverty/ 2017/05/28 ア

クセス 

2)厚生労働省「平成 28 年賃金構造基本統計調査結果の概況」 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/chingin/kouzou/z2016/index.html,2017/05

/28 アクセス 

3)徳島大学「入試案内」http://www.tokushima-u.ac.jp/admission/tuition/,2017/05/28 ア

クセス 

 

 

私が興味を持っている社会問題はブラック企業問題である。ウィキペディアによると、

ブラック企業とは「広義としては暴力団などの反社会的団体との繋がりを持つなど違法行 

為を常態化させた会社を指し、狭義には新興産業において若者を大量に採用し、過重労

働・違法労働によって使いつぶし、次々と離職に追い込む成長大企業」を指すようだ(ウィ

キペディア「ブラック企業」の項目より)。 

この問題は労働者の人権に関わる問題である。ブラック企業で働く社員は低賃金や長時

間労働、パワハラ・セクハラなどさまざまな要因により身体的に、そして精神的にも疲弊

してしまう。これが重度のものになってくるとうつ病やノイローゼなどの精神疾患になり、

最悪の場合「死」に至る可能性がある。実際に、某有名広告代理店の新入社員が過労死自

殺をしたことで、ブラック企業は社会でも深刻な問題として取り扱われるようになった。 

社会に出る前に、私たちはこの問題について考える必要がある。なぜなら違法労働させ

られるようなことがあれば、それが異常であると気づき、行動できるようにならなければ

ならないからだ。そして将来、自分がブラック企業となる要因を生み出さないようにする

ためにも、ブラック企業問題は何が原因でどのようにしたら改善できるのかを理解しなけ

ればならない。 

今、この問題について思うことは、ブラック企業はなかなか無くならないということだ。

サービス残業と呼ばれる賃金のでない労働やタイムカードの偽装など、働いている社員の

意識や習慣を変えない限り、このような違法労働は続くだろう。なぜなら社員にとっては

それが普通であり、日常であるかのように思う一種の洗脳状態に陥る可能性があるからだ。

そのような場合には心理学の観点から、労働者あるいは経営者の精神状態を分析する必要

がある。そして職場環境が悪化するメカニズムを解明することが社員の意識改革・習慣改

善に繋がるだろう。 

参考文献・ウェブページ一覧 

1) ウィキペディア「ブラック企業」, 

http://ja.m.wikipedia.org/wiki/%E3%83%96%E3%83%A9%E3%83%83%E3%82%AF%

E4%BC%81%E6%A5%AD,2017/05/28 アクセス 

 



82 

 

 

私が関心を抱いている社会問題は過労死である。 

過労死とは「働きすぎが原因となって引き起こされる死」であり「長時間労働による疲

労や精神的負荷が過度に蓄積すると心身の健康を損ない、ついには死に至る」とされてい

る(過労死等防止対策推進全国センター 「過労死とは」, http://www.stopkaroshi.net, 

2017/05/28 アクセス)。この過労死という現象は特に日本で顕著にみられるものであり、

「karoshi」という単語は海外でも認識されている。 

私は将来的に日本で働く 1 人としてこの問題を重く受け止めている。この問題は大企業

にも中小企業にも存在する。加えて、社会に出て働かずに生活することなどできない。い

つまでも両親に養われているような人は自立していないだけである。人はいずれ働くよう

になる。それゆえに大企業で働こうが中小企業で働こうが社会に生きる全ての働き手に直

接的に関わる問題なのである。 

現在、プレミアムフライデーという取り組みが行われている。毎月末の金曜日に残業せ

ず午後 3 時に退社する等いつもより早く帰るものだが、この取り組みで実際に早く帰った

人は初めて実施された 2 月時点で 3.7%であった。この取り組みの目的は個人消費の喚起と

長時間労働の是正である。実現すれば、普段残業に苦しめられている人の良い息抜きの時

間が確保できる。しかし、数字を見ても分かるようにまだまだ実現している企業はごくわ

ずかである。さらに、実現したとしても金曜日に早く帰るためにそれ以外の日に残業をし

なければならず、金曜日以外の残業量を増やしてしまう可能性がある。これでは全く意味

がない。 

一部の企業が恩恵を受けられる政策ではいけない。これを解決するためには、経営学、

心理学的アプローチが必要である。企業の経営方針及び企業内のルールを見直さなければ

ならない。1 人の負担が大きくなるようなっている場合は雇用を増やす等の策を考え、負担

を軽減しなくてはならない。加えて、一人ひとりの就業状態を把握し、カウンセリングを

行う必要がある。働き手の声を聴くことが最も重要なことであるからだ。 

 

 

私が今関心を持っている社会的な問題は「子供の貧困」についてだ。なぜこの事に関心

を持っているかというと、大学受験の時の小論文対策で詳しく調べたからだ。今現在、「子

供の貧困」が日本の大きな問題となっている。子供も貧困とは親が貧困だからだ。日本は

母子家庭がおおくなっているらしい。女性は出産のために仕事を休み、産んでからも育児

休暇をとらないとやっていけない。しかし、育児休暇制度が整っている企業は多くなって

いるが、まだすべての企業に備わっているとは言えない。そのような企業に勤めている女

性は低賃金のパートやアルバイトをしながらお金を貯める。もちろんその子供は貧困して

いるといえる。貧困ということが学校で知られるといじめにあってしまい、不登校を引き

起こすこともある。そのような子は最終学歴が中学校で終わってしまうことが多い。当然
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給料がいい仕事に就くことは難しく、もしその子が親になったとしたら、その生まれた子

も貧困となってしまう。親が貧困→いじめ→不登校→中卒→給料がよくない職業につく→

親になる   という負のサイクルが出来上がってしまうのだ。私も母子家庭で育ったが、こ

れまで膨大なお金を使わせてきたのにも関わらず、奨学金や教育ローンを使ってだが、大

学まで進学させてもらった。今の社会では大学を卒業してないと就職することが難しいと

聞かされた。こんな社会なのに貧困が進んでいては駄目だと思う。貧困問題を解決するに

は、女性が働く環境をよくしていくことが必要となってくる。すべての企業で育児をする

ための制度を作り、女性が仕事をやめなくてもいいようにしなければならないと思う。最

近は父子家庭もあるので男性も育児に集中できるような制度も作らなければならない。子

供は日本の宝である。よりよい日本を作り上げるためには子供に十分な学力を与えなけれ

ばならない。子供の貧困とはもってのほかだ。早くこの問題の解決策を探し出さなければ

日本の未来は暗いだろう。 

 

 

私が関心のある社会問題は日本で貧困な家庭が増えていることだ。先進国である日本や

アメリカにおいて経済格差の問題がある。世界的に見て、豊かである国に貧困や格差の問

題があるのはおかしいと思っていた。しかし、私が経験した大学受験で実際にその問題を

目の当たりにした。お金がある家の子は有名私立に進学するという選択肢をもっている。

しかし、私立なんて行くことができない家庭環境の子は選択肢にすら含むことができない。

勉強をすれば平等に機会が与えられるように思われる制度さえも、自分の努力では補いき

れない部分があることに気がついた。奨学金を利用することもできるが、卒業後には借金

という足枷をもって社会出て行くことが決まってしまう。それが平等と言えるのだろうか。

足枷をつけられまま自由に自分のしたいことをできるだろうか。その頃に、奨学金を返せ

なくなり、破産する学生が増えているという話題がニュースになっていた。現在の日本で

は非正規雇用の割合が高まり、安定した収入やボーナスがもらえない人が多い。その原因

としては、根本で正規雇用の働き口が少ないからである。正規雇用で雇うよりも非正規雇

用のほうが企業や会社にとって便利な存在であり、業務内容は正規雇用と同様のものをさ

せる。労働者の負担は変わらないのに賃金は少ない。この問題からもわかるが、奨学金を

返せなくなって破綻してしまうのが、その人が管理能力が低いから計画性がないからとい

う理由だけではない。社会全体の責任でもあると思う。高校生を卒業後、半数が大学に進

学する状況の日本ではさらにこの苦しみを感じるひとが増えることが予測できる。 

この問題を解決するには根本で格差を縮めなければならない。格差是正には税の活用が

必要だと考える。そのためには財政学を学び、現在の税制度を知ることが必要であり、そ

の後制度の問題点を見つけなければならない。私は消費税の増税をするべきだと思う。消

費税は水平的平等であり、所得が少ない人ほど負担度が大きいという問題があるが平等に

徴収できるという面から良いと思う。しかし、消費税の増税のみを推し進めるとさらに格
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差が広がる。それを防ぐために生活必需品に対する軽減税率を行うのが良いと思う。スウ

ェーデンではこの制度を行い社会保障を充実させている。今後さらに少子高齢化が進む日

本では社会保障の充実も重要であり、この制度は適していると思う。その問題解決には社

会学、経済学の面からも考えていかなければならないと思う。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は「子供の貧困」である。貧困にも絶対的貧困

と相対的貧困があり、日本の子供の貧困率はとくに高いという。 

私がこの問題に興味を持ったのは、被害を受けているのが私と同世代、または年下だか

らだ。もしかしたら私の周りにも貧困と言われる子が居るかも、と考えると人事とは思え

ない。 

「子供の貧困」について考えるには大きく三つの分野を学ぶべきだと考える。まず一つ

目の分野は社会科学における、社会学だ。大きく社会全体の仕組みや社会学における諸問

題の要因を知ることはどの課題においても必要になってくる。特に、「子供の貧困に気付か

ないのは何故か」や「未だに子供の貧困を問題視してない人がいるのはどうしてか」など

を考えるときだ。社会学の物事の原因を追求し解決に導く力を活かせるだろう。 

二つ目の分野は心理学である。一般的に貧困状態にあると言われている子供の中には自

分が貧困状態にあると気付いていない子供も多くいるようだ。何らかの要因によって「自

分は普通の生活を送れている」と考えているのだ。確かに、現状に満足しているのは悪い

ことではないし、節約という点では合理的である。しかし、自分のおかれている状況や、

今の生活環境を考えることも大事である。そして「自分は普通の生活を送れている」とい

う考え方に疑問を持つべきだ。そのためには、心理学を用いてその考え方の根源を見つけ、

子供に自覚してもらうためにはどうすればいいかを考えることが必要だ。もちろん、その

時に子供がショックを受けたり劣等感を感じたりしないように子供の心に寄り添い心のケ

アを行うためにも心理学は重要である。 

そして三つ目は経済学である。貧困を考えるにあたって、経済学の視点から社会の仕組

みを知ることは欠かせない。「子供の貧困」は子供ではなく親の収入、また社会全体のお金

の回りからもたらされているからだ。 

私はこれら三つの問題解決へのアプローチを提示したが、それぞれ一つずつではなく相

互に補い合って初めて問題解決が出来る。一つの分野ではなく、複数の分野から課題を見

つめることが重要だ。 

 

 

 

ₒ ה ₓ 

 



85 

 

私が一番関心のある社会問題は宗教問題を利用した争いである。過激派イスラム組織や、

イスラム教とキリスト教の争い、聖地エルサレムの奪い合いなど、宗教の信仰の違いや信

仰心がきっかけとメデイアでは報じている。宗教紛争とは、「異なる宗教が衝突することで

ある。お互いの宗教の価値観が相容れない場合、少数派の宗教が差別されている場合、信

教を理由に処罰される場合、多数派の宗教に改宗を強制された場合などに起こる。民族紛

争や、人種差別と重なり合う場合が多い。」と wikipedia には書かれてある。しかし、私は

本質は宗教問題ではないと考える。この問題の本質は、経済戦争や、権力争いである。こ

の本質を曖昧にするために、当事者たちが、宗教問題を持ち出しているのではないかと考

える。同国内における差別行為関しては、宗教問題であると考えるが、パレスチナ問題は

土地問題であろうし、湾岸戦争も石油問題であると考える。イスラム国の問題も、キリス

ト教とイスラム教の利権争いであると考える。仏教は今のところ、この争いに関与はあま

りしていないように思うが、この先どうなるかは分からない。他人が何を信仰するかは自

由であろうし、それを他人に強要する必要はない。ましてや、争いの理由に宗教を関わら

せるのは良くない。グローバル化をしていく中で、自分たちの考え方を他人に押し付ける

のでは、相手の考え方を受け入れることが大切である。 

この問題を解決するためには、紛争の本質をしっかり見る必要がある。紛争の前後関係、

お互いの主張などである。しかし、この宗教問題を無くすのは難しいだろう。人間に欲が

ある限り、戦争はなくなることは現状ない。自らの私利私欲を満たすために戦争をする。

それを正統化するために、宗教を出してくる。これは仕方のないことであるが、容認して

はならない。この問題の解決策は紛争についてだけ考えるのではなく、もっと大きく考え

なくてはならない。今現在は、第 2 次世界大戦で勝利した、キリスト教の先進国が豊かな

生活を送り、戦争の主たる国ではなかったイスラム教の国は貧しい生活を送っている。そ

の不平を解決するために、世界の平等を作る必要がある。 

 

 

難民問題について世界中の様々な国で議論されている。アメリカでは、トランプ氏によ

ってアメリカファーストが掲げられ、つい最近ではフランス大統領選挙でマクロン氏が選

出されたものの、フランスファーストを唱える極右政党のルペン氏が大奮闘した。日本で

も、日本ファーストという言葉こそないが、難民問題に対する体制は日本ファーストその

ものと言えるだろう。私は、難民を受け入れる体制をつくることを世界各国がもっと取り

組むべきだと思う。人を助けられるのは人であるのだと改めて言いたい。そこで日本で難

民を受け入れる体制を整えて、難民の方に、過疎地域に住んでもらう。そして、そこで日

本語をはじめ、介護や建築など様々な技術を身につけてもらうシステムをつくる。そうす

れば、難民の方々が日本で就職することも、自国に戻られたときになにかしらの仕事を始

めることもしやすくなるのではないか。さらに過疎地域に住んでもらうことで若い人の人

口が増えるし国際交流にもなる。難民の方々に日本を知ってもらう機会にもなり、将来的
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には外交上も有利になるかもしれない。決して難民を受け入れることは損なことではない

と思うのだ。 

もう一つ私が考えていることは、税金についてである。スウェーデンなどの北欧の国々

では高齢化が進むことを見越して、高い税金を払い充実した福祉を国民に提供するという

システムをとっている。一方日本では少ない税金を払い充実した福祉を受けることができ

る。聞こえはいいがこれでは日本が福祉のために破たんするのも目に見える。なので私は

お菓子やタバコやお酒をもっと増税することから始めればいいと考えている。ゆくゆくは

20 パーセントの税金にして、しかし国民の購買意欲を失わせないために一年単位で免税も

ものをつくればいいと思う。例えば 2026 年の一年間は本、また本に準ずるものは免税にす

るとか。うまくやってる国の制度を参考にしつつ日本独自のシステムをつくっていくこと

が望ましい。 

 

 

まず、自分が最も関心を抱いている社会的な課題は、移民・難民問題である。その理由

は、イギリスの EU 離脱やアメリカ大統領選挙、ヨーロッパ各国の政治など、世界情勢に

大きな影響を及ぼしているからだ。イギリスでは、EU 離脱の是非を問う国民投票が行われ、

離脱派が勝利し、EU 離脱への道を歩み始めた。その背景には、移民・難民の受け入れの問

題がある。また、アメリカでは、トランプ大統領が移民政策を打ち出し、アメリカ国民の

支持を得て、大統領選挙で勝利した。さらに、フランス大統領選挙やドイツ議会選挙など

でも、移民・難民問題が争点になっている。このように、アメリカやヨーロッパにおいて、

移民・難民問題は大きな課題である。日本においても、移民・難民問題は無関係な課題で

はなく、重大な国際問題のひとつといえる。 

そして、移民・難民問題を究明・解決するためには、政治学や社会学、国際学などの研

究アプローチが有効であると考えられる。なぜなら、政治学の研究アプローチによって、

移民政策を打ち出すことで、移民・難民問題を解決することができるからだ。また、社会

学の研究アプローチによって、文化を含めた社会の構造と機能、変動と発展から考察し、

移民・難民問題を解決することができる。さらに、国際学の研究アプローチによって、国

際情勢や外交などの視点から、移民・難民問題を解決することができる。ところが、宗教

学や経済学などの研究アプローチも有効であり、様々な研究分野から問題に取り組むこと

が可能だ。つまり、分野をこえて融合し、総合科学のような学際性で課題にアプローチす

ることが最も重要である。 

 

 

私が、関心を抱いている社会問題は、移民問題である。日本でいると、テロ行為はあま

り身近に感じないが、世界を見てみると最近では、各大都市で大きなテロが発生している。

そういったテロを恐れ、多くの国やその国の国民が安全確保のため、保護的な体勢をとり、
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移民をシャットダウンする傾向が顕著である。しかし、私は、この現状に危機感を覚えて

いる。そのおきな要因として、2 点挙げたい。 

1 点目は、テロの実行犯の大半が難民として移民してきた人であるため、移民の入国を拒

んでいる人が増加傾向だが、本気で救助を求めている移民の人たちはどうなっていくのか、

という点である。移民の人々にとっても、移住するというのは、家も捨て、これからどう

なるのかわからない不安もいっぱいあるが、それでも移住するという決意にいたったわけ

であり、それを決意せずにはいられないほどの状況を経験したということである。そうい

った多数の人々もごく少数の危険人物のせいで疑われ、どこからも拒否される状態を放置

することがあってはならないのである。 

2 点目は、きちんと移民の人たちと向き合わず、単に移民の人たちを拒むだけでは、テロ

を防ぐにも逆効果であるのではないかという点である。助けを求めて、安全な場所や経済

的に暮らしていける場所に移住することを試みても、拒否され、生きていくすべも、逃げ

道もなくなれば、社会に不満をもち、精神的にも追い込まれ、テロという凶悪な行為に至

る可能性が高くなるのではないか。 

こういった点を考慮しながら移民問題について、向き合い、考え、解決をはかっていか

なければならない。そのため、私たちはまずは移民の人たちの現状を知る必要がある。私

たちは、一言に難民、移民ときいても、具体的にどのような状況におかれているのか知ら

ない。無知にもかかわらず、テロという大きな脅威に気を取られ、その一点しかみずに、

移民シャットダウンを試みているのである。それはあまりにも愚盲である。だからこそ、

私たちは移民の置かれている状況について知識をつけ、また、受け入れる側の不安につい

ても調べ、理解した上で単にシャットダウンするだけではなく、他の案を探し出すべきで

ある。そして、考えるだけで終わらないよう行動にうつすことも必要である。もちろん私

のような一国民が、世界を動かせるような政治的な力はそうもってはいない。しかしなが

ら、言葉はもっている。私の声で言葉を喋ることができる。文字を書くことができる。そ

して、いまの現代でもっともいち早く、もっとも容易に、世界に私の声が届く場、一国民

である人すべての声が届く場がメディアである。私の持っている言葉を私の声で、私の文

字で、メディアを通して訴えていく。そうすることで、問題解決をはかり、どのような境

遇のひとでも関係なく、一人一人が助け合いながらなる世界を作っていきたい。 

 

 

(1)、(2) 私が最も関心を抱いている社会的な課題は、イギリス、マンチェスターで歌手の

アリアナ・グランデさんのコンサート会場で起こった爆発テロである。わずか八歳の女の

子も巻き込まれた悲惨なニュースである。観客が楽しんだ余韻に浸るコンサート閉園直後

の爆発に胸が痛んだ。多くの若い命が奪われた事実に目をふさぎたくなった。私は、アリ

アナさんと同じアメリカ出身の歌手のテイラースウィフトさんの熱心なファンであり洋楽

ファンでもあるのだが、有名な歌手のコンサートに行くことは数年に一度のチャンスであ
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り、その待ちに待った日にこんなにも恐ろしいテロが起きるこの事実に驚愕した。IS のテ

ロは無実の人間を無差別に攻撃する最悪のテロであるので、ヨーロッパ諸国、特にイギリ

スは厳重な警備に力を注いでいたといわれている。しかし、無差別テロの標的となる場所

はいくらでもあるので、完全な警備というものは不可能だと思う。やはり、根本的な問題

である IS の解決に力を注ぐべきであると感じた。私は、IS をなくすだけでなく、解決とい

う目的をもって、立ち向かうべきであると思う。テロというものは何十年も前から存在し

ているので、今現在の IS の組織がたとえ消えたとしても、かかわっている人達が変わらな

いとテロはまたすぐに起きるからである。このように組織をなくすだけではなく、人を変

えるということに目的を置いたとき、心理学的なアプローチも必要であると思う。犯罪心

理学などの分野が有効であると思った。なぜこのような集団に惹かれ、いつしか参加し、

犯罪者となってしまう人がこんなにも多く存在するのか、どうしたらこれ以上集団を大き

くさせることを阻止できるのか、そして、そのような人たちに罪の意識を目覚めさせ、反

省させるにはどのようにすればよいのか、そういうことを一生懸命考えることも大事だと

思う。大学に入学して、世界平和が実現することは不可能に近いと言う同級生である生徒

にたくさんであった。今まで、そして現在も世界平和は実現できるのではと期待をしてい

る自分の考え方は甘いのかもしれない。しかしまだ私には、テロ犯罪者の根絶のみに集中

するという現実的な問題だけに集中する勇気がなく、テロ犯罪者の心の解決も実現できる

と信じたいのである。 

(3) 少子高齢化という問題があるのにもかかわらず、地域活性化という課題を同時に抱え

る今の日本は難しいと思った。若い世代が地域に目を向けることはもちろん大事であるが、

これからどんどん日本の中心となってくる高齢者の世代が活躍できる場を増やすことが地

域活性につながると思った。 

 

 

 

ₒ ─ ₓ 

 

日本は公職選挙法の改正に伴って選挙権年齢が 20 歳から 18 歳に引き下げられた。この

ことの背景として選挙率の低下はよく騒がれている。選挙率の低下はイコール日本の政治

に対する関心の薄れを表す。そもそも若者の間では、政治に興味を持つことは格好悪く、

何か違和感を感じる人が多い。これは非常に良くない状態である。それに比べて、欧米で

は高校生くらいの年齢になると、私はこの政党を支持していて、あの政治家のこういう政

策には不満を持っている、といった意見を食事の場などの落ち着いた時などにも真顔で議

論をするそうだ。その人達にとっては普通のことかもしれないが、日本の学生にとっては

極めて異様な光景である。そもそもこれを異様な光景と捉えてしまう我ら日本の学生が異

様である。っと言ったことが国際的な意見だ。では日本の学生、もっと言えば社会全体が
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政治に興味を持ち、自らの行動に責任を持てるようになるための対策として、政府が打ち

出した策が選挙権を 18 歳からが持つということだ。策と言っても 18 歳からの選挙権は世

界的に見ればこれまた普通のことである。だから、世界基準に合わせた、という方が言い

方的には正しいのかもしれない。では、この選挙法改正は日本社会にどういう影響を与え

たのだろうか。若者に向けて、より政治への関心を持っていこうと言うメッセージである、

という回答が一番に出てくることはこの政策を打ち出した目的がそうであるため、なんの

疑いもない。だが、18 歳に引き下げた事で一番影響を与えられるのは 20 歳以上の人たちで

あるように思う。つまりこの選挙法改正によって何の影響も受けなかった人達への影響だ。

選挙率の異常な低さに危機感を感じたのだろうか。選挙率が昔のように高い水準を保って

いれば 18 歳に引き下げられることは無かったか、と言われるとそれは分からないが、18

歳への引き下げに一番責任を持つべき人は既被選挙者である。若者の政治離れの深刻化は

否めないが、同様に年齢的に成熟を迎えた人たちも同じである。この 18 歳に引き下げられ

たことをきっかけに社会全体がもう 1 度、当事者意識をしっかり持つ必要がある。加えて、

先程から国際基準がどうであると言ってきたが今回の公職選挙法改正がただのひと時の流

行ではなく、これからの社会のために必要に政策であるという、意識のもと考え出された

事であることを信じるばかりである。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は、若者の投票率の低さである。なぜ投票に行

かないのか私からすれば全く意味が分からない。おそらく、若者の多くは自分が投票に行

っても意味がない、他の誰かが行くだろうなどと考えているのだろう。しかし、その考え

方は間違っているし改善されなければならない。現代日本は少子高齢化社会が深刻な問題

として存在し拡大していっている。そのため、どうしても高齢者に視点を当てた政策を行

わなければならないのが現状である。その上、若者が投票に行かず投票する人が高齢者の

方が多いとなると、ますます政策を高齢者向けにせざるを得ない。そして若者は、どうせ

自分の声は届かないなどと考えてまた投票に行かず、高齢者向けの政策が増える。この悪

い循環をたち切らなければ日本の未来は暗いものであることは間違いない。 

私は、この悪い循環を断ち切る方法として 2 つの案がある。1 つ目は、中高で投票するこ

との大切さを教える講演会を増やすべきであると考える。私も、高校 2 年の時に投票する

ことの意義についての講演会を聞き、投票しないことのデメリットについて学んだ。だか

ら高校 3 年生の時投票にも行ったし、私の友人も投票に行っていた。若者が投票に行かな

い理由の一つに、政治的知識の少なさも必ずある。最低でも 1 年に 2 回ほど投票について

の講演会を設けるべきである。人間は自分が行動しないことによって自分にデメリットが

あると知ると、行動するものである。 

2 つ目は、若者向けの政策を作ることである。例を出すと、30 歳未満の人の国に納める

税金を減らすことだ。そうすることで若者は投票することへのメリットがあると知り政治
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について学び投票率も上がる。しかし、この方法は実行が難しい。何故なら、現在の政策

とは全く異なることであるし、間違いなく多くの反発が生まれる。そのことを考えると中々

実行に移せないのが現実である。しかし、大きな行動を起こさない限り、この悪い循環を

断ち切ることができないのも事実である。 

今の私たち学生が出来ることは、今回の講義のようなもので政治的知識を深め、自分で

も政治について考え投票に行くことである。政治なんて自分には関係のない話などという

考えをして茹でガエルにならないためにも政治について常に考えていく必要がある。 

 

 

諸問題のつながりを考え解決のために取り組むことが大切だ。今回の講義では私が自分

で思いつく以上に人口問題が多く、またその種類の豊富さに驚かされた。人口問題と一口

に言っても、国際的な問題であったり、地域の問題であったりと規模に違いがあり、また

早急に対応しなければいけない問題もあった。また、一見関係ない内容 の問題でも意外な

接点を持っている。 

以下、レポート課題です 

今現在、社会には少子高齢化や年金の世代間格差、子供の保育施設の不足など様々な問

題が存在している。その中でも私が特に興味を持っている問題は、若年層の選挙率につい

てだ。 

現在 20 代の投票率は 32.5%、30 代の投票率は 42.1%と、これからの将来を担う世代の

投票率は 50%にも満たない。反対に 60 代の投票率は 68.3%、70 代以上では 60.5%と比較

的高い投票率をほこっている。これでは、政治家たちは支持をより得られる高齢者にやさ

しい政策を考えるようになるだろう。つまり、若年層が積極的に投票に参加し、政治家に

若者の存在をアピールし、若者にも優しい政策を考えてもらうことで、最初に挙げたよう

な諸問題の解決に繋がるのではないだろうか。 

では、なぜ若年層は投票に行かないのだろうか。このことに関する、若者を対象にした

アンケートによると「入れたい政党(候補者)がない(40.2%)についで、投票しても何も変わ

ら な い (30.7%) 」 (j-cast, ア ン ケ ー トか ら 浮か んだ 政 治 に 興味 を 失う 若者 の 無 力 感 , 

https://www.j-cast.com/2012/12/16158342.html?p=all,2017/05/28)といった意見が多くを

占めている。そのほかにも、投票場の数が少なく、遠いため行くのが面倒だという意見も

あった。このことから、若者たちが今必要としている政策を実際に調査することが大切だ。

そこから得たデータをもとに、政策作りに活かしてほしい。ただ、そのためには若者たち

は、面倒でも投票所に赴き、希望する立候補者、政党がないのであれば白紙投票でもいい

ので投票の意志があることを示すことも大切だ。面倒だ、希望する立候補者が無いからと

行って投票に参加しなければ政治家たちも若者に目を向けた政策を考えなくなり、負のス

パイラルが発生してしまう。そして今まさにそのスパイラルが起こっている。 

このことから、投票が面倒だと思わないような場所に投票ができるか、投票所の位置の
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確認、若者を選挙に引き寄せるための手段として、若者が本当に必要としているものを調

査し政治家たちに報告し、そのことに対し政治家たちが向き合って出した政策等を若者た

ちに広く知らせることが有効な手段となるのだろう。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は若者の政治不参加だ。前々回の総合科学入門

の授業で強大国家権力性悪観を認識し政治リテラシーを身につける大切さを知った。国家

権力による被害にあわないために政治に参加し、民主主義と立憲主義の仕組みの維持をし

なくてはならないのだが、若者の低投票率というけしからぬ問題がある。かつて私たちの

祖先は選挙権を獲得するために壮絶な道のりをたどってきたというのにその権利を簡単に

放棄してしまっている。 

近頃はシルバー民主主義のため、政治や各政党は、自分たちへの支持を拡大するために

他の世代の負担を増やしてでも投票率の高い高齢世代を利する政策を多く提案する。これ

が、社会保障制度における世代格差を招いている。国をよくしていくには世代を超えて議

論を重ねる必要があるのに選挙がただの多数決になっていることは残念なことだ。若者の

投票率が増えれば若者世代を利する政策も増え雇用問題、奨学金問題、さらには少子化な

ど様々な社会問題を解決することにも繋がる。 

若者の投票を促すには子供の教育にアプローチするべきだと私は考える。わたしもけし

からぬ若者の一人で政治には首を突っ込まないほうが無難だと人任せにしてきた。しかし

前々回の授業を受けて選挙に興味を持つことができた。今の総理大臣の政策の内容えを知

り、立憲主義を守るべきだと思ったし平和だと思われている日本も日々危険に晒されてい

ると感じた。また、社会保障制度の世代間格差も野放しにするべきではない。 

わたしの代で 18 歳選挙が始まったこともあり、何度も「選挙に行こう!」という授業は頻

繁にあった。しかしほとんどの子供にとって選挙は興味のないことであり、「いこう!」と言

われても行くはずがない。社会や政治の仕組み、今の現状を勉強して初めて課題やリスク

が見えてくるし、考えることもできる。子供が自ら「行かないといけない」という気にな

る授業を提供することが解決策として有効であるだろう。" 

 

 

 

ₒ ה╘∂™ ה ₓ 

 

私が気になった社会問題は虐待についてである。先日も、虐待で亡くなった赤ちゃんの

ニュースをしていた。若い夫婦による虐待で幼い子供が命を落としたというようなニュー

スもあり、虐待がニュースで報道されることが多い。親としての意識が低かったり、子育

がストレスになったりすることが原因でもある。児童虐待数とは言えないが、児童虐待相
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談対応件数の推移を見るとその数も増えている。また、虐待が発見されていない場合もあ

るだろう。虐待を防ぎ、命を守ることは大切であり、弱い立場にある子供を助けることは

重要である。 

この課題を究明・解決するには社会学が必要だ。社会学は、個々人と社会の相互的な関

係に視点を置き、複雑な現代社会が抱える社会的問題や人間の社会的生活について研究す

る学問である。虐待は親の心理的問題、個々の家庭の問題ではない。虐待は社会の下層に

現れる現象であり、貧困対策が必要になってくる。また、現代社会は核家族が増加してい

る。昔は家族や隣人の助けによって子育てをすることができたが、今はそれができず、子

育てに悩み、子育てが難しくなっている。家族が繋がる場がないのだ。だから、虐待を家

族の病理と考えるべきではない。虐待を早期発見し、子供を助けることは大切だが、虐待

が社会構造に起因するものであるのなら社会化の不足に取り組まなければならない。貧困

な家庭にどのような支援が必要か考えていき、実施していく。また、親の現状も考えてい

く。親の現状を考えていくことで、親の抱える問題を解決したり軽くしたりすることで、

虐待の数は減らすことはできるだろう。核家族化、都市化が進む中で、地縁的な繋がりが

希薄化することにより親の悩みやストレスが溜まっていく。親が自身の悩みやストレスを

どのように解決しているのか、解決できるすべがあるのかを知る。子育てをする時、親は

子育てについてどう思うのか、子育てを相談する相手がいない人はどうするのかについて

も調べる。 

 

 

1) 私が最も関心を抱いている社会的な課題は、いじめ・虐待などの社会不安の拡大

についてである。私がこの問題に関心を抱いた理由は、2 つある。1 つ目は、私は将来英語

教師を目指しているのだが、そのうえで、いじめや虐待は避けることのできない問題と考

えているからだ。これまで、私はいじめを経験した友人と、虐待をうけた友人の両者がい

た。いじめを経験した友人は、明るい性格であり、まだ小学生ということもあり、すぐに

解決できた。しかし、高校生の頃に出会った友人は、明るい性格ではあったが、長年母親

からの虐待をうけていて、問題が解決するまでのしばらくの間、祖母の家で暮らしていた。

しかし、簡単に解決できる問題ではなく、私は解決できるように教師とも話し合ったが、

結局彼は不登校になってしまった。最終的には、問題は無事解決し、その友人も登校でき

るようになったのだが、その際に自分の無力さを痛感した。教師になるうえで、そのよう

な問題に遭遇した時に対応できる能力をつけなければならないと考えている。2 つ目は、最

近のニュースで、親が 5 歳未満の子供を虐待した結果、殺してしまう事件を非常に見かけ

るようになったからだ。自分の意志で子供を産んでおきながら、食費やストレスなどが原

因で殺人を犯すのはあまりに自己中心的行動であり、親は親である自覚を持つことが必要

であると考える。 

2) この問題を解決するために必要なことは、いじめ・虐待の経験者、または児童相
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談所の方に話を伺うことだろう。いじめ・虐待の未経験者が考えることと経験者が考える

ことは、かなり違ってくると考える。そのうえで、まずは加害者の共通点を見つけ出すこ

とが必要なのではないだろうか。その共通点を考慮したうえで、食費が足りなくなった原

因やストレスを感じる原因を考える必要がある。現段階では、私はその原因は加害者の心

理に関係があると考えているので、心理学について研究する必要があると考える。 

 

 

私は、社会問題である児童虐待について述べる。 

この問題を選んだ理由は、読書レポートを書く際に「夜回り先生こころの授業」という

本を読み、虐待や暴力を受けている子供たちの数がとても多いことを知ったからである。

この本の中で、アルコール依存症の父親に小さい頃から虐待を受け続けている 19 歳の少女

について書かれていた。本の著者である水谷修さんは彼女を福祉事務所に電話させたが、

「彼女は 19 歳で、しかも保護者として父親がいて、その逮捕もまだのため、生活保護を受

けることは難しい。父親が逮捕されてから連絡するようにとの返事」だった。また、「彼女

が 18 歳未満なら児童相談所が、20 歳以上なら生活保護が利用できました。・・・・・・19

歳という年齢は、日本の福祉行政の狭間でした」と書かれていた。彼女のように、政府か

らの保護を何も受けることのできない子がいるということに疑問を持った。18 歳、19 歳の

子供たちは、20 歳になるまで今の辛い状況のまま待たなければならないのだろうか。その

間彼ら、彼女らを守ってくれる人が誰もいないという現状はあってはならない。厚生労働

省によると、生活保護とは、「資産や能力等すべてを活用してもなお生活に困窮する方に対

し、困窮の程度に応じて必要な保護を行い、健康で文化的な最低限度の生活を保証し、そ

の自立を助長する制度」である。苦しんでいる子供たちが健康に生活するために、18 歳、

19 歳の子供たちも生活保護を受けるべきである。なぜなら、年齢など関係なく全ての人間

は安心して健康に過ごす権利があるからである。 

警察庁によると、「児童虐待及び児童ポルノ事件の検挙件数・人員、被害児童数は、いず

れも統計を取り始めて以降最多となった」という。小さい頃に虐待を受けた子供は、大き

くなった時にうつ病などの精神疾患にかかりやすくなったり、心に深い傷を負ってしまう

ので、周りの大人が子供の異変にできるだけ早く気付いてあげることが大切である。児童

虐待は、自分のストレスを自分よりも弱い子供にぶつけるという行為なので、自分よりも

弱い子をいじめるという子供のいじめと同じことをしていることになる。増え続ける児童

虐待を減らすために、私たちは、結婚して子供ができた時は、自分の子供を大切に育てて

自立させるということにひとりひとりが責任を持たなければならない。 

参考文献:1)水谷修 『夜回り先生こころの授業』 日本評論社 2005 年 

       2)生活保護制度|厚生労働省,www.mhlw.go.jp>...>生活保護・福祉一般 

       3)平成 28 年における少年非行、児童虐待及び児童の性的搾取等...-警察庁 

         www.npa.go.jp/news/release/2017/20170309_01.html 
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日本における社会的な課題は、19 歳以下の子どもの自殺の増加である。いじめや虐待な

どに耐えることができず、命を落とす子どもたちが増えつつある。私は将来、このように

悩みを抱えている子どもたちのために働きたいと考えているので、私にとっては興味や関

心が深い社会問題である。 

以前まではあまり問題視がされなかったため統計上では少なかったが、最近では法律が

厳しくなり、いじめや虐待の早期発見が進んでいるため急激にいじめや虐待の件数が増え

ている。また、SNS の普及によりいじめの手口も巧妙なものとなりつつあり、助けを求め

ることのできない子どもたちが増えつつある。これが、子どもたちの自殺の増加に関わる

原因の一つとなる。 

子どもの自を減少させる方法の一つとして、いじめと虐待の件数を減少させることが挙

げられる。いじめや虐待を簡単に減らすことは難しいが改善策として幾つか挙げられる。 

そのうちの一つとして、いじめや虐待の加害者へカウンセリングを行うことである。ま

ず、いじめの加害者について考えよう。いじめの加害者の大抵は、自分がいじめの加害者

である自覚がない。その為、被害者のカウンセリングを行ったとしても、また同じ被害者

がいじめられるもしくは新たな被害者が出る可能性が高い。また、いじめの加害者が何か

しらの悩みを抱えており、鬱憤を晴らすためにいじめを行っているケースもある。このこ

とから、いじめやいじめの連鎖を減らすためには、加害者へのカウンセリングが必要であ

る。そして、もう一方の虐待についてであるが、虐待の大抵の加害者は親であり、被害者

は子どもである。最近では心理や精神的負担を、言葉を用いて与えるケースが増加してお

り、暴力による虐待は減りつつある。虐待は親のストレスや、望んだ通りに成長しない子

どもへの苛立ちが原因で起きることが多い。その為、親の負担を少しでも軽くできるよう

に、またカウンセリングを気軽に行ってもらうために、大学祭等を利用して外部の方でも

無料でカウンセリングを受けることができる場を作るべきである。大人は学生と異なり、

身近にカウンセリング室がない。また、カウンセリングは受けに行くのが大変そうなイメ

ージが強いため、少しでも多くの人の助けになるように、地域と深い関わりのある大学は

カウンセリングの幅広い普及活動に貢献すべきである。そして、虐待を始め、大人の抱え

る問題を解決してく必要がある。 

子どもの自殺の増加一つをとっても、様々な社会問題と深い関わりがある。一つの社会

問題を解決してくためには他方からものごとを考え、異なる社会問題も解決しなければな

らない。逆を返せば、一つ社会問題を解決することができたら、ほかの社会問題を同時に

解決することができるということである。これからは、一つの社会問題を徹底に解決しよ

うとするのではなく、様々な社会問題を同時に少しずつ解決してくことが大切である。 
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(1)私が最も関心のある社会問題は、日本の自殺者数が多いということだ。以前から、日

本の自殺者数は多いとよく言われていた。日本の自殺者数は平成 28 年度に 21,897 人とな

っている。平成 10 年度以来、14 年連続して 3 万人を越える状況が続いていたのが 22 年ぶ

りに 2 万 2000 人をきったが、まだまだ自殺者数は多いといえる。また、日本の自殺率は世

界の先進国のなかでもトップクラスである。特に他国とは違うところは 20 代~40 代の死因

の 1 位は自殺であることであり、若い世代の自殺の多さにも問題があるといえる。自殺に

至るには、本人の原因だけでなく、社会状況などの様々な原因が影響しており、現状を改

善する政策などの対応が必要である。現在、自殺対策は厚生労働省が担当しているが、様々

な省と連携して対策を行うべきである。また、自殺対策基本法が定められており、各自治

体に責任が課せられているが、取り組み状況は大きく異なっている。このことから、自治

体などによって、自殺対策における格差が起きている。一人一人の問題ではなく、国とし

ての対応も必要であると考える。 

(2)こうした自殺の問題の改善には、様々な観点からの研究とアプローチが必要である。

自殺をした原因として、遺書などを残し明らかになっているものの中では、最も多いのは

健康問題である。また、その他の原因としては、経済的問題、勤務問題、学校問題が挙げ

られる。自殺には様々な問題が関係しており、1 つの分野に偏るのではなく、法学や心理学

など、複数の分野の総合的な観点から対策をたてなければならない。(1)に書いたように、

自殺対策基本法などの法を見直す必要がある。また、健康問題が自殺の原因の 1 位である

ことから、医療や福祉に関する研究も重要である。特に健康問題の中では、うつ病患者が

多いことが問題であり、うつ病対策をすることが自殺者数の減少につながると考える。そ

のためには、一般の市民への知識の普及に加え、医療機関や心理の専門家での対応と早期

発見が必要である。 

 

 

1)私が最も関心を抱いている社会的な課題は、いじめ問題である。私は、今までいじめを

見たことがないし、したことがいない。幸せな生活をしている。小学生の頃から学んでき

たが、実際目の当たりにしたことがないので実感がわかない。しかし、度々流れるニュー

スの中で、いじめ問題は頻繁に取り上げられる。いじめが原因で不登校、自殺にまで至っ

てしまったり、大人になった社会人の間でさえもいじめは発生しているようだ。私自身が

鈍感で気づいていないだけで、身の回りでももしかすると困って悩んでいる人がいるかも

しれない。単純な動機かもしれないが私のように平和な生活をみんなに送ってもらいたい

というのが、いじめ問題に関心を持つきっかけになった。 

2)こうした社会的課題を究明するためには、心理学の分野でいじめる側といじめられる側

の心理状態・それによる健康問題、関係を良好かつ対等にできる方法を研究し実践してい

くことが有効だと考えられる。また、いじめの原因となる背景や社会状況などを調べてい

く必要もある。どこまでがいじめではなくて、どこからがいじめなのか、本人がいじめと
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感じたらいじめなのか、周囲がいじめではないかと疑い出したらそうなのか、いじめよう

と思って行動に出るといじめなのか、いじめの境界線ははっきりしない。そのためいじめ

の発見が遅くなったり、気づかれないままでいてしまう。また、いじめられているものを

かばうと今度は自分がいじめられるのではという心理から、ただ傍観しているか、見て見

ぬふりをしてしまう人が一番多い。どうしていじめようと思ったのか、過去に自分がされ

たことがあるのか、いじめる側の心理も大切だ。性格の問題なのか、心の問題なのかも調

べる必要もある。あと、いじめられた経験・いじめた経験のある人に、あの時周りの人に

どうして欲しかったのか、どうしていじめたのか、様々なアンケートを取り数値化して、

一番多かった回答の効果的な解決策を考え実践することが効果的である。 

 

 

 

ₒ ₓ 

 

1)私が最も関心を抱いている社会的な課題は防災です。日本は古くからその地理的な要因

によって多くの自然災害を受けており、災害社会であると言えます。徳島県でも数年後必

ず南海トラフ地震が怒ると予測されています。普段どんなに仕事や勉強で成果をあげても

災害時に判断を誤ると元も子もありません。そんなことが起こらないようにするためにも、

災害に対する知識と、そのための準備が重要なので、この課題にしました。 

2)災害問題の解決に向け有効と思われる学問は、理系分野では建築学、土木工学、地質学、

気象学、医学などです。建築学や土木工学は災害に強い建物や道路、橋、ダムなどを作る

ことに役立ち、地質学や気象学はハザードマップの制作や災害の予測のために必要で、防

災対策の指針となります。 

 文系分野の学問は、政治学、教育学、社会学、心理学などです。政治学では国や県、市

町村の防災に関する政策についての研究が災害対策につながります。教育学では、災害時

のための防災教育の充実により、災害に対応する人材の育成に役立ちます。社会学では、

災害時の地域内での集団協力や情報の共有の必要性を重視し、フィールドワークでそうし

た地域コミュニティの調査を行い、高齢者や幼い子どもがどの家に暮らしているかなどの

情報を収集することで、いざという時の安全確保がしやすくなるので有効です。地域の人

にしかわからない詳細な情報の聞き取りはハザードマップの制作にも役立ちます。心理学

では、災害時の精神的なケアや、精神的ダメージによる二次災害を防ぐための研究などが

考えられます。 

また、ボランティア活動を通じて災害時に対応するために避難所の確保や被災者の支援

を行っておくことや、二次災害の防止などに努めることもでき、対策として考えられます。 

災害は多くのことが関連して発生するので、学問は理系、文系を問わず多岐に渡ります。

これらのことをそれぞれの専門領域だけで片付けるのではなく、他分野との連携し、新た
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な見方が生まれ、そうすることでよりよい防災対策を考えるという方式でのアプローチも

有効な手段となり得ます。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的もしくは地域的課題は南海地震対策についてである。

南海地震は近いうちに必ず起きると言われており、私にとっての多大な影響を与える問題

である。そして東北地方太平洋沖地震や熊本地震の被害の深刻さは、未だに忘れることは

できない。また私は香川に住んでおり、大学にいる時に南海地震が起きて汽車が止まって

しまうようなことがあると帰ることができなくなるため、とても不安である。もしそうな

った場合は、一人で住む場所や食料を確保して過ごさなければならないが、現時点ではそ

のための計画を作るどころか避難場所でさえ知らない。さらに東北地方太平洋沖地震の時

のような津波が発生した場合、徳島は海に面していることにより多大な津波の損害を被る

だろう。国や県だけではなく、一人一人が適切な対策を講じていなければならない。しか

し地震はいつどこで起きるかは明確には特定する事はできないため、それが困難である。 

この課題を究明するためには、過去の地震のデータを収集し、それを分析してこれから

起きるかもしれない南海地震の特徴を予想しシミュレーションするような実験科学的研究

アプローチが有効になってくるだろう。日本は地震のとても多い国であり地震のデータは

豊富であるため、実際起きるであろう南海地震に限りなく近い予想ができるだろう。地震

は突破的なものであり、地震が起きることを防ぐことは不可能である。だが地震の特徴を

予想し適切な対策を講じることにより、被害を最小限に抑えることは可能である。特に地

震の津波の被害は東北地方太平洋沖地震から分かるように多大であるため、過去の南海近

辺で起きた地震のデータから南海地震の津波の大きさを予想することは最も南海地震の被

害を抑えることに繋がるはずだ。また野外での調査も南海地震対策に役立つだろう。野外

で南海地震が起きそうな場所の地質などを調べておくことで、より確かな地震被害の予想

をすることができるからである。 

 

 

私が今最も関心を抱いている社会的、地域課題は南海地震についてである。関心を抱い

た理由として東日本大震災、熊本地震の被害を報道を通して目の当たりにし,これは人ごと

では済まなと思い、近年注目されている南海トラフ地震の被害に遭うかもしれないという

危機意識からである。私は九州出身で南海地震の被害に遭う可能性が高く、一年前の熊本

地震の際には震度 3、4 近くの揺れを感じ、大きな被害はなかったが地震に対する恐怖を覚

えた。熊本地震の場合は、建物の倒壊で被害がおおかった。しかし、南海地震は津波被害

の想定がされている。そこで私達は東日本大震災を教訓としなければならないと思う。 

今後、南海地震の被害を最小限にするには、いくつかのアプローチがあげられる。まず

住民の危機意識の向上が必要となる。東日本大震災では、津波発生時刻までに充分逃げる
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時間があったが、津波の危険認識が低かったために、津波での犠牲者が多かった。研究す

る分野のアプローチとして住民の心理状況を調べるのが有効であると思う。 

続いて、ハザードマップの認知を広げることも必要である。私自身も地域系の講義を受

けるまで自分の家が津波危険地域にあるかどうかをハザードマップで確認するまで何 1 つ

情報が無かった。ハザードマップは津波被害の情報だけでなく、大雨の際の川の氾濫の被

害など他の災害の情報に触れる機会も増える。しかし、こういった情報があるということ

自体知らず、見る機会もないという人がいる。災害情報に触れる機会を増やすためにも地

域ごとでの意見交流会を開いて専門家が地域住民に対し情報提供をしていくことが必要だ

と考えられる。 

また、アプローチとして挙げられるのは地震が予想される地域の土地の地盤調査がある。

海岸沿いの地域は津波の危険性があるが、内陸の地域は建物の倒壊だけでなく地盤の崩壊

の危険性がある。都市では地盤の崩壊で道路が寸断さされ避難が困難になったり、村の集

落では森林の土砂が流れ込んだり、倒木が道路を寸断し孤立するということも考えられる。

そこで、市や専門家が地盤調査を行い道路、建物の耐震化、土砂崩れを防ぐ工事など対策

をしていく必要がある。 

 

 

 

ₒ ∕─ ₓ 

 

1) 私が最も関心を持っている社会的課題は、ネットリテラシーについてである。近年で

は、インターネットが急速に普及していき、若者を中心に Twitter、Facebook などといっ

た SNS も多くの人々に利用されている。だが、利用している人が SNS でのトラブルに巻

き込まれるという事例も多くみられる。その多くが個人情報の漏えい、デマを見抜くこと

ができず騒ぎになるというものである。もはや私たちの生活と切り離すことができないイ

ンターネットとどのように向き合うべきかということを考えたとき、ネットリテラシーの

低さという課題に関心を持ったのである。 

2)それでは、どのようにしてネットリテラシーを向上させるのか。もちろん簡単なことで

はないが、ネットリテラシーの向上には義務教育の段階からの教育が重要だと考える。能

動的にネットリテラシーの向上に努める人々が多ければトラブルは今ほど多くないはずで

ある。また、「ネットリテラシーの授業」という形態を取らずとも、「正しい情報を読み取

る能力」を向上させるための授業も必要となってくるだろう。これからスマートフォン、

パソコンなどの電子機器を幼少期から手にする子供が増えることが予想される現代社会で

は有効な手段ではないか。そしてネットリテラシーが低いのは若者だけでない。そのよう

な人々に対してはネットリテラシーに明るい方々が講習会を開くなどの協力が不可欠だろ

う。どの程度の人が関心を示すかは未知数だが、対策を講じなければ改善の未来はない。
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SNS を利用している人々は、インターネット上の危険性を認識していない人が多くいると

いうのが現状であり、平気で個人情報をネット上に晒したり、嘘を嘘と見抜くことができ

ずに騒ぎになるということは上にも述べた通りで、安易に他者が根拠もなく書き込んだ情

報を鵜呑みにしてしまい、自らに危機が迫る前にネットリテラシーを見直すべきである。

そのような場を提供する教育者の存在が必要である。 

 

 

社会連携と地域貢献 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は若者のネットリテラシーについてである。ネ

ットリテラシーとは,情報ネットワークを正しく利用する能力のことをいい,現代社会に生

きる私たちにおいて必要不可欠な能力にひとつであると私は考えているからだ。近年,スマ

ートフォンの爆発的な普及によりネットに触れる機会が多くなった。 

そんな中で若者の中で流行っている SNS(LINE,twitter,facebook)に関係する事件も起き

ているのが事実だ。例として一つ挙げてみる。若者の twitter 使用者が,自分の非行や犯罪行

為を自慢するために動画や画像を twitter 上に投稿する通称「バカッター」。アイスの商品

ケースの中に入る,飲食店内で騒ぐ等の迷惑行為を行う動画がネット上に一気に拡散され,

そして炎上。最終的には莫大な損害賠償請求をされたパターンや大学生が退学処分を受け

たということも少なくない。現在,若者がネットを扱う際においてネットリテラシーが欠如

していることは上記の事件が多発していたことから言うまでもないのは明らかである。 

では,どうすれば解決できるのか?ということを考えた。 

一つ目に,ネットは便利な反面,非常に恐ろしいものであるということを幼いうちから教

育する必要がある。プリントを配布するだけではなく,小学校,中学校の授業に大々的に取り

入れるべきではないだろうか?ネットが必要不可欠である今,ネットリテラシー教育に重き

を置くことが大切だと私は考える。 

二つ目に,若者の SNS 利用に制限を設ける必要がある。SNS 関連の事件に巻き込まれる

のは多くが若者(利用者の多くが若者であるため)である。健全な判断が出来ないうちには使

わせるべきではないだろう。 

また必要になってくる研究アプローチとして 

年齢ごとのネット利用の現状(ネットを利用している層を知る) 

実際にネットトラブルに遭遇したことがあるかの調査 

よく利用している SNS の調査  等が必要となるだろう。 

 

 

私が気になっている社会的な課題は、女性差別である。この問題について思うことは女

性の差別撤廃運動による男女平等には矛盾が生じてきている。 

女性差別とは主に賃金の格差や会社の出世におけるハンディキャップが主に挙げられる

◖ⱷfi♩ [y3]: 近年は「男性学」も注目さ

れています。田中俊之『男がつらいよ―絶

望の時代の希望の男性学』などを読んでみ

てください。 
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が、最近は痴漢などで女性の社会的弱者という概念を利用した女性ひいきの裁判も目立つ。 

男女平等とは成立しうるものなのか? 

私は成立不可能であると考える。そもそも差別とは差があることによって不当な不利益

を生じるときに使うべきだ。差をいかせるならば、それは差別にはならない。 

目の見えない人は目で消費する脳の能力を、音や皮膚感覚、臭覚あるいは思考能力に使

ので、感性や思考力が豊かな場合が多い第一に目によって誤魔化されない。それは、特質

だと認め合えば(本人も周りも)差別は起こりえないのだ。 

男に生まれれば、得することもあれば損することもある。それは、女性も同様であり、

一貫して不利益を被り続けることのない限り、差別に値しかねるのではないか。自分にな

いものを否定することで自己を守ろうとする輩が多すぎるのかもしれない。 

強いて私が、打ち出す解決策は、「無くす事」ではなく、理解する事、許容する事、受け

入れる精神を養って身につける事、この三つであると考える。 

男性に関しても、もし自分が女性だったらとこの現状に納得できるのかといった意識を

常に持たなければならない。また、行き過ぎた主張には、反対を申すべきだ。お互いを知

り、親身になって考えなければ、理解も許容もない。これは同時に永遠に話し合い続ける

必要があるということだ。女性の権利が強くなれば、男性の権利は弱くなる。それが同じ

になることはない。結果は永遠に妥協と許容でしか無くケースによって常に変化する。そ

して許容する精神をみにつけること。これは、学校の授業として取り扱いにくいものであ

り、まさに男女が身近にある学校生活の中で学ぶものだ。これからの未来を担う小中高生

にとって、もうこの問題の解決のカギを握っている。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的問題は人権問題である。 

私は今までに、部落差別や LGBT に対する偏見、障がい者に対する偏見、冤罪で逮捕さ

れた人などの様々な分野における被差別者と会ったり話したりしてきた。また、恥ずかし

ながら加害者側に気づかないうちに立っていたことも、被差別者の立場に立ったこともあ

る。これらの経験から、人によって好き嫌いはどうしてもあるので完全に差別をなくすの

は無理だと思うが、正しい知識や理解なしに差別したり、当事者が傷ついていることに気

づかないまま発言したりすることをなくすということが必要だと私は考えている。それな

のに解決されていないという点に疑問を持ち、ニュースを見たり調べたりしている。 

また、多くの人権問題、すなわち不当に差別されている人が存在する分野を一つでも多

く知り、無意識のうちに誰かを傷つけてしまわないように気をつけること、誰かが傷つい

ていると気付ける事は、これから大人になって社会に出るために必要な力であると思う。 

この課題を解決するためには、総合科学部の得意な学際的なアプローチが必要である。

たとえば LGBT に対する偏見の解決には、ジェンダー論などの社会学的アプローチや、生

物学的見解、憲法の「両性の合意に...」の両性とは「男女」間における合意だけを指すのか
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どうかという憲法の解釈など多方面からの見解ともっと世に広めることが有効であると考

える。障がい者に対する偏見の解決には、心理学的アプローチや正しいサポートの仕方、

また当然のことであるのに「話せなくても意思疎通が難しくても、心を持っている(自分の

意見を持っている)」ということを忘れがちであるように感じるので、これらのことを広め

ることが有効なアプローチであると考える。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な問題は、精神科病院の患者の治療に関する問題であ

る。現在多くの先進国の中では、病院から地域へと医療を移行する「脱施設化」が主要な

傾向となっている。しかし Making Mental Health Count によると、「日本はこの脱施設化

の傾向が遅れており、精神病床数はいまだに OECD 諸国で最も多く、OECD 平均は 10 万

人 当 た り 68 床 で あ る と こ ろ 、 日 本 は 269 床 で あ る 」 (OECD ヘ ル ス デ ー タ  

http://www.oecd.emb-japan.go.jp/pdf/Mental%20Health%20Country%20Note-japan.pdf

#search=%27OECD+%E3%83%98%E3%83%AB%E3%82%B9%E3%83%87%E3%83%B

C%E3%82%BF+%E7%B2%BE%E7%A5%9E%E5%8C%BB%E7%99%82%27 閲覧日 5 月

27 日)。 

同時に長期入院も問題となっている。厚生労働省・平成 21 年病院報告(厚生労働省・平成

21 年病院報告 http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/iryosd/09/dl/03.pdf 閲覧日 5 月 27

日)によると、一般病床の平均在院日数が 18.5 日であるのに対し、精神病床は 307.4 日であ

る。また、このように入院が長期化してしまう「ほとんどの入院患者が『入院治療』の必

要 が 無 い 状 態 」 ( 【 バ リ バ ラ ジ ャ ー ナ ル 】 見 え 始 め た 精 神 医 療 の 実 態 

http://www6.nhk.or.jp/baribara/lineup/single.html?i=421 閲覧日 5 月 27 日)である。つま

り、治療を必要としていないにも関わらず地域での受け入れ体制が整っていないために、

入院せざるを得ない人が多いのである。 

この問題を究明、解決するためには、まず精神科患者に対する偏見を無くす必要がある。

よって、社会心理学で研究されている「社会的認知」から考察することが有効であると考

えられる。社会的認知とは、「人間が社会から受け取った情報を頭の中でどのように処理し

て い る か 、 そ の 情 報 処 理 プ ロ セ ス の こ と 」 ( 夢 ナ ビ 

http://yumenavi.info/lecture.aspxGNKCD=g008118&OraSeq=1397587&ProId=WNA00

2&SerKbn=Z&SearchMod=1&Page=1&KeyWord=%e5%81%8f%e8%a6%8b 閲覧日 5 月

27 日)である。社会的認知について研究することで、どのようにして精神科患者に対する偏

見が生じているのかを明らかにすることができ、偏見を無くすためにはどうするべきかを

考えることができる。 

そして、社会福祉学も問題を解決する上で有効であると考えられる。社会福祉学とは、「人

間が人間らしく生きていくということはどういうことなのか、そのために必要な環境や制

度とはどういったものなのか、ということについて研究していく学問」(ベネッセ教育情報
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サイト http://benesse.jp/juken/201503/20150311-4.html 閲覧日 5 月 27 日)である。よっ

て社会福祉学の観点から、入院治療の必要のない患者が地域で生活するためにはどのよう

な地域体制が必要かということについて考察することができる。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会的な課題は、障害者支援についてである。現在障害者支

援に対して様々な法律が制定され、各地域においても条例を制定している。全国的に言え

ば平成 28 年度 4 月 1 日から「障害者差別解消法」が開始された。この法律は障害のある人

もない人も互いにその人らしさを認め合いながら共に生きる社会を作ることを目指してい

る。徳島でも「障害のある人もない人も暮らしやすい徳島づくり条例」という条例が施行

された。この条例も全ての県民が障害の有無にかかわらず、お互いに人格や個性を尊重し

合いながら地域で安心して暮らすことのできる社会の実現を目指している。以上のように

法的な整備は徐々に整えられてきている。しかし、このような法律や条例のことを知らな

いという人がまだ多くいるというのが現状である。そのため障害者の方に対して手話通訳

や声掛けなどといった十分な支援が行えていない。さらに法律や条例については知ってい

ても障害者の方を実際に支援する知識がなかったり、声のかけ方がわからなかったりする

といった人もいる。私には実際に障害のある弟がいるため、このような障害者支援に関す

る社会的な課題に対してとても関心がある。 

障害者支援についての社会的な課題を解決するためには、やはり多くの人が障害につい

て知ることが必要である。したがって一番有効であるのは社会福祉学での知識的な学びと

情報に関する研究を行いより多くの情報を発信していくことであると考える。社会福祉学

では障害の種類や程度によって生じる生活の中での問題に対して、健常者が実際にできる

支援の内容を具体的に示し、実践してもらうにはどうすればいいのかを考える必要がある。

また情報に関する研究では、どうすれば障害者支援に対して関心を持ってもらえるかとい

うことなどを考えていく必要がある。さらに地域の中で障害者と健常者が互いに意見交換

を行う場を設けるといった取り組みも有効である。この取り組みの中では障害者側から具

体的に支援をしてほしい場面や支援の仕方を話してもらい、健常者側からは障害者の人の

話を聞いた上での疑問点などを解決してもらう。 

以上のような研究や取り組みを行うことで、障害者支援の社会的課題を改善し解決をす

ることができる。 

 

 

私がいま最も関心を抱いている社会的課題は障害者の雇用である。近年、ユーチューバ

ーや読者モデル、クリエイターなどあらゆる職種が新しく生まれ、仕事に楽しさややりが

いを重視するようになった。また、ブラック企業やサービス残業に代表される労働問題が

メディアに取り上げられ、働き方改革などの単語にみられるように、より良い雇用環境が
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推進されるようになっている。 

しかし、こういった職業内容・職場環境の選択肢が増えているのは、我々健常者の間だ

けではないだろうか。障害者雇用における法律により企業に障碍者の雇用が義務付けられ

ているが、企業に就職できる障害者がどれほどいるだろうか。私は企業に就職するレベル

に達していない、いわゆる重度の発達障害・知的障害者も充実した職に就くべきだと考え

ている。 

障害者施設の方に話を伺った。施設で簡単な作業をして働く障害者は多いが、決して大

会賃金で働いているわけではない。また、障害者年金も受給しているが少ないという。障

害者の貧困問題が発生しているが見過ごされているのが現実だ。 

では、なぜ働けないのだろうか。確かに、発達障害者や知的障害者の社会順応力は低く、

企業に就職するのは難しい。ならば、企業就職ではなく芸術活動・創作活動ならどうだろ

うか。障害者の中には芸術的才能や集中力の高い人が多く、施設の中にはハンドメイドの

アクセサリーや雑貨を販売したり、カフェを開いたりするものもある。しかし障害者の提

供する商品は押しなべて低価格である。 

このように、障害者の職業選択が少ないこと、就職しても低賃金であることが問題だと

私は考える。この問題を解決するためには、障害者や施設にキャリアプランニングをする

人材が必要なのではないだろうか。 

そのためには障害者の現状をより深く知るフィールドワークや、障害者を取り巻く福祉

支援・法律について知る必要がある。フィールドワークをすることで、実際にどのような

問題があり、どのような障害者がいてどのような生活を送っているのかを詳しく知ること

ができるからだ。 

 

 

私が最も関心を抱いている社会問題は、ワークライフバランスについてだ。その中でも、

最近ニュースなどでよく話題にあがっている教師について考えたいていきたい。私は現在、

教員免許を取得したいと考えている。実際に採用試験に挑戦するかは未定だが、少なから

ず自分自身に関係のあることであるから、この事柄に関心を抱いた。 

最近、労働問題として、企業に勤める女性の過労死が大きくメディアに取り上げられて

いた。それから、ブラック企業やブラックバイトといった勤務状況の問題が話題になった。

そして、今では「教師」までもブラックだと言われるようになった。それを踏まえた上で、

以前私がニュースでみた事例を考える。そのなかで、やはり大々的に挙げられていたもの

に部活動の顧問の問題がある。ある部活の顧問を持ってしまうと、朝や放課後、休日もそ

れに時間を費やさなくてはいけなくなる。さらに、その労働に当てられる手当も少なく過

剰なる有働を強いられることになるそうだ。しかしながら、顧問を拒否するのも周りの教

師からの目線やその人自身の評価に繋がると実際に教職に就いている方が仰っていた。現

場のリアリティーのあるこの言葉に不安が募った。しかし、その状況を上手く改善した例
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も挙げられていた。ある部活動の顧問を持つ方が、外部からコーチを雇うという形で仕事

の効率を上げたそうだ。その先生は部活動の時間中は別の学業に関する仕事をこなし、負

担を大きく減らすことができた。また、その外部のコーチには、時給という形で一定の報

酬を支払う。そのスポーツに関する知識の浅い先生の指導では内容の濃い練習を行うこと

ができていなかった状況に、外部から専門のコーチを招くことによって生徒等の向上心増

加や大会での結果を残すことにつながったそうだ。結果的に、先生にも生徒にもより良い

効果をもたらすことになった。 

今回挙げた事例は部活動だけだったが、他にも授業時間以外での様々な仕事をどのよう

によりよく改善するかが問題になる。その時間外の職業に対して相応の給料が支払われる

のであればまだ条件は良いと言える。ではなぜそれが為されないかというと、労働基準法

に原則教師の時間外労働には残業代が支給されないという規定があるからだ。よって、こ

の教師の労働問題を解決する方法として、「外部からの労働者を雇う」、「労働基準法」の見

直しの二つを挙げたいと思う。 

それを実行する上で、必要になってくる研究として「世論調査」が必要になる。実際の

教師の声や学校に通わせる親、一世代前の教師など様々な角度から様々な意見を集めるこ

とで解決の糸口が見つかると考える。 

 

 

私が一番関心のある社会的問題とは、歴史的な文化財や歴史的に価値のある文化そのも

のを保護することである。なぜなら、過去を鑑に現代を見て未来の方向を探すことが必要

だからだ。現代文明は、遺跡という文化財の破壊という代償を払って発展してきた。今で

も、アジアやアフリカの発展途上国で、近代化するための工事の際に、昔の遺跡や文化的

に価値のあるものを壊している。また、中東では ISIS によって文化的に有益な遺産が次々

と破壊されている。私たち人間は同じ過ちを繰り返す性質をもっている。これは第一次世

界大戦や第二次世界大戦から明らかである。同じ過ちを繰り返さないためには過去を顧み

て、よりよい未来の方向を探るしかないのだ。そして、過去を顧みるためには、過去のこ

とを知ることが出来るようにならなければならない。そのためには、過去の文化や遺産、

遺跡を保護して、過去を顧みることが出来るようにしなければならない。 

歴史的に価値のある遺跡や文化を保護するためには、少なくとも三つの研究分野が必要

である。一つは歴史学である。なぜなら、その文化や遺跡が歴史的に見てどのような価値

があるのかということを知る必要があるからだ。それを知るためには、歴史学が必須であ

る。二つ目は博物館学である。なぜなら、例えば保護しなくてはならない文化や遺産を保

護するときに、その遺跡や文化を表すものが、どのような方法で保護するべきかを知って

おかなければ、後世までそれを残すことが出来ないからだ。残すことが出来ないと、過去

を顧みることが出来ない。つまり、適切な方法で、過去を知ることが出来るものを保存す

ることが出来ないといけないからだ。三つ目は他の国の語学である。なぜなら、過去の文
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化や遺跡を保存する必要があるものは、日本だけではなく、外国にもあるからだ。むしろ、

外国の方が多いといってよい。また、このほかにも、科学的な保存方法を学ぶために科学

を学ぶ必要があるし、他の国の文化や遺産を保護するためには、その国との関係を知らな

いといけないので、国際政治学や国際経済学なども学ぶ必要がある。 

 

 

1) 私が最も関心を抱いている社会的な課題は地域スポーツだ。私はフェンシングという

スポーツをしていて、徳島県では競技人口、指導者共に非常に少ないマイナースポーツで

ある。根強い人気を誇るメジャースポーツ(例えば、野球、サッカー、テニスなど)と比べ、

競技人口は遥かに少ないうえ、そもそも、競技自体が認知されていない場合もあり得るの

だ。私自身、野球やテニスなどのメジャースポーツも経験してきた。それらのスポーツは、

始める前から先入観を持って始める人が多いと感じている。「このスポーツはこういう風な

スポーツだ」と、ある意味、決めつけているのだろう。しかし、マイナースポーツの良い

ところは、認知されていない人たちに様々な方法で知ってもらうためにアプローチできる

ところだと考えている。そこで、マイナースポーツを地域(私の場合は県内)で普及させるこ

とで、地域での競技力の向上、もしくは、そのスポーツが地域スポーツとして定着するだ

ろう。「このスポーツはこの地域で盛んだ」と思ってもらえるようになると考えている。そ

して、定着させることで、そのスポーツが盛んになり、地域活性化にもつながると考えて

いる。(自分がしているフェンシングを県内でもっと普及させたいということが単純ではあ

るが、1 番の理由でもある) 

2) この課題を究明・解決するためには、人文科学分野のスポーツ科学と社会科学分野の

社会学(あるいは、それらを合わせたスポーツ社会学)が有効であると考える。なぜなら、体

育学のみの知識では、そのスポーツの競技力の向上はできるかもしれない。しかし、競技

力の向上だけではなく、そのスポーツを定着させたいため、体育学だけではなく、社会学

や、心理学なども合わせたスポーツ科学の知識が必要であると考える。また、そのスポー

ツ科学の知識と社会学の知識を持つことで、競技力の向上だけでなく、そのスポーツを地

域で普及、定着させる可能性が高くなるだろう。また、フィールドワークとして、そのス

ポーツが盛んで地域スポーツとして定着している地域に行って調査するのも有効ではない

だろうか。 

 

 

バスの運転手や乗客の態度などバスの現状が今、私が最も関心を抱いている地域課題で

あり、社会問題でもある。私が数ある社会問題、地域課題の中でこの課題を選んだ理由は、

大学生になり、ほぼ毎日バスで通学するようになり、そうするとわずか約 2 カ月で今まで

全く知らなかったバスに関する課題が見えてきたからだ。 

1 つ目の課題は、バスの運転手の態度の悪さである。ゆっくりしかバスに乗れない老人が
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いても早くドアを閉めようとする。だから、「閉めることができません」のようなアナウン

スが流れて老人が焦ってしまうのを何度か目にした。また、バス停でバスを待っていると

通り過ぎられた経験がある。友人もあると言っていた。毎回手を挙げてアピールしなけれ

ばならないのだろうか。しかし、手を十分に挙げられない人もいるだろう。バス停の真ん

前にいるのだからもっと注意深く見るべきだ。このような問題点が見えてくる理由として、

遅れて到着した時に文句を言われないように運転手も到着予定時間に間に合うように急い

でいるということが予想される。 

2 つ目の課題は、徳島に限ったことではないと思うが、やはり老人や小さな子供に席を譲

るという習慣がほぼないということだ。バスがとても揺れる中でフラフラしている小さな

子供がいても気づいていないのか、知らないふりをしているのかとても心が痛んだ。どう

して席を譲らないのかについての理由として、自分も座りたいからということはもちろん、

譲りたいという気持ちはあるが声をかけにくい雰囲気であるからということも予想される。 

このようになってしまうのには、都会に比べてバスの本数が少ないという理由も関係し

ているのではないかと推測する。バスの本数が多ければ、このバスを逃したら次のバスま

でに長時間待たなくてはならないなどと考えずに済み、誰もがもっと心にゆとりを持てる

ようになるだろう。 

だからといって、バスの本数を増やせば解決だというわけにもいかない。自家用車を利

用する人が増え、バスを利用する人が減ってきているのも現状である。そこで、路線を増

やすことで利用者を増やすという取り組みは為されてきたようだ。そうすることで乗り継

ぎをせずに行けるようになった場所が増え、運賃も半額になったそうである。また、徳島

の人気イベントであるマチ☆アソビのためにデザインされた特別便を運行したり、生活誌

を利用してクーポンを広報したりなど様々な取り組みをしてきている。 

このような取り組みによって利用者を増加させることに成功した。ですから、あとは、1

番簡単なようで難しい運転手と乗客の周囲に対する配慮というものを改善すべきである。

解決策として、そのような良くない場面の動画を撮影し、バスの中で流すという取り組み

はどうだろうか。自分が今している行動が動画で良くないこととして紹介されると恥ずか

しく感じ、良い行動をしてくれるのではないだろうか。 

 

 

私が今現在最も関心のある地域課題は、長崎県の諫早湾干拓事業問題である。その理由

は、まず、長崎県が私の地元であるということが一番である。やはり、問題が起こってい

る該当府県であるので、この問題についてはしばしば高校、中学の授業で取り上げられて

きた。何度も聞くうちに徐々に関心が向き始めたのだ。そして、この問題は長崎県、佐賀

県の農業、漁業に関する問題である。長崎に生まれた者として、地元の農業発展を望んで

いるため、その問題について詳しく知り、現状を把握したいのだ。 

もう一つの理由として、この問題には多額の税金が絡んでいるから、ということを挙げ

◖ⱷfi♩ [y4]: そんな密告みたいなことを

せずに、態度の悪いバスの運転手にその場

で注意したらいいんじゃないですか？ 
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る。「開門をしないのならば、漁業関係者に○十万円支払え。」「開門をするのならば、農業

関係者に○十万円支払え。」と、開門主張側、反対側にそれぞれ判決が下されている。この

支払に使用されるお金は税金である。年金問題などの税金に関する問題が浮上する現代で、

このような税金が絡む問題は、さらに国の財政を悪化させることはないのかと不安に思っ

たのだ。 

この課題を究明・解決するためには、詳しい水質調査、新たな水質浄化技術、農地開発

技術、災害対策研究が有効であるはずだ。漁業関係者側(有明海)の主張では、水門を閉じた

せいで赤潮が多発し水質汚濁が進むなど、有明海の環境が悪くなっているとのことだった。

これに関しては、詳しい水質調査をして、対策を練るべきだろう。今後も水門を閉じたま

までいる場合、有明海の環境を守り海苔の生産量や漁獲量を維持するには、水質浄化技術

も必要となる。また、これに対して、農業関係者側(諫早湾)の主張は、水門を開けると、高

潮や塩害が発生する可能性があるというものだ。これには、水門を開ける方向に進んだ場

合、新たな農地開発技術や災害対策が必要となるだろう。しかし、実際のところこの諫早

湾干拓問題は、水門を開けるにしろ閉じたままでいるにしろ、どちらかに被害が及ぶこと

は明白である。そのため、これまで何度裁判や協議を重ねても解決に至っていない。よっ

て、上記の様々な研究と同時に、和解しようという心意気も必要となる。 

参考 URL 

諫早干潟ネット(5 月 28 日閲覧) 

http://www.isahaya-higata.net/isa/contents/rept.shtml  

 

 

私が解決したいと願う社会的課題は、生と死の定義についてである。身の回りには生や

死が溢れている。しかし私たちはそれの境目を明確に意識しようとはしてこなかった。そ

の結果として、現在深く審議されているような、脳死、植物状態の際の生死判断問題に直

面することとなったのだ。私は、自らが脳死あるいは植物状態となった場合にどう判断さ

れたいかを考えて、このテーマをとりあげた。 

課題解決にあたり、道徳的観点から考えてみると、脳死あるいは植物状態というのは、

まだ「生」の領域にはいる。「心」があるからだ。しかし、この観点において、現在の学問

ではこの「心」の在り処が頭にあるのか胸、心臓にあるのかがはっきりしていないため、

頼りない。だから、これを排するような考え方をしようというのが私の意見だ。化学的も

しくは物理的、生物的に捉えることで、はっきりした生死の境を認識できるだろう。 

生きるための「管」に繋がれ、ただ息をしているだけのモノを見てあなたはどう思うか。

死んだも同然だと思うのか。それともまだ生きていると思うのか。自らの力で生命活動、

つまり食事、生殖行為を行えなくなった時点で、生きているとはいえない。いいたくない。

見た目だけで判断してしまう考えもある。しかしこれだと、生き返ることを一切考慮しな

くなるために反対意見が跡を絶たないことが明らかだ。 

◖ⱷfi♩ [y5]: 一つのウェブサイトだけで

なく、複数の情報源を確認して、多面的な

立場を知るようにしよう。 

◖ⱷfi♩ [y6]: 人間が死ぬとき、全身に数

兆個ある細胞は一度にすべて死ぬのではな

く、徐々に死んでいきます。つまり、生と

死は連続的に推移するので、どの程度段階

で「人間が死んだ」かを明確に定義するこ

とは困難です。 

脳死の問題に関心があるなら、まずは小松

美彦『脳死・臓器移植の本当の話』を読ん

でみましょう。 
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人間の体内に共生する別の生命体の存在があれば、生死の境を明瞭化できる。大腸菌、

ヒ素などの物質の研究が進められているようだ。大腸菌は人間の腸に寄生し、人体に善悪

両方の影響をもたらす。もっともよく知られる生き物だ。研究しやすい対象といえよう。 

以上のことから、道徳的より物理的観点から生死の境を調べていくべきだと私は思う。

生死の溢れるこの世の中、生命倫理の問題が常につきまとう。自らの意思を強く持ち、臓

器提供の意思表示カードを持つことが、生死の境を見つけるまでの今すぐみんなができる

最善の道だ。 

 

 

1)私が現在最も関心を持っている社会的な問題はエネルギーの問題だ。 

2011 年に福島の第一原発で事故が起こり、原発の安全神話は崩れ去り、原発の安全性に

対する議論が活発になった。また、地球温暖化対策のために二酸化炭素の排出量削減が謳

われている中、積極的に火力発電を取り入れることも慎重にならざるを得ない。そして、

近年期待されている自然エネルギーも現状ではエネルギー供給の主力になるのは難しい状

況だ。 

このような状況にあって、我々は必要なエネルギーをどのような割合で供給するかを適

切に判断しなければならない。場合によっては電気料金の引き上げも必要になるかもしれ

ない。電気料金の引き上げは家計や国全体の経済の先行きにまで影響を与える。このよう

に考えると、エネルギーの問題は身近な問題であり、経済や環境といったような分野とも

関わる問題であることがわかる。以上のようなことから私はエネルギーの問題に関して大

きな関心を抱いているのだ。 

2)一言にエネルギー問題というと、世界的にエネルギー消費量が増加して 

いる問題や新たな発電システムの開発の問題があるが、ここでは国内のエネルギー供給

の問題に焦点を絞りたい。そして、その中でも特に必要なエネルギー量に対していかなる

発電方法を用いて供給していくかを考えていきたい。 

(1)でも述べたように現在ある発電方法は一長一短であり、発電コストが安く、かつ、環

境にも優しくて、かつ、安定した供給が可能といったような発電方法が発明されない限り、

我々はどのような組み合わせで電力を供給するかを考えなければならない。 

まずは、環境に対する知識が必要となるだろう。現在では、温暖化と二酸化炭素の量と

の間にどれほどの関係があるかはわかっていない。二酸化炭素の許容される排出量によっ

てどのくらい火力発電に依存するかも変わってくるのだ。 

経済の知識も必要になるだろう。電気料金の引き上げによる影響も予測しなければなら

い。また、原油価格に対しても敏感でなければ正しい判断はできないだろう。 

そして、国際政治の知識も必要だ。主な原油輸出国である中東の政治情勢は不安定であ

り、原油の輸入が不可能になることもあり得る。国際情勢も考えて行かなければならない。 

このように、エネルギー供給の問題を考えると環境や経済、国際政治のように多領域に
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渡る知識が必要である。だから、この問題の解決を図るためにはそのような分野から同時

進行でアプローチしていく必要がある。 

 

 

私は、ごみのポイ捨て、分別問題に関心がある。高校時代、通学路である山道を通る車

がコンビニ袋を投げ捨てたのを見て、なぜわざわざ停車して窓を開け投げるという面倒な

ことをするのか気になったのが始まりだ。 

徳島市でも、川や植え込みなどに捨てられたごみを見かける。徳島市例規集によると、

徳島市では「徳島市ポイ捨て及び犬のふん害の防止に関する条例」が平成 14 年 7 月 1 日よ

り 施 行 さ れ て い る ( 徳 島 市 「 徳 島 市 ポ イ 捨 て 及 び 犬 の ふ ん 害 の 防 止 に 関 す る 条

例」,http://reiki.city.tokushima.tokushima.jp/reiki_honbun/o002RG00000663.html,2017

/05/28 アクセス)。しかし効果については発表データがなく、タバコのポイ捨てに関して

2012 年と 2015 年でよく似た市民からの声があるように、啓発の効果は薄いのが現状だろ

う ( 徳 島 県 , 「 目 安 箱 | 徳 島

県」,http://www.pref.tokushima.jp/governor/opinion/form/1158/,2017/05/28 アクセス)(徳

島 県 , 「 目 安 箱 | 徳 島

県」,http://www.pref.tokushima.jp/governor/opinion/form/68691/,2017/05/28 アクセス)。 

分別についても同様で、身近な例を挙げるならば、生協が使用しているリリパックの未

分別問題。燃えないごみの箱にリリパックがそのまま捨てられていたり、分けていてもは

がしたフィルムを燃えないごみに捨てていたりする(カフェさんじょ内には「はがしたフィ

ルムは燃えるゴミに」とある)。 

このような問題が依然として解決しない背景には、我々の問題意識の低さが挙げられる。

ごみの片付けは清掃員がやってくれる、自分たちがしなくても誰かがするだろう、ポイ捨

てをしている・分別をしていないのは自分だけでない、そういった意識がごみのポイ捨て

や未分別などの問題を生んでいるのだ。 

よって、それを解決するには啓発の強化と、ごみの分別や、ポイ捨てをしない、という

行動を起こしやすい環境を整えることが有効である。たとえば、ごみ箱に「おにぎりなど

の包装は燃えないごみ」「リリパックの蓋は燃えないごみ、フィルムは燃えるゴミ」といっ

た案内を掲示しておく。見やすいところに置いておけば、分別の意識は高まるはずだ。ま

た、屋外にはごみを自主回収するための袋を設置するなどして、自分のごみを持ち帰りや

すく、気付いた時にごみ拾いも可能にすれば、町全体で美化に取り組むことができ、意識

も向上しやすい。 

誰かではなく自分が具体的な行動をとれるような工夫が、このごみ問題を解決する手が

かりになるのではないだろうか。 
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1. 関心を抱いている社会的課題、地域課題とその理由 

私が最も関心を抱いている社会的な課題、もしくは地域課題は、「インバウンドの増加」

である。なぜなら、外国人観光客は年々増加し、私たちにとって身近な存在になりつつあ

るからである。 

「インバウンド」とは何か。「インバウンド」とは訪日外国人客とも呼ばれ、外国人が旅

行などで日本に訪れることを指す。なぜインバウンドは増加しているのだろうか。 

また、「インバウンドの増加」と聞くと「観光客が増えることは良いことだ」と考えられ

る。しかし、インバウンドの増加は観光客が増え活性化につながるなどといった良い面だ

けなのであろうか。実際、インバウンドの増加による課題もあるのである。 

身近なインバウンドの増加の例として、「四国遍路」を挙げる。四国遍路におけるインバ

ウンドの増加の理由は、朝日新聞によると「宿や食べ物を無償で提供する「お接待」は、

外国人には珍しく、魅力的に映る」(注 1) ということであった。 

インバウンドの増加による利点としては、「地域の活性化につながる」ということである。

外国人が四国遍路の際は、歩き遍路すなわち歩いて各札所を回る人が多いそうだ。そのた

め、宿泊施設の利用(お接待の場合は無料の場合もあるが)や、お土産の購入により、経済効

果がもたらされる。したがって、インバウンドの増加は地域の活性化につながるのである。 

インバウンドの増加による課題は、「お遍路好きな韓国人女性が貼ったハングル案内シー

ル」についてである。ハングル案内シールに対して、Web サイトによると、「最近、礼儀し

らずな朝鮮人達が、気持ち悪いシールを、四国中に貼り回っています。『日本の遍路道』を

守る為、見つけ次第、はがしましょう」(注 2) という張り紙をしていたそうだ。シールを張

った女性は、電柱などに勝手にシールを貼ってはいけないことは知らなかったそうである。 

このように、インバウンドの増加に伴い課題もあるのである。 

2.問題を解決するための研究分野、アプローチ 

このような問題を解決するためには、異文化と自文化の違いを認識すべきである。しか

し、単に自国とは違う文化について知るというだけでは、表面上の理解になりかねない。

表面上の理解では、異文化の違いを認識できたと言うことはできず問題点は改善されない

だろう。 

そのため、異文化を理解するにあたって、外国人と日本人の物の見方、考え方、価値観

の違いなどの理解すること、違いを受け入れるための寛容さを身に付けることが必要だと

考える。 

1 平成 29 年 1 月 1 日,朝刊 

2 Jcast ニュース「お遍路に次 「々外国人排除」の張り紙 ハングル案内シールへの抗議だ

った」, https://www.j-cast.com/2014/04/10201844.html,2017/5/29 アクセス 

 

 

私がとくに関心を持っている社会問題は、子どもの運動能力の低下に関する問題である。
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幼いころからスポーツに触れる機会が多い人は、日常生活においてもスポーツで培った身

のこなしが役に立つことが多い。例えば、受け身尾の取り方は筋力・瞬発力・判断力・身

軽さなどスポーツで身につけることができるものが必要であるため、運動能力の差が顕著

に出る。しかし、最近の運動能力の低い子どもたちのなかには、転んだ際手が前に出ない

子どもがいるという話を総合科学の基礎 D(スポーツ科学の基礎)の講義で聞いた。文部科学

省の調査によると、子どもの体力・運動能力は、昭和 60 年ごろから現在まで低下傾向が続

いており、またスポーツ少年団や部活動などで運動をよくする子どもとほとんどしない子

どもとの二極化傾向が指摘されている(文部科学省「子どもの体力の現状と将来への影響」, 

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo0/gijiroku/attach/1344530.htm ,20

17/05/28 アクセス)。また、世間では子どもの体力低下は身体能力への影響だけでなく、健

康に及ぼす影響が大きいことが漠然と問題視されている。NSCA ジャパンによると、「生活

習慣病は、中高年時に重大な疾患として発症する点にそのおそろしさがあるが、その基礎

的背景はすでに子どもの頃に確立される」のである(NSCA ジャパン「子どもの体力の現状

と課題」, http://www.nsca-japan.or.jp/journal/18_1_02-06.pdf ,2017/05/28 アクセス)。よ

って、子どもの運動能力低下は社会問題として危惧されるべき問題なのである。 

 徳島のように公共交通機関が充実していない地域や、移動手段として車を使わないとど

こにも行けないような山中の地域の子どもたちは、部活動などに参加するなどしない限り、

運動をする機会がかなり少ない。しかし、地方の環境は自然と触れ合いながら活動するの

に適した場所に富んでいる。よって、フィールドワークをすることによって子どもたちが

遊ぶことができる場をみつけ、デザインしていく活動や、子どもたちが日常の遊びとして

運動能力の向上に役立つ且つ楽しめる運動を提案し、教える機会をつくる活動が有効であ

る。私たちは、次世代の社会を担う人材を支えることによって、地域貢献をしていくこと

ができる。 

 

 

私が今一番課題としていることは地球温暖化である。理由は、人口が増えることで今ま

で山だったり川や海の場所がなくなり都市部のほうでは、自然が見られなくなった。また、

元から住んでいた動物たちの住み家がなくなり生き物たちの住みにくい環境となってきて

いる。それは動物だけではない。人間も同じで住みにくい世界でもある。なぜなら、真冬

でも暖かくなったり雪が全く降らなくなったりと地球に何らかの影響が起こっている。ま

た、生活が便利になってきている一方、工場から出た汚染で今までキレかった川や海は汚

れて魚・動物はいなくなっている。そして、地球が汚れている。私自身、山に囲まれた自

然で育ってきたので今の市内での生活がキツイときがあるからだ。水道水もおいしくない。

また、ごみがたくさんすててある。 

まずは、現在の地球がどれほど温暖化で影響しているかを調べていく必要がある。まず

は、規模を知る必要があると思う。どこに影響が大きいか小さいかで、おおまかに調べる
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範囲を決めれる。また、影響している川・山・生き物に今後温暖化問題が続くことでどの

ような影響が起こるかこ調べる。影響を知るとこれ以上温暖化を進めるといけないかがわ

かる。汚染の原因となっている場所ははどこかを調べる。そこではなにが地球に害を起こ

しているのかを調べる。まずは、原因がわからないと解決策もわからないし、その原因を

減らすかなくさない限り地球温暖化問題は、一向に解決しない。汚染した場所をきれいに

なるまでの研究をする。元に戻るまでにかかった時間や必要だったものなども調べる。汚

染している場所はも元に戻せないや汚くなったからという理由できれいにしなかったり規

模が大きいことからあきらめてしまう。そのため研究でどれほど元に戻るかや何をしたか

を知ってもらうことで多くの人が関心を持ってくれると思う。ごみが捨ててある場所を調

べる。たくさん捨てている場所には看板や警告をする。 

 

 

1)私が今、最も興味・関心を抱いている地域課題は 3 つある。1 つめは「医療・福祉の問

題」である。なぜなら、私達が住む徳島県に最も関係する事柄だからだ。医療の面は技術

が大きく進歩し、高齢者の平均寿命は世界でもトップクラスを誇るが、一方で、過疎地域

の村などの診療所・医者不足は地域のみならず日本で大きな課題となっている。少子高齢

化がますます進み、人口ピラミッドにおいても 2025 年には 75 歳〜は全人口の内の 18%を

占めると言われている。 

2 つめは「資源枯渇・食糧の問題」である。なぜなら、この問題は国内だけではなく国際

的な問題になるが、比較的人口が多いアフリカや東アジアなどでは、食糧をめぐって戦争

が起きている。こうした戦争によって難民となり、飢餓に苦しむ人も多くいるからだ。 

3 つめは「グローバル化への対応の遅れ」である。なぜなら、グローバル化に伴い、小学

校でも英語教育が行われているが、日本語をきちんと学習する前にあまり早い時期から外

国語を勉強するのはかえって良くないのではないかと思うからだ。 

2)この 3 つの問題を解決するためには、研究よりも前に、人々の意識を変えなければなら

ない。なぜなら、問題意識を元々持っている人ばかりが研究するだけではなく、新たに問

題意識を持った人も集まる事で、新しい意見が生まれるかもしれないからだ。「医療・福祉

の問題」ならば、過疎地域にある診療所の数やその地域に住む方に実際に話を聞いて実態

を調査する。「資源枯渇・食糧の問題」においては、簡単には出来ないが、食糧が余るほど

多く行き届いている地域があれば調節する。「グローバル化への対応の遅れ」においては、

母国語である日本語をしっかり学んでから外国語教育を取り入れる事などが挙げられる。 

人口問題は数多くあり、今すぐに解決出来る事ではないが、日本だけではなく国際的な

問題にも目を向けつつ、幅広い視点から物事を見つめ、少しでも解決していける社会にな

っていければと思う。 
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1)私が最も関心を抱いている社会的な課題は「葬儀難民」問題である。「葬儀難民」問題

とは、葬儀が希望の時間にできないために、何日も待たされる“葬儀難民”が増えている

という問題である(YAHOO!JAPAN ニュース 遺体ホテル、献体――加速する「多死社会」

の現実 Yahoo!ニュース編集部 https://news.yahoo.co.jp/feature/141 2017 年 5 月 28 日閲

覧)。私がこの社会的な課題に興味を持った理由は 2 つある。1 つ目は、超高齢化社会に突

入した日本ではこれから先「葬儀難民」が増え続け、現在よりもより深刻な問題となるの

ではないかと考えたからだ。なぜなら、この問題は、現在はまだ人口が集中している東京

などの大都市でしか起こっていないが、このまま超高齢化社会であり続けると老いによる

寿命を迎える人が多くなることで死亡率が増加し、いずれ日本中で同じ問題が起こるだろ

うと予測できるからである。2 つ目は、「葬儀難民」問題は自分にとっても重大な問題であ

るからだ。「葬儀」は自分自身もこれからの人生で何度も体験することであると同時に、自

分自身も最後に体験する。だからこそ、このように自分とも深い関係がある「葬儀」の問

題とはどのようなものなのか、また解決する方法はないのかということに興味をひかれた。 

2)この課題を究明・解決するためには、心理学の研究や研究を基にしたアプローチが必要

である。具体的に説明すると、「人間が死や死を連想させるものに対する嫌悪感はどの程度

なのか、また死や死を連想させるものに対する心理状態はどうなっているのか」という研

究である。なぜこの研究が必要かというと、この課題を解決する有効な手段として考えら

れるのが火葬場の増設だからである。火葬場の増設にこの研究が必要か、と疑問に思われ

るかもしれない。たしかに、実際に火葬場を増設するための工事にはこの研究は必要ない

だろう。だが、実際に工事に着手する前に行われる近隣住民の同意を得る時にこの研究が

必要である。なぜなら、多くの人が火葬場を自分の家の近くに建てて欲しくないと考える

ため、火葬場の建設に反対するからだ。それは、死を連想させる火葬場が近所にあること

で死を身近に感じてしまうというような心の動きがあるからという理由もあるだろう。 

 だからこそ、この研究を行い、なぜ人間は死や死を連想させるものを拒否しやすい傾向

にあるのかを心理学的に解明する。そして、この研究結果を基にした、できる限り拒否さ

れにくいアプローチを実際に近隣住民の説得時に使うことで、上手くいけば火葬場の建設

に早く取り掛かれるのではないか。そのようにして火葬場を増やせられれば、葬儀を何日

も待たなければいけない「葬儀難民」問題は解決に向かうのではないだろうか。 

3)「いろどり」の活動は、上勝町に住んでいるご高齢の方達が落ち葉を拾い綺麗にした後、

和食などに彩をつける葉として出荷していると伺ったことがある。その「いろどり」の活

動は実際どれくらいの知名度があるのか、ぜひ質問にお答えして頂きたい。 

 

 

私が最も興味を持つ社会問題は動物問題で、特に関心があるのは殺処分問題である。私

が動物問題に興味を持ち始めたきっかけは、猫を飼い始めたことである。また、テレビ番

組でもよく取り扱われているように、現在は空前の猫ブームとされている。このようなブ

◖ⱷfi♩ [y7]: 関連する調査が見当たりま

せんので、お答えできません。 
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ームを安倍政権のアベノミクスになぞらえてネコノミクスという造語も発生している。ウ

ィキペディアでは、このブームの背景を「高齢者や一人暮らし世帯が増えたため散歩など

の世話のかかる犬よりも猫に人気が推移し始めたためと推測されている。」としている(ウィ

キ ペ デ ィ ア 「 ネ コ ノ ミ ク ス -Wikipedia 」 ,https://ja.wikipedia.org/wiki/ ネ コ ノ ミ ク

ス,2017/5/28 アクセス)このような猫ブームの中で多くの猫がペットショップで取り引きさ

れている中、現在も多くの猫や犬が殺処分されていることを知った。そして、そのことを

より身近に感じた理由の一つに、私の家の猫が全て保護団体の譲渡会や個人を通じて取り

引きした猫であったということがある。 

日本にでは、現在も多くの動物が殺処分されたいる。環境省の統計資料「動物の愛護と

適切な管理」によると平成 27 年度の犬猫の殺処分数は 82,902 頭である。中でも猫の殺処

分数は 67,091 頭と約 3 割を占めている。10 年前の平成 17 年度の合計殺処分数は 365,301

頭であり、この 10 年で約 28 万頭の減少はしているが現在でも 1 日 230 頭ほどの犬猫が殺

処分されている。(環境省「環境省_統計資料『犬・猫の取引及び負傷動物の収容状況』[動

物 の 愛 護 と 適 切 な 管

理 ]」 ,http://www.env.go.jp/nature/dobutsu/aigo/2_data/statistics/dog-cat.html,2017/5/28

アクセス」 

この問題を解決するには、マーケティングの研究が必要である。より多くの人に殺処分

の現状と譲渡の機会を知ってもらうための機会を設けることとペットショップのマーケテ

ィングの見直しが必要であるからだ。ペットショップでの販売だけがペットを飼う方法で

はないと宣伝し、譲渡会に行く機会を設けることによって直接的に殺処分の数を減らし、

ペットショップの命の管理についての見直しによる間接的に殺処分を減らす為である。こ

れらが実際の社会で実践された時に、日本における動物の殺処分数が減少することで、こ

の問題の解決に近づくだろう。 

 

 

今回の講義で最も気になった点は、自民党の密告制度である。これにより中高教師は処

分されることを恐れて、具体的な政治課題を取り上げられないという問題があることを初

めて知った。私は将来教師になりたいと考えている。生徒に政治に関心を持ってもらうた

めに、政治の課題についてグループディスカッションさせたり、その時の政府の政策が何

を目的としていてどういった効果があるのかを話したいと考えていた。しかし、密告制度

があるとどの範囲までを話題にしても大丈夫かがわからず、黙っていたほうが無難という

考えになってしまう。今の教師の中にも同じことを考えている人は多いと思う。確かに明

らかに一党を賛成したり反対したりする偏った発言は規制されるべきだ。だが密告制度と

いうものは言論統制に近いものではないだろうか。自主的に政治に関心を持つ子供は少な

い、だからこそ大人が関心を向けさせるようにきっかけを作らなければならないのに、密

告制度はそのきっかけを奪ってしまう制度である。今の若者の政治に関する関心が低い要
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因の一つとして、教育現場で政治を取り扱う機会が少ないことも挙げられると考えた。密

告制度をなくすことはできないのだろうか 

 

 

 

ₒ ⌐ ⇔≡™⌂™ₓ 

 

総合科学部では、個人個人が様々な課題について自由に深く勉強することができる。そ

の分、地域課題に取り組みやすいかもしれないが、私は大学と地域の関わりに疑問を抱い

ている。 

授業の一環で地域に関わるとしても、継続性や責任の所在が地域と学生、大学のどこに

存在するのかが定かになっていない。 

また、大学教授としての権力が大きすぎることにもかなり不満を抱いている。 

学生には単位というものがネックになっている。授業で与えられた課題には、私たち学

生なりの答えを出して取り組みたいと考えているが、結局は、どんな発言をしても教授の

やりたいことの答えに結び付けられてしまう。教授の理想に付き合わされている思いも抱

きつつ、自分たちなりに地域に一生懸命関わっていくと、地域の方々からの不満は学生に

ぶつけられる。そうすると、学生のやる気もなくなり、地域の課題も結局解決せず、反対

により複雑化して中途半端にしたまま最悪の状態を招く。 

総合科学部にはそうした地域と密に関われる授業があるのはかなり魅力でもあるが、危

険と隣り合わせであり、大学側もきちんと把握し、何かしら対応するべきではないかと考

えた。 

 

 

徳島大学総合科学部では、やはりその名の通り、地域や世界などさまざまな視点から問

題を見つけ出し、解決に立ち向かっているということを学んだ。大学は教育・研究するだ

けでなく、物事を多角的にとらえる力を身につけるところでもあるので、総合科学部はま

さにそれが最も合う学部である。世界や日本という広い目で見た社会問題と、徳島や地方

という限定してみる地域課題は似たところがあるので、それらに関心をもち、自ら動こう

とすることが大切だ。実際に徳島で取り組まれている活動もあるので、積極的に知ってい

こうと思う。 

 

 

今回の授業では「地域社会への貢献」について学んだ。 

「人口問題」と聞いて連想するものをリストアップしていく課題を事前に行った際、食

糧問題や人口爆発、少子高齢化やドーナツ化現象といったように、国外で起きている問題
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から国内で起きている問題、地方で起きている問題に別れた。その中には、身近に感じる

問題もあればそうでない問題もあった。問題の発生要因としては、都市部へ人口が集中す

ることや人口の増加などが挙げられ、問題の事柄が異なっていても発生要因が同じである

などの、共通点を持つものもでてきた。 

だがこれらは全て、政治・経済・社会・文化・歴史・環境の要因が異なる地域スケール

で相互に関連し合って問題化しているものであった。たとえば、世界・日本の社会問題で

あっても、徳島・地方の地域課題とも関連しているのである。自分の身近な所にある問題

を解決していくことが、国際問題の解決に繋がるのだ。 

 私は将来、発展途上国での教育格差をなくす取り組みをしたいと考えており、そのために

は何ができるだろうと、その問題に直結する解決法ばかりを考えていた。しかし、国際問

題ともなるとスケールが大きく、これといった解決法が思い浮かばずにいた。だが、今日

学んだ発想を利用してまずは、発展途上国での教育格差に関連した地方問題を見つけ、そ

の問題から解決していくことにする。 

 

 

総合科学部で、いろいろな視野を持って幅広く学ぶことができるということは、今まで

の授業からわかった。今回、実際に、人口問題を例に挙げると、医療、経済、歴史など様々

な分野が相まって出来ていて、その全部を満遍なく学べるところが魅力だと再認識した。

先輩の授業コメントにも書いていたように、その特徴を活かせるかどうかは、自分次第で

ある。周りの先生から、4 年間はあっという間に過ぎるとよく言われるが、海外に行ったり、

地域のボランティアなどに積極的に参加して、今までに経験したことのないことに挑戦す

ることで、知識を増やし、4 年後は総合的に物事が見えるようになっていたい。 

 

 

今回の総合科学入門講座は、社会連携と地域貢献についての講義であった。講義中は今

までしらなかった社会問題を、pdf では講義中に説明されていなかった部分を読む事で今ま

では知らなかった地域貢献の形について知ることができた。 

 

 

社会と連携することによって、地域貢献ができる。地方は若者が少なく、少子高齢化が

どんどん進んでいる。原因として地方の若者は大学や専門学校に通うために地元を離れ、

そのまま就職して地元には帰らないというケースがある。しかし、地域と連携して何かに

取り組むことによって生活していた時には気づかなかった良い点や悪い点、改善点を知る

ことができる。そして、新たに気づいたことを生かして地域活性化に応用していけたらい

いと思う。 
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今回の授業は人口問題についてだった。事前課題のプリントに思いつくものを書いてい

たが、自力でできたものはほんの少しであった。学校で今までも人口問題に触れる機会は

少なくはなかったが、それを教科書の中のこと、つまり自分とはかけ離れている遠い世界

のことだと考えている人が多くなっている。例を挙げると、徳島県は人口減少が著しく、

それに伴う少子高齢化も問題となっている。しかし、それが私達の生活に支障をきたすこ

とはない。そのため、このような地域課題については知っているがその改善法がわからず、

ずるずると課題が長引いているのではないだろうか。 

 

 

5 月 26 日の授業では、人口問題についての事前課題を踏まえて、社会貢献と地域連携に

ついて学んだ。 

が、正直なところ、今回の平井先生の講義の内容は、以前どこかの講義で聞いたものと

ほとんど変わらなかった。「社会貢献と地域連携」というタイトルだったが、結局私の頭に

残ったのは「総合科学部でどのように学んでいくか(しかも前と同じ内容)」であった。確か

に少しは人口問題について話をされる場面もあったが、課題を皆一生懸命やっていったの

で、もう少し深く掘り下げたり、これをどのように解決していくかなどの話を聞いたりし

たかった。講義の中でそれらを知ることができなかったのはとても残念なので、自分で調

べてみたり、友達とお昼休みや空コマの時などにでも話し合ってみたりしたい。また、29

日までの課題として出されている、社会的な課題や地域課題について解決方法や研究分野、

研究アプローチを考える際にも、一つの問題だけでなくそれに関係する多数の問題にも目

を向けるなどして、広い視野でその問題について考えたい。 

 

 

今回総合科学入門講座では総合科学部ならではの人口問題への取り組み方や社会問題の

解決アプローチを学んだ。後期の課題発見ゼミでは実際に社会問題を考えてそれについて

議論していきたい。今回の講義では具体例の上勝町の話は聞けなったけれど、私は地域創

生コースに進みたいのでこの取り組みにとても興味を持った。総合科学部にしかできない

ような物事を多角的にとらえて他の人が思いつかないようなアプローチができるようにな

るため頑張っていきたい。 

 

 

今回の講義は、大学とはどういう所か、社会的課題と総合科学について、1 年次後期と 2

年次の講義の説明、そして、社会連携についてだった。まず、大学とは「リベラルアーツ」

「学術研究」「職業教育」をする所である。次に、社会的課題は地域スケールであっても国

際スケールの課題と関係している。そこで、解決を目指すには総合科学の考え方が必要で
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ある。総合科学部は、1 年次において幅広い教養、知識を得て、多角的に物事を捉える事を

学ぶ。また、発想法を用いながら、社会的課題に取り組む。そして、1 年次後期には「課題

発見ゼミナール」があり、総合科学の「学び」のための基礎力取得を目指す。2 年次の講義

は、所属したコースに関係なく、違ったコースの講義を取ることができる。最後に、社会

連携の例として、上勝町の棚田の保全活動についてだった。国と地方自治体、民間団体、

住民、大学が協力して棚田を保全する。総合科学における、幅広い視点及び知識が役に立

つ。 

大学は職業教育をする場所ではない。それは、職業は自分の意志で決めるからだ。自分

の意志で決めるのだから、自分自身で行動を起こさなければならない。国が大学に、職業

教育を求めることは多少おかしい。それを求めるならば、平井先生が講義の中でも述べら

れたように、大学の助成金を増やすべきだ。国は、上から指示するばかりで、手当などの

支援が充実していない。私立の学園問題で揉めるよりも国立大学のことについて考えてほ

しい。 

総合科学の考え方を用いることにより、社会的課題の解決により近づくことができる。

また、幅広い視点で物事を多角的に捉えるために、地方にとどまらず国などの手を借りる

ことも考えつく。一つの物事を、また違った物事と結びつける。その結びつける役割を果

たすのが、総合科学だと知ることができた。2 年生になると、より専門的な事を学ぶことに

なるが、多角的に捉えることを忘れないようにしたい。自分の専門をより深めながら、幅

広い知識を得ようと心がけたい。 

 

 

今回の授業では人口問題について学んだ。今回の講義で一番印象に残ったことは、上勝

町についてのスライドだ。走り走りで、あまり触れられていなかったが、それでも印象に

残った。上勝町は山の囲まれた、まさに田舎を体現したかのような場所だ。しかし、田舎

故にある事業で一時注目された。葉っぱビジネスである。この事業によって、上勝町が注

目されて、人口問題が少しは改善された。葉っぱがあるところなら、この事例のように、

人口問題が少しは改善される可能性がある。葉っぱビジネス以外でも、田舎に注目が集ま

るようになれば、人口問題が解決されるようになるだろう。 

 

 

今回は前回の授業コメントに対する回答と「社会連携と地域連携」についてであった。

インターンシップや職業教育への多くの賛成意見があった中、「大学は学問を学ぶ場であり、

職業につく能力を養成するのは専門学校である」。という意見に納得し私自身にその考えは

なく、就業的目的を持っていたので改めて反省すべきと考え直した。 

「人口問題」について掘り下げていった中で、世界中で起こるそのような社会問題と徳

島など地方等で起こる社会問題はあまり相違ないことは驚きであった。 
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まず初めに、徳島大学の理念とは、「自主と自立の精神に基づき、真理の探求と知の創造

に努め、卓越した学術及び文化を継承し向上させ、世界に開かれた大学として、豊かで健

全な未来社会の実現に貢献する」である。 

次に、私たちが所属する総合科学部だが、そもそも総合科学という専門分野は存在しな

い。しかし、最近において、複雑化する諸現象や社会の課題を解明するために求められる

研究手法として、総合科学が重要になってくる。そのためにも、「総合科学の基礎」の授業

で多様な視点を培っていく。また、Π字型教育プログラムによって、専門的・社会的知識

やスキルを修得し、コーディネート・マネジメント能力やグローバルな視点から地域を捉

える能力を養っていく。 

総合科学という世間一般において曖昧なものに対して、私たちがいかに総合科学の大切

さを知り、大学生活の中で学んでいき、社会の中で実践できるかが今後の社会に大きな影

響を与えるはずだ。 

 

 

1) 主に学生からのコメントに対する返答。残り 10 分程で本題へ移行した。本題は事

前課題の内容を含んだもの。皆が考えていた「人口問題によって引き起こされている問題」

は同じようなものだった。グローバル化に伴い問題の垣根が無くなりつつあるので、その

地域だけの問題であると認識するのではなく視野と問題意識を広く持つことが重要となっ

てくる。そのためには専門分野の知識習得だけでなく、教養や人間力を高める努力をする

のも大切。 

2) 時間配分を考えてほしい。 

3) 学生へのコメントに一つ一つ丁寧に答えてくれるのは有難いことではあるが、丁

寧に答えすぎて本題が 10 分程度というのはいかがなものかと思った。コメント返しのコー

ナーとなってしまっては、教授自身も本当に話したいことが話せないと思う。返答に話し

たい内容がおおよそ含まれており、教授が内容に不満がないのであれば話は別だが時間配

分はきちんとした方が良いと思う。 

 

 

今回の授業は社会連携と地域貢献を学んだ。授業に入るまでが長く、スライドの内容を

すべて説明できるようにもう少し余裕をもって授業してほしい。社会連携や地域貢献の活

動に参加して、地域問題の解決策を自分なりに考えてみる。総合科学部の学習理念や問題

解決の研究スタイル、履修計画を学ぶことが出来た。 

 

 

徳島に住み始めてまもなく二か月。私は「建造物は立派だが、その割には人々の活気が

足りない」というイメージをこの地に持った。平日は仕方ないとしても休日でさえ通行人
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の姿をあまり見かけない。なぜなのか。単に人口が多くないというのもあると思うが、私

はそれだけではないと考える。単刀直入に言ってしまえば、徳島には魅力が足りないので

はないか。例えば、駅のお土産。初めて徳島駅のお土産コーナーを見た時、どれもありき

たりなものだと思った。「徳島にしかない!」と胸を張って言える特産物はあるのだろうか。

地域活性化の第一歩として、「食の個性」を模索するべきだ。 

 

 

今回の授業は、国際、国内、地域での社会問題について考え、大学生としての社会に対

する貢献方法、そして大学生、総合科学部生としての学びについて改めて思索するきっか

けとなった。まず、事前課題として人口問題に関連する社会問題とその要因を考えるとい

う課題があった。初めは、人口問題と言われると、少子高齢化や人口爆発、人口の過疎・

過密という問題しか頭に浮かんでこなかったが、少し視野を広げて、関連していることを

考えてみると、いくつか課題や問題を新たに見つけることが出来た。しかし、授業では、

自分が思いつかなかった問題や課題が例として取り上げられており、まだまだ自分の視野

が狭いことを痛感するとともに、このような学びを通して視野の拡大を図ったり、問題意

識を獲得したりすることが出来ることを確認した。実際に社会問題について考え、行動し、

知識や経験を得るだけでなく、考える過程でも身に付けられる能力があるということだ。

そして、幅広い視野を持ってこそ総合科学部で有意義な学びが行えるのである。なぜなら、

総合科学部で取り組むべき社会課題の発見・解決には、グローバルとローカル両方からの

視点が必要だからである。したがって、毎回の授業では、授業でテーマとして取り上げら

れている課題について考えたり、知識をつけるだけでなく、考える過程で自分の基礎能力

と向き合い、それを高めることを意識することも重要である。早い段階での基礎能力の獲

得は今後の学びにつながるため、少しでも多くの基礎能力の獲得を目指し、今後の学習に

取り組みたい。 

 

 

「『〇〇に投票しろ』と言わなければ法に反しない」と授業で言われていたが、遠回しに

「〇〇に投票しろ」といった場合、それはセーフなのであろうか。例えば ABC の三人の候

補者がいて、A に投票させたいとき、授業で B と C の悪いところだけを説明し、A につい

ては触れないでいるだけでもその授業を聞いた人たちは A に投票する人が多いだろう。私

はこの「投票しろとさえ言わなければセーフ」といった基準で縛るのではなく、実際投票

に行ける年齢の生徒も高校生の中にはいるのだから候補者に関する情報を平等に与えるべ

きである。高校の時に教師側が政治に触れるのを億劫に感じていると生徒も難しそう、め

んどうだと考えてしまう。初めて投票に行くのだから簡単な情報のサポート程度はしても

いいのではないか。そのほうが政治にとっつきやすくなるだろう。 

 

◖ⱷfi♩ [y8]: 来年度以降、検討します。 
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今回は主に、前回の授業の質問回答、と、人口問題を考えました。前回の授業は現政権

を主に取り扱っていたので、想像通り多様な質問がなされていました。なかには、安倍政

権への批判ではないのか?という声も見えたが、私はそれが学問のあり方だと考える。学問

というのは(特に大学では)すべての事柄に疑問を投げかけるものだ。「なぜ」「どうして」の

態度によって新しいとらえ方や、問題点が露出するからである。それは、自民党、民主党、

公明党、共産党関係なく、国会で今起きていることへの提示が大切なのだ。たまたま、現

政権が安倍首相率いる自民・公明党なわけで、政党批判をしているわけではない。そこを

しっかりと感じ取ることが大切なので、私も含め大学生活中に多様なものの見方を取得す

る必要性を感じた。 

人口問題は日本にもかかわりのあるものだ。日本は少子高齢化が進み税金や遠近問題、

若者の政治離れなど数多くの問題が露出している。私は人口問題と聞かれ主に人口減少の

問題について考えていたが、周りの人と話し合うにつれ、人口増加の問題も見えてきた。

日本では起ってはいないが、アフリカ諸国では問題になっている。アフリカはもともと子

供を働き手としてみる発展途上国であるのに加え、医療が全く発達していなかったので死

亡率も高かった。悲しい現実ではあるが、それによって均衡が保たれていた。しかし、発

展国からの援助により死亡率の低下が改良された。それが新たな問題を引き起こしたのだ。

それは、餓死の問題だ。ただでさえ、一次産業しか発展していないアフリカ、あまり裕福

な国だとは言えない。なのに、人口がそれ以上に増え栄養失調の子供が激増している。た

だ援助の手を差し伸べるだけでは、新たな問題を引き起こす・・・国際問題の難しい一面

を知ることができ、良い経験になった。 

質問は、報道の自由度ランキングに関して。私は比較的日本は自由な国だと思っていた。

雑誌で政治批判をしても捕まらないし、デモをしても捕まらない。なのに、韓国よりも下

で大変驚いた。(韓国はデモをして死者が出ていたので、自由度が少ないのかな?と思ってい

ました)先生はどの項目で日本の報道の自由度が低いと思いますか。 ◖ⱷfi♩ [y9]: 「どう思うか」でなく、「国

境なき記者団」のサイトを確認してくださ

い。https://rsf.org/en/ranking 

https://rsf.org/en/ranking

